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Ⅰ 対象高等専門学校の現況及び特徴 

 

１ 現況 

（１）高等専門学校名 

弓削商船高等専門学校 

（２）所在地 

愛媛県越智郡上島町弓削下弓削１０００ 

（３）学科等構成 

学 科：商船学科，電子機械工学科，情報工学科 

専攻科：海上輸送システム工学専攻， 

生産システム工学専攻 

（４）学生数及び教員数 

（平成18年５月１日現在） 

学生数：学 科618名 

    専攻科 26名 

教員数：54名 

 

２ 特徴 

（１）沿革概要 

本校は，明治34年に学校組合立の弓削海員学校として

設立された。以後，組合立甲種商船学校，県立商船学校，

国立商船学校，国立商船高等学校と幾多の変遷を経て，

昭和42年に国立弓削商船高等専門学校となった。高等専

門学校昇格時は航海学科と機関学科の２学科であったが，

海運界の好況を受けて昭和44年に機関学科１学級が増設

された。しかし，オイルショックによる海運界の衰退と

経営状態の変化により，船舶職員の求人数が大幅減とな

ったため，陸上企業への進出を計って，昭和60年に機関

学科１学級が電子機械工学科に改組された。さらに，昭

和63年には，情報技術者の需要急増に応えるべく航海学

科及び機関学科が商船学科（Ｎ・Ｅコース）と情報工学

科に改組された。このようにして，３学科体制（商船学

科，電子機械工学科，情報工学科）となり，平成17年４

月には専攻科の海上輸送システム工学専攻と生産システ

ム工学専攻が設置され，現在に至っている。 

（２）目的の背景 

本校は長く，専門分野の基礎的な学理と技術者に必要

な能力を身につけさせ，我が国および国際社会に貢献で

きる実践的技術者の育成を教育方針に掲げてきた。しか

し，科学技術の急速な高度化・複合化，グローバル化に

伴って，技術者に対して豊かな創造性，国際感覚・倫理

観が強く求められていることを考慮し，平成 14年度より，

時代に沿った教育方針（目的に掲載）を掲げている。以

下に，本校教育の主な特徴を挙げつつ，それぞれに若干

の説明を加える。 

まず，本校の有する練習船「弓削丸」を商船学科だけ

でなく，工業系２学科の実習や卒業研究等に活用してい

る。この狙いは，専攻している分野だけでなく広く他の

分野（海洋科学，船の知識，船内人間工学等）にも好奇

心を抱かせ，複眼的素養を身に付けさせようとする点に

ある。また，専門的な知識を深めることだけでなく，バ

ランスのとれた人格の形成を目指してクラブ活動，ロボ

コン，プロコン，ソーラーボート大会等への積極的な参

加を呼びかけている。特に，プロコンは毎年優秀な成績

を収めている。このような教育に適した優秀な人材確保

のためには，全教員による中学校訪問，オープンカレッ

ジ，体験入学，地域のイベントへの開催・参加，各種ア

ンケートの実施等の活動を積極的に展開している。 

 次に，本校は瀬戸内海島嶼部に位置し，且つ海事関連

産業により繁栄している「しまなみ海道」地域唯一の高

等教育機関である。このような環境の下で，本校が果た

すべき役割の一つとして，学生寮の充実がある。生活の

便だけでなく，団体生活を通して責任と規律ある基本的

生活習慣を育成することを目指している。全教員による

宿直体制は，中学校卒業年代の多感な寮生の指導を重視

し，寮生の生活指導および学習指導を教員の重要業務と

して位置付けている。もう一つは，地域社会との連携に

ある。平成 14年度には，地域社会との連携を図るために

地域共同研究推進センターを設置し，技術相談窓口を明

確化した。また，平成 18年度には研究の活性，技術の提

供，研究基金の獲得を目指して技術振興会を発足させる

予定である。 

 学校運営に関しては，学外有識者による運営諮問会議

の開催や教育に関する各種アンケートを実施して，学内

外からのニーズに対応している。また，高専機構本部の

中期計画で「大学・高専等との連携」の推進が盛り込ま

れている。これを受けて，本校も海洋に関する得意な分

野を中心に高専間の連携の強化を図っている。 
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Ⅱ 目的 

１．弓削商船高等専門学校の使命 

 本校は，「深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成すること（学校教育法第70条の２）」に基づき，

商船及び工業に関する実践的中堅技術者を養成して，わが国の産業の発展に寄与することを使命としている。 

２．教育目標 

 高専は５年一貫制(商船系は５年６か月)，少人数，実験・実習を効果的に生かした複線型の高等教育機関で，

卒業生は大学卒業生と同等の技術力を有すると評価されている。専門の学芸，つまり学問と技術を教授すること

を主眼としており，研究機関としての機能は有していないが，教育内容を学術の進展に即応させるため，研究能

力のある教員を多数採用し，研究活動も活発に行われている。 

 本校では，実践的技術者の養成を目指して，高度化する海技技術者養成への対応，実験・実習の重視による

「ものづくり」ができる実践的技術者の養成，教授陣容を磐石にするために優れた教員の確保に努めてきている。

これらに加えて，学生の評価による授業の改善，補習授業の奨励，教員による教育研究集会の実施等を全校的に

推進して，教育の充実を目指している。 

また，平成17年度に設置された専攻科は，最先端の知識の教授のみならず，工学の基本的知識を縦横に応用で

き，問題提起能力，解析能力及び問題解決能力を高めるような教育を行うことを目的としている。 

３．教育研究活動等を実施するための基本方針 

（教育方針） 

 本校の教育方針は，科学技術の急速な高度化・複合化，豊かな創造性の涵養，グローバル化の進展を視野に入

れて国際感覚と豊かな人間性の育成を目指して，次のように定めている。 

①自然科学および専門技術の基礎力を身につけ，高度化かつ多様化してゆく科学技術に柔軟に対応できる人材

の育成。 

②身の回りの諸現象，特に海をとりまく自然・文化・歴史に好奇心を抱き，多角的に考えたり調べたりできる，

創造性のある人材の育成。 

③日本および世界の文化や社会に関心を持ち，国際的視野でものが見られ，しかも人間として，技術者として

高い倫理観をもった人材の育成。 

（学科ごとの養成すべき人材像） 

 沿革にも示されたように，本校では商船学科，電子機械工学科，情報工学科の３学科制であり，これに校内措

置で作った総合教育科が加わる。各学科の養成すべき人材像は以下の通りである。 

（１）商船学科 

 豊かな教養と高度な専門技術を身につけた船舶職員を育てることを目的にした学科で，卒業後，口述試験に合

格すれば三級海技士免許が取得できる。このような教育課程に加えて，基礎工学・実験実習・卒業研究等を卒業

要件に取り入れることで，内航・外航船舶の近代化に対応している。この他，海洋に関する選択科目の導入，

「船員の訓練及び資格証明並びに当直の基準に関する国際条約」への対応など，不断の改革がなされてきている。

これを踏まえて，本校の中期計画において，養成すべき人材像を「船員教育を基盤にした海事総合科学を身につ

けた技術者の育成」と明記している。 

（２）電子機械工学科 

 基本的な工学（機械・電気・電子・情報・システム・制御）を複合させた，いわゆるメカトロニクス時代に対

応できる教育を教授する学科であり，専門知識を持ち，かつ技術の対象をトータルシステムとして捉える広い視

野を備えた技術者の育成を目的としている。中期計画において，養成すべき人材像を「ものづくりのできる実践

的な技術者－計画・設計から生産・保守運用までできる技術者－の育成」と定めている。 
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（３）情報工学科 

 ソフトウエア技術者の養成，情報処理及びその利用技術に関する専門知識を教授することで，幅広い見識と創

造力を持った実践的情報技術者を育成している。また，立地環境を生かして，海洋関連の授業を導入し，海洋系

情報の知識も習得できるのが特徴である。養成すべき人材像を「情報リテラシー，情報工学の知識に加え，問題

分析，解決能力を備えたシステム技術者の育成」と定めている。 

（４）専攻科 

 海上輸送システム工学専攻と生産システム工学専攻の２つの専攻を設置している。海上輸送システム工学専攻

は，商船学科を基盤とし，それを発展させた高度な海技技術者と船舶管理技術者の育成を目指している。生産シ

ステム工学専攻は，電子機械工学科と情報工学科を基盤にした複合学科で，IT化されたものづくりのトータル技

術者の育成を目指している。両専攻に共通の養成すべき人材像は，中期計画において「実際のシステムの運用・

管理や開発能力，ものづくりに必要な基礎理論の応用力を身に付けた技術者の育成」と定めている。 

４．運営方針 

 高専の目的及び社会的使命を達成するため，自己点検評価委員会(‘92)を発足させ，教育研究・管理運営等の学

校の活動について点検・評価し，自己点検評価報告書にまとめてきた。また，大学，中学校，地域社会，近隣企

業など学外の有識者よりなる運営諮問会議を毎年開催して，意見を学校運営に反映させている。 

５．大学・高専等との連携 

海洋や船に関することをテーマにした連携であること，本校が事業の中心になって推進できることを念頭にお

いている。例えば，四国地区高専との連携・交流事業に伴う「特別講義」と題して，海洋と環境に関する講義と

練習船「弓削丸」を活用した実習を継続して実施している。また，商船高専連携によるｅ－操船支援システムプ

ロジェクトを実施することで，若者の持つ創造力を開眼させようとしている。 

６．就職指導 

 就職状況については，これまでに経験した不況の外，今日の社会的な構造の変化に伴う，各企業ともに求人が

厳しい状況下でも，就職指導委員会や就職担当主任を中心とする不断の努力によって，本校における求人倍率お

よび就職率は，ともに高い水準を保っている。 

７．施設・設備 

 本校には，練習船「弓削丸」，情報処理教育センター，図書館及び地域共同研究推進センターが設置されてい

る。これらの設備の有効活用や，設備の拡充を審議するため，委員会を設置して円滑な運用を図ってきている。

特に，練習船「弓削丸」は，航海実習，研究航海，公開講座，高専間交流事業，地域への協力，「一日船長」等

に幅広く活用されている。 

８．留学生 

 本校は，在校生への異文化の紹介や語学力向上のための支援を兼ねて，外国人留学生の受入を積極的に行って

いる。平成 16 年度までの受入数は，平成３年度のマレーシアからの留学生を皮切りに，商船学科６名，電子機械

工学科 14 名，情報工学科 12 名，合計 32 名である。 

９．中期計画 

 教育の高度化，活性化，創造性及び個性化を推進するために，以下の取り組みを重点的に行っている。高度化

に対しては専攻科の設置と地域共同研究推進センターの活用，活性化に対しては教育内容の改善と地域に貢献で

きる研究の奨励と実施，創造性に対しては創造力・開発能力の涵養，個性化に対しては練習船「弓削丸」の活用

である。さらに，創造性に関しては，プロコン・ロボコン・ソーラーボートに代表される各種コンテストやイン

ターンシップへの積極的な参加および本科の創造教育の具体化の検討を行っている。また個性化に関しては，本

校の教育を特徴づける重要な課題であり，全学を挙げて継続的に取り組むべき事項と認識している。 



弓削商船高等専門学校 基準１ 

 - 4 -

Ⅲ 基準ごとの自己評価 

 

基準１ 高等専門学校の目的 

（１）観点ごとの分析 

観点１－１－①： 目的として，高等専門学校の使命，教育研究活動を実施する上での基本方針，及び，

養成しようとする人材像を含めた，達成しようとしている基本的な成果等が，明確

に定められているか。 

 
（観点に係る状況） 
 本校の目的は，創設時に明確に定め，学則に掲げている（資料１－１－①－１）。百余年の長期にわ

たる商船教育に加えて，工業系２学科（電子機械工学科，情報工学科）が改組により設置されたもの

の，基本的には本校の目的は変わらない。 
 また，平成 14年度には，学校として養成したい人材像及び学科ごとの養成したい人材像を定める
ことで，卒業時に習得すべき資質と学力をより具体的に示し，本校の中期計画，学校要覧，ホームペ

ージに掲載している。 
 （教育方針） 
 ①自然科学および専門技術の基礎力を身につけ，高度化かつ多様化してゆく科学技術に柔軟に対

応できる人材の育成。 
 ②身の回りの諸現象，特に海をとりまく自然・文化・歴史に好奇心を抱き，多角的に考えたり調

べたりできる，独創力のある人材の育成。 
 ③日本および世界の文化や社会に関心をもち，国際的視野でものが見られ，しかも人間として，

技術者として高い倫理観をもった人材の育成。 
（養成したい人材像） 
  教 養 教 育：幅広い視野に立った総合的な判断力，斬新な創造力を備えた実践的技術者 

養成のための基礎的能力の涵養と教養の育成を目指す。 
  商 船 学 科：船員教育を基盤にした海事総合科学を身につけた技術者の育成。  
  電子機械工学科：ものづくりのできる実践的な技術者－計画・設計から生産・保守運用 

までできる技術者－の育成。 
  情 報 工 学 科：情報リテラシー，情報工学の知識に加え，問題分析，解決能力を備えた 

システム技術者の育成。 
  専 攻 科：実際のシステムの運用・管理や開発能力，「ものづくり」に必要な基礎理論

の応用力を身につけた技術者の育成。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校の目的は，高等専門学校の使命を明確に定めている。また，目的に基づいて学校及び学科ごと

の教育方針として，養成すべき人材像を具体的に定めている。 
 以上のことから，本校は，高等専門学校としての目的を明確に定めているといえる。 
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資料１－１－①－１ 

出典：弓削商船高等専門学校学則 
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観点１－１－②：目的が，学校教育法第 70 条の２に規定された，高等専門学校一般に求められる目的 

から，はずれるものではないか。 

（観点に係る状況） 
 本校の教育方針は，学校教育法第 70条の２に規定された，高等専門学校一般に求められる目的で
ある「深く専門の学芸を教授」「職業に必要な能力の育成」を踏まえて，定められたものである（資料

１－１－②－１）。平成 16年度の独立行政法人化を機に，有識者による外部評価を実施し，本校の教
育目的，方針を含む学校運営に関する自己点検評価報告書を作成することで諮問を受けている（資料

１－１－②－２）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校の目的は，学校教育法第 70条の２に規定された，高等専門学校一般に求められる目的を踏ま
えて策定されている。また，有識者による外部評価を実施することで諮問を受けている。さらに，学

科ごとの教育方針として，養成すべき人材像も具体的に定めている。 
 以上のことから，本校の目的は，学校教育法第 70条の２に規定された，高等専門学校一般に求め
られる目的から，はずれるものではないといえる。 
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資料１－１－②－１ 

出典：自己点検評価委員会 
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資料１－１－②－２ 

出典：平成 16年度自己点検評価報告書 
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観点１－２－①： 目的が，学校構成員（教職員及び学生）に周知されているか。 

（観点に係る状況） 
 本校の教育目的は，ホームページ及び刊行物等により学校構成員（教職員及び学生）に掲載されて

いる。 
  本校の目的は，学内専用ホームページ（資料１－２－①－１）による一般的な周知のほか，学生に
は学生便覧（規則等の項目）にて周知している。 
 教育方針（養成すべき人材像等）は，本校ホームページ（資料１－２－①－２）による一般的な周

知のほか，学生には，学生便覧（資料１－２－①－３）及びシラバス（資料１－２－①－４）により

周知している。教職員には，学科ごとの教育方針を明記した中期計画書（資料１－２－①－５），学級

担任の手引き（資料１－２－①－６）及び新任教員手引き（資料１－２－①－７）を配布することに

より周知している。 
 上述した刊行物等の配布に加えて，本校の目的及び教育方針は，各教室・各課事務室に，養成すべ

き人材像を明記したパネルの掲示，新入生オリエンテーション，新任教員オリエンテーションで刊行

物を活用して教務主事が説明することで周知している（資料１－２－①－８）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校は，教職員及び学生に対して，ホームページや刊行物等によって目的及び教育方針の周知を図

っている。以上のことから，目的が，学校構成員（教職員及び学生）に周知されているといえる。 
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資料１－２－①－１ 

出典：学内専用ホームページ 
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資料１－２－①－２ 

出典：本校ホームページ 
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資料１－２－①－３ 

出典：平成 18年度学生便覧 
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資料１－２－①－４ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料１－２－①－５ 

出典：弓削商船高等専門学校中期計画書 
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資料１－２－①－６ 

出典：学級担任の手引き
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資料１－２－①－７ 

出典：平成 18年度新任教員の手引き 
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資料１－２－①－８ 

出典：平成 18年新任教員手引き 
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出典：平成 18年度新入生オリエンテーション実施要領



弓削商船高等専門学校 基準１ 

 - 19 -

観点１－２－②： 目的が，社会に広く公表されているか。 

（観点に係る状況） 
 本校の教育方針は，ホームページ（資料１－２－①－２）と学校要覧（資料１－２－②－１）に掲

載することによって，社会に対して公表している。 
 また，主として中学生を対象とした学校案内（資料１－２－②－２）にも，教育方針と学科ごとの

養成したい人材像を記載し，年１回実施しているオープンカレッジで全参加者に対して配布している

（資料１－２－②－３）。 
 さらに，「しまなみ海道」（広島県尾道市と愛媛県今治市を架橋によって結ぶルート）を中心とした

中四国地区の中学校に PR活動を展開しており，入学案内を配布するとともに，学校の目的の説明を
行っている（資料１－２－②－４）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校は，目的，教育方針，学科ごとの養成したい人材像をホームページに全て掲載している。また，

中学生向けの学校案内には，教育方針，学科ごとの養成したい人材像を掲載しており，オープンカレ

ッジや中学校訪問時に積極的に説明している。 
 以上のことから，目的が，社会に広く公表されているといえる。 
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資料１－２－②－１ 

出典：平成 18年度学校要覧 
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資料１－２－②－２ 

出典：平成 18年度学校案内 
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資料１－２－②－３ 

出典：平成 17年度オープンカレッジ実施要項 
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               オープンカレッジ参加者数 

出典：学生課 
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資料１－２－②－４ 

出典：平成 17年度学校説明会実施要項 
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出典：学生課 
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（２）優れた点及び改善する点 

 (優れた点) 
 本校の目的等については、本校ホームページや刊行物により学生及び教職員に周知している。また，

オープンカレッジや学校説明会などの参加者の多い行事には教育方針が記載された刊行物の配布と説

明により社会に広く公表されている。 
 (改善する点) 
 該当なし 
 
（３）基準１の自己評価の概要 

 本校の目的は，学校及び学科ごとの教育方針として，養成すべき人材像を具体的に定めている。ま

た，学校教育法第 70条の２に規定された，高等専門学校一般に求められる目的から，はずれるもの
ではない。 
 本校は，教職員及び学生に対して，ホームページや刊行物等によって目的及び教育方針の周知を図

っている。以上のことから，目的が，学校構成員（教職員及び学生）に周知されているといえる。社

会に対しては，本校の教育方針，学科ごとの養成したい人材像をホームページに全て掲載して公表し

ている。また，中学生向けの学校案内には，教育方針，学科ごとの養成したい人材像を掲載しており，

オープンカレッジや中学校訪問時に積極的に説明している。 
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基準２ 教育組織 

（１）観点ごとの分析 

 観点２－１－①： 学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 
（観点に係る状況） 
 本校は，発展する高度な科学技術，創造性，国際感覚，豊かな人間性に対応できる実践的技術者に

加えて，海運・造船業などの海事関連産業により繁栄している「しまなみ海道」地域でも専門的知識

が発揮できる実践的技術者を養成するために，商船学科，電子機械工学科，情報工学科の３つの学科

を置いている（資料２－１－①－１）。これらの学科で養成したい人材像は，教養教育で培われる能力

を含め，総合的な判断力，創造力，船員教育を基盤にした海事総合科学技術者，ものづくりの実践的

技術者，問題分析と解決能力を備えた情報システム技術者の項目で構成されており，その内容は本校

の教育方針を反映したものである（資料２－１－①－２，資料２－１－①－３）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 学科の構成及び内容が教育の目的と本校の教育方針に適合している。また，地域のニーズに応える

ことができる海事関連学科，ものづくりおよび情報システム技術を基盤にした工業系学科の２学科で

バランスよく構成されている。 
 以上のことから，学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているといえる。 
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資料２－１－①－１ 
 

出典：弓削商船高等専門学校学則 



弓削商船高等専門学校 基準２ 

 - 29 -

資料２－１－①－２ 

出典：平成 18年度学校要覧 
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資料２－１－①－３ 

出典：平成 18年度学校案内
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出典：平成 18年度学校案内
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観点２－１－②：専攻科が設置されている場合には，専攻科の構成が，教育の目的を達成する上で適

切なものとなっているか。 

 
（観点に係る状況） 
 本校は，学校教育法 70条の６に基づき，学則(資料２－１－②－１)で示すように，海上輸送システ
ム工学専攻と生産システム工学専攻の２つの専攻を設置している。海上輸送システム工学専攻は，商

船学科を基盤とし，それを発展させた高度な海技技術者と船舶管理技術者の育成を目指している。生

産システム工学専攻は，電子機械工学科と情報工学科を基盤にした複合学科で，IT化されたものづく
りのトータル技術者の育成を目指している(資料２－１－①－２，資料２－１－②－２)。 
（分析結果とその根拠理由） 
 ２専攻とも基礎となる学科の上積み課程であることを踏まえて構築されており，教育の目的と本校

の教育方針に適合している。以上のことから，専攻科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なも

のとなっているといえる。 
 
 
資料２－１－②－１ 
 

出典：弓削商船高等専門学校学則 
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資料２－１－②－２ 

出典：庶務課 
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観点２－１－③：全学的なセンター等を設置している場合には，それらが教育の目的を達成する上で

適切なものとなっているか。 

 
（観点に係る状況） 
 本校は全学生が共通で活用できる施設として，１）校内練習船，２）情報処理教育センター，３）

地域共同研究推進センター，４）実習工場を設置している(資料２－１－③－１)。 
 校内練習船「弓削丸」及び実習船「はまかぜ」(校舎地区より西１kmに位置する練習船係留場に係
留)は，航海実習と海洋教育支援のための全学的な施設である。学生の航海実習，公開講座，洋上講座，
四国地区６高専共同事業，体験航海等に幅広く活用している(資料２－１－③－２)。また，練習船係
留場には，技術系職員３名が配置され教育と船舶の管理運営の支援を行っている。 
 情報処理教育センターは，学生の教育研究活動(資料２－１－③－３)，情報ネットワークの管理運
営(資料２－１－③－４)，校内 LANの構築と運用(資料２－１－③－５)，情報セキュリティー(資料２
－１－③－６)などに関する業務を行っている。本センターは，センター長，センター主任，技術系職
員１名が配置され，これに加えて学科等からの代表者若干名で構成されたセンター委員会にて運営さ

れている。 
 地域共同研究推進センターは，平成 14年度に本校の持つ専門知識と施設を地域で活用してもらう
ことを目的にして設置された。本センターでは，しまなみ海道沿線の関係諸機関に利用してもらうた

めに刊行物(資料２－１－③－７)を作成・配布し，共同研究，技術支援等を実施している(資料２－１
－③－８)。なお，平成 18年度には技術振興会の発足を予定している(資料２－１－③－９)。 
 実習工場は，実験実習，卒業研究および理工系イベント教育などのための全学的な施設である。実

習工場には，各種工作機械，商船学科実験設備，ロボコン制作室などが設置され，係る設備の運用に

は，担当教員に加えて技術系職員６名が配置され，教育支援を充実させている(資料２－１－③－10)。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 上記の施設は，授業（講義，実習，演習，卒業研究）で使用されるばかりでなく，地域との連携，

共同研究などにも活用され，本校の教育を遂行するために不可欠の施設となっている。 
 以上のことから，本校に設置されているセンター等は，それらが教育の目的を達成する上で適切な

ものとなっているといえる。 
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資料２－１－③－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料２－１－③－２ 

出典：弓削丸年報（平成 17年度）
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資料２－１－③－３ 

出典：特別教室使用予定一覧表 
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資料２－１－③－４ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料２－１－③－５ 

 

出典：情報処理教育センター 
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資料２－１－③－６ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料２－１－③－７ 

出典：地域共同研究推進センターパンフレット
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 出典：パネルフォーラムパンフレット
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資料２－１－③－８ 

出典：パネルフォーラムパンフレット
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 出典：パネルフォーラムパンフレット
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資料２－１－③－９ 

出典：弓削商船高専技術振興会概念図 
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資料２－１－③－10 

出典：平成 18年度前期時間割 
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観点２－２－①： 教育課程全体を企画調整するための検討・運営体制及び教育課程を有効に展開する

ための検討・運営体制が整備され，教育活動等に係る重要事項を審議されるなどの

必要な活動を行っているか。 

 
（観点に係る状況） 
 教育課程全般にわたる重要な課題は，校長が委員長を務める運営委員会と自己点検・評価委員会で

審議，または報告されている(資料２－１－①－２，資料２－２－①－１，資料２－２－①－２)。教
育の細部については，教務委員会，厚生補導委員会，寮務委員会，専攻科委員会で審議しており，そ

の結果は運営委員会及び校長に報告している(資料２－２－①－３)。また，これらの委員会の下にワ
ーキンググループを必要に応じて設置し，委員会に機敏性を持たせている。教務委員会は教育課程の

編成及び実務等に関する事項を審議(資料２－２－①－４)，厚生補導委員会と寮務委員会は学生の厚
生補導及び寮生活の全体に関する事項を審議している(資料２－２－①－５，資料２－２－①－６)。
専攻科委員会は専攻科学生の教務，厚生補導，寮務に関する事項を審議している(資料２－２－①－７)。
この他，教育内容検討委員会，教員組織検討委員会，成績評価協議会を中期計画に基づき設置して活

用しつつある(資料２－２－①－８)。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 教育に必要な事項は，教務委員会，厚生補導委員会，寮務委員会，専攻科委員会で審議し，審議結

果は運営委員会で検討・報告がされ学内に周知している。また，逆に教育の将来展望などの大枠を運

営委員会で検討し，教務委員会等の下部委員会でさらに細部を検討するなどして，係る事項に対して

柔軟に対応している。 
 以上のことから，教育課程全体を企画調整するための検討・運営体制及び教育課程を有効に展開す

るための検討・運営体制が整備され，教育活動等に係る重要事項を審議されるなどの必要な活動を行

っているといえる。 
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資料２－２－①－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料２－２－①－２ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：平成 17年度第 10回運営委員会議事概要

資料２－２－①－３ 
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出典：平成 17年度第 10回運営委員会議事概要
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資料２－２－①－４ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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 出典：平成 17年度第 6回教務委員会議事概要
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資料２－２－①－５ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料２－２－①－６ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料２－２－①－７ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料２－２－①－８ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：平成 17年度第 1回教育内容検討委員会議事概要
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観点２－２－②： 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われているか。 

 
（観点に係る状況） 
 一般科目と専門科目を総合教育科と学科とで範囲を分けて教授しており，組織や制度で教員間の連

携が行われた経緯はない。教育課程全般にわたる大切な課題は，教務主事及び教務委員会が中心にな

って，各学科長・総合教育科長等と検討し連携を図っている。例として，練習船利用研修(資料２－２
－②－１)，数学における一般科目及び専門科目教員間の連携(資料２－２－②－２)，四国地区共通試
験の補習授業(資料２－２－②－３)等がある。また，図書館長が中心になって実施している教員研究
懇談会は，平成 17年度で 42回の開催を重ね，この間，教員のＦＤや研究などの発表を行い，一般科
目及び専門科目を担当する教員間の連携を深めている。(資料２－２－②－４)。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 教育研究組織検討委員会を設置して，組織としての体制を整える緒についたところである。 
しかし，実務面では一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携を，教務主事や教務委員会を中

心に対応しており，一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われているといえ

る。 
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資料２－２－②－１ 

出典：弓削丸利用説明資料（平成 17年度）
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資料２－２－②－２ 

出典：総合教育科 
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出典：総合教育科 
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資料２－２－②－３ 

出典：教務主事 
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資料２－２－②－４ 

出典：第 41回教員研究懇談会開催通知 
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観点２－２－③：教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているか。 

 
（観点に係る状況） 
 本校は教育活動支援の最も重要な位置づけとして学級担任を重視している。学級担任は学級担任委

員会，厚生補導委員会の委員に指名するなどして，学生に関する情報が周知できるように努めている。

また，学級担任の手引きを配布して，担任業務や３主事及び学科長等の学級担任への協力を明記して

いる(資料２－２－③－１)。 
 課外活動の中心になるクラブ活動は，全教員が文科系と体育系のいずれかの顧問に配置され，その

活動及び指導が円滑に実施されるように配慮している(資料２－２－③－２)。 
 全学科で取り入れている練習船実習には，正規の乗組員の他，商船学科教員及び非常勤乗組員を配

置し，本校で最も得意とする海洋教育に力を入れている(資料２－２－③－３)。 
 事務部では，学生課を中心に，教育活動全般の支援に加えて，校内練習船実習（５名），実験実習（６

名），海洋実習（３名），情報処理演習（１名）等の授業の支援を実施している。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 教育活動を円滑に実施するため，学級担任制度の活用，課外活動の円滑な実施，練習船教育の充実

などの支援を行っている。また，事務部では，学生課を主体として，校内練習船実習，工作実習，情

報処理演習等の授業の支援を実施している。 
 以上のことから，教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているといえる。 
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資料２－２－③－１ 

出典：学級担任の手引き 
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資料２－２－③－２ 

出典：平成 18年度クラブ・同好会等顧問名簿 
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出典：平成 17年度第 2回クラブ顧問会議議事概要 
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出典：平成 17年度第 2回クラブ顧問会議議事概要 
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資料２－２－③－３ 

出典：庶務課 
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出典：職員採用公募要領（平成 18年 3月）
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（２）優れた点及び改善する点 

 (優れた点) 
 教育支援施設である校内練習船は，商船学科のみならず，工業系 2学科の海洋教育，地域との連携，
共同研究などに全学的な施設として広く活用し，学内・外における海洋教育に貢献している。 
 (改善する点) 
 教員間の連携は組織として体制を整える緒に至ったところである。教育内容検討委員会や教育研究

組織検討委員会を活用することで充実させたい。 
 
（３）基準２の自己評価の概要 

 学科の構成及び内容は，教育方針を踏まえて，地域のニーズに応えることができる海事関連学科と，

ものづくりを基盤にした工業系学科の２学科でバランスよく構成されている。 
専攻科は，基礎となる学科の上積み課程であることを踏まえて構築されており，教育の目的と本校

の教育方針に適合している。 
 校内練習船，情報処理教育センターの教育支援施設は，授業（講義，実習，演習，卒業研究）で使

用されるばかりでなく，地域との連携，共同研究などにも活用され，本校の教育を遂行するために不

可欠の施設となっている。 
 教育課程全体についての企画調整・運営・検討は，運営委員会を中心にして，教務委員会，厚生補

導委員会，寮務委員会，専攻科委員会の各種委員会と連携して，係る事項に対して柔軟に対応してい

る。 
 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携は，組織として行われた経緯は少ないが，教務主事

や教務委員会を中心に対応しており，機能的に行われているといえる。 
 教育活動を円滑に実施するため，学級担任制度の活用，課外活動の円滑な実施，練習船教育の充実

などの支援を行っている。また，事務部では，学生課を主体として，校内練習船実習，工作実習，情

報処理演習等の授業の支援を実施している。 
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基準３ 教員及び教育支援者 

（１）観点ごとの分析 

観点３－１－①：教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されているか。 

（観点に係る状況） 

 一般科目を担当する総合教育科の常勤及び非常勤の名簿を示す（資料３－１－①－１）。幅広い視野

に立った総合的な判断能力，斬新な創造力を備えた実践的技術者育成のための基礎的能力の涵養と教

養の育成を目指すために担当する教員を配置している。本校の島嶼部という立地条件から，海に関す

る教養として生物概論を商船学科のみならず電子機械工学科及び情報工学科にも選択必修とし，海と

生命の結びつきなどを学ぶことによって幅広い教養を身につけさせている（資料３－１－①－２）。ま

た，国際化に対応できるような実用的英語力の向上のために，ネイティブの英語教員を昭和 50 年から

非常勤として配置している（資料３－１－①－３）。特に商船学科においては以前より外航船への就職

などの関係からネイティブ教員による外国語教育が大変重要視されている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 幅広い教養科目や専門科目に関連した科目を担当する教員を配置している。また昨今の国際化に対

応するため，昭和 50 年からネイティブスピーカーによる英語教育に取り組んでいる。 

 以上のことから，教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されていると

いえる。 
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資料３－１－①－１ 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料３－１－①－２ 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料３－１－①－３ 

出典：弓削商船高等専門学校百周年記念誌 
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観点３－１－②：教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員が適切に配置されて

いるか。 

（観点に係る状況） 
本校は，商船系（商船学科）及び工業系（電子機械工学科，情報工学科）の学科を有しているため，

専門科目教員が担当すべき分野は多岐にわたっている。商船学科は船員教育を基盤にした海事総合科

学を身につけた技術者の育成のため，航海系及び機関系を担当する教員をバランス良く配置している

（資料３－１－②－１）。電子機械工学科はものづくりのできる実践的な技術者－計画・設計から生

産・保守運用までできる技術者の育成のため，電子系と機械系を担当する教員をバランス良く配置し

ている（資料３－１－②－２）。情報工学科は情報リテラシー，情報工学の知識に加え，問題分析，解

決能力を備えたシステム技術者の育成のために，ソフト系及びハード系を担当する教員をバランス良

く配置している（資料３－１－②－３）。また練習船を保有しているため，船長，機関長，一等航海士，

及び一等機関士を専任教員として配置している（資料３－１－②－１）。さらに練習船を用いた泊を伴

う航海実習においては，二等航海士及び二等機関士を非常勤で配置している（資料３－１－②－４）。

航海実習では，さらに商船学科の教員がインストラクターとして乗り込み，より高い安全航海と質の

高い学生実習を可能にしている。その結果として最終学年では，運航計画，運航準備，及び運航のす

べてを学生自身で行う実習を取り入れている（資料３－１－②－５）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 専門学科では，幅広い専門科目を教授するために担当する教員を各学科ともバランス良く配置して

いる。さらに練習船弓削丸では，専任教員の他に泊を伴う航海実習には非常勤教員を配置し、安全航

海を実現すると共に学生の航海実習を充実させている。 
以上のことから教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員が適切に配置されて

いるといえる。 
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資料３－１－②－１ 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料３－１－②－２ 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料３－１－②－３ 

 

出典：平成 18年度学校要覧 
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資料３－１－②－４ 

出典：練習船「弓削丸」 
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資料３－１－②－５ 

出典：平成 17年度商船学科第 5学年練習船実習の手引き
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観点３－１－③：専攻科を設置している場合には，教育の目的を達成するために必要な専攻科の授業

担当教員が適切に配置されているか。 

（観点に係る状況） 

 専攻科は海上輸送システム工学専攻及び生産システム工学専攻から構成される。各専攻の常勤名簿

を示す（資料３－１－③－１）。専攻科では実際のシステムの運用・管理や開発能力，ものづくりに必

要な基礎理論の応用力を身につけた技術者の育成のため，システムの運用系及びものづくり系を担当

する教員をバランス良く配置している。専攻科の基礎教育担当教員には５名の博士（理・文学）が在

籍しており，応用力を引き伸ばすための基礎理論を強化している。また専攻科担当教員には，博士（工・

理・情報工）のみならず企業経験者で技術士，第１種情報処理技術者及び一級海技士など幅広い人材

を有しており，理論ばかりでなく実践教育にも対応している（資料３－１－③－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

海上輸送システム工学専攻及び生産システム工学専攻からなる専攻科の授業科目は，教員の研究業

績に応じて科目担当を決定した後，教員組織に関する審査を一昨年受審し，要件を満たすとの評価を

得ている。担当教員は，基礎教育及び専門教育に対応するべく，バランス良く配置されている。 

 以上のことから，専攻科の教育目的を達成するために必要な授業科目担当が適切に配置されている

といえる。 
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資料３－１－③－１ 

出典：庶務課 
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資料３－１－③－２ 

出典：庶務課 
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出典：庶務課 



弓削商船高等専門学校 基準３ 

 - 91 -

観点３－１－④：学校の目的に応じて，教員の活動をより活発化するために適切な措置（例えば，均

衡ある年齢構成への配慮，教育経歴や実務経験への配慮等が考えられる。）が講じら

れているか。 

（観点に係る状況） 
 本校教員の年齢構成及び男女構成を教員全体及び各学科別に示す（資料３－１－④－１）。教員全体

の年齢構成は，ほぼ均衡が取れている。学科別に見ると電子機械工学科において高齢者が若干多い構

成となっている。また，教員の採用前の経歴を示す（資料３－１－④－２）。その表から本校教員には

多様な経歴者が多く在籍していることがわかる。また，商船学科では，一級海技士（航海・機関），電

子工学科では技術士，情報工学科では第一種情報処理技術者など各学科に高度な専門資格を有する教

員が在籍している（資料３－１－③－２）。さらに女性教員が一般科目に１名，情報学科に２名合計３

名在籍し，情報工学科に多く在籍する女子学生等に対応している。これらの女性教員は女子寮の当直

にあたり，女子学生の女子寮での教育にも対応している。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
年齢構成は，教員全体では均衡ある構成となっている。電子機械工学科において若干高齢者が多い

構成となっているが，特別に突出している構成とは言えない。また，各学科に高度な専門資格を有す

る教員が在籍しており，基礎理論ばかりでなく実践教育に対応できている。特に本校は三級海技士第

一種養成施設であるため，商船学科には弓削丸教員を含め企業経験のある教員が多数在籍しており，

実践教育に対応している。さらに女性教員３名により，女子学生の教育も適切に行える。 
以上のことから，学校の目的に応じて，教員組織の活動をより活発にするための適切な配置が講じ

られているといえる。 
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資料３－１－④－１ 

出典：庶務課 
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資料３－１－④－２ 

出典：庶務課 
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観点３－２－①：教員の採用や昇格に関する規定などが明確かつ適切に定められ，適切に運用がなさ

れているか。 

（観点に係る状況） 
 採用については原則公募とし，公開情報をホームページに掲載し，情報公開している（資料３－２

－①－１）。選考に関しては，高専設置基準・教員の資格（第 11条から第 14条）（資料３－２－①－
２）に加えて弓削商船高等専門学校教員選考規則（資料３－２－①－３）に基づいて行っている。昇

格に関しても教員選考規則に従っておこなわれ，人事委員会の審査を経て校長が決定している（資料

３－２－①－４）。 
 適用事例に関しては，個人情報が含まれているため，本報告書には記載せず訪問調査の際に閲覧資

料とさせていただく。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
採用に関しては，原則公募としており，採用昇格の選考は教員選考規則に従って人事委員会での審

査の後，校長が決定している。 
以上により，教員採用や昇格に関する規定などが明確かつ適切に定められ，適切に運用されている

といえる。 
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資料３－２－①－１ 

出典：本校ホームページ 
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資料３－２－①－２ 

出典：高等専門学校設置基準 
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資料３－２－①－３ 
 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料３－２－①－４ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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観点３－２－②：教員の教育活動に関する定期的な評価を適切に実施するための体制が整備され，実

際に評価が行われているか。 

（観点に係る状況） 
平成 16 年に本校の教育内容・水準を達成するための具体的方策を検討するため，教育内容検討委

員会を設置した（資料３－２－②－１）。また教員の教育活動に関する評価を行うために，平成９年度

から定期的に学生による授業評価をアンケート形式で行っている。調査結果は，冊子にまとめられ教

員に配布し，その後の授業改善に反映させている（資料３－２－②－２）。また，定期的に本校教員同

士による公開授業等を行っている（資料３－２－②－３）。さらに平成 17年からは，近隣の中学及び
高校の教員に対しても公開授業を行っている（資料３－２－②－４）。 

 
（分析結果とその根拠理由） 
 教育内容・水準を達成するための具体的方策を検討するため，教育内容検討委員会を設置した。ま

た，定期的に学生による授業評価を行っており，その調査結果は冊子としてまとめて公開し，その後

の授業改善に反映させている。一方，公開授業等も学内のみならず，学外に対しても行っている。 
以上のことから，教員の教育活動に関する定期的な評価を適切に実施するための体制が整備され，

実際に評価が行われているといえる。 
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資料３－２－②－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料３－２－②－２ 

出典：学生による授業評価報告書 
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資料３－２－②－３ 

出典：教務主事 
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資料３－２－②－４ 

出典：公開授業実施要領 
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出典：公開授業実施要領 
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出典：公開授業実施要領 
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観点３－３－①：学校において教育課程を展開するために必要な事務職員，技術職員等の教育支援が

適切に配置されているか。 

（観点に係る状況） 
 円滑な教育課程を展開するために事務部に学生課を設置し，授業，試験等の教務事務，課外活動，

及び就学等の学生支援を行っている（資料３－３－①－１，３－３－①－２）。また，技術系職員は工

業系職員と船舶に関する職員で構成されている。船舶系職員は本校弓削丸の運行保守及び学生の実習

を担当し，工業系職員は各学科の実験実習を担当し，両者とも円滑な学生支援を行っている（資料３

－３－①－３，３－３－①－４）。図書館には専任の司書を含む３名が配置され，学生の調査・閲覧を

支援している。情報処理センターにも専属の技術職員を配置し，学生の教育支援を行っている（資料

３－３－①－２）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
学生課の業務については，事務組織規則により，適切に役割を分担し，効果的に機能している。ま

た，技術系事務員に関しては，船舶系と工業系事務員で構成され，それぞれ役割分担がなされ円滑な

学生支援を行っている。また，図書館及び情報処理教育センターにも専属の技術職員を配置し，学生

の教育支援を行っている。 
以上のことから，教育課程を展開するために必要な事務職員，技術職員等の教育支援が適切に配置

されているといえる。 
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資料３－３－①－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 



弓削商船高等専門学校 基準３ 

 - 109 -

 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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 出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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 出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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 出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料３－３－①－２ 

出典：庶務課 



弓削商船高等専門学校 基準３ 

 - 118 -

資料３－３－①－３ 

出典：練習船「弓削丸」 
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出典：商船学科 

資料３－３－①－４ 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

 （優れた点） 

 練習船を用いた航海実習においては，弓削丸専属教員の他，二等航海士及び二等機関士を非常勤で

配置している。さらに商船学科の教員が１-２名補佐として乗り込み，より高い安全航海と質の高い学

生実習を可能にしている。 

 

 （改善を要する点） 

 該当なし 

 

（３）基準３の自己評価の概要 

 幅広い視野に立った総合的な判断能力，斬新な創造力を備えた実践的技術者育成のための基礎的能

力の涵養と教養の育成を目指すために担当する教員を配置している。さらに商船学科は船員教育を基

盤にした海事総合科学を身につけた技術者の育成のため，電子機械工学科はものづくりのできる実践

的な技術者－計画・設計から生産・保守運用までできる技術者の育成のため，情報工学科は情報リテ

ラシー，情報工学の知識に加え，問題分析，解決能力を備えたシステム技術者の育成のために，専攻

科では実際のシステムの運用・管理や開発能力，ものづくりに必要な基礎理論の応用力を身につけた

技術者の育成のため，それぞれの専門教科の教員を配置している。練習船を用いた航海実習において

は，弓削丸専属教員の他，二等航海士及び二等機関士を非常勤で配置している。さらに、商船学科の

教員が１-２名補佐として乗り組み，より高い安全航海と質の高い学生実習を可能にしている。また、

女性教員が総合教育科に１名，情報工学科に２名，合計３名が在籍し，情報工学科に多く在籍する女

子学生の生活指導に対応している。一方，教員の年齢構成は，教員全体では均衡ある構成となってい

る。 
教員の採用に関しては，原則公募としており，採用昇格の選考は教員選考規則に従って人事委員会

での審査の後，校長が決定している。 
本校の教育内容・水準を達成するための具体的方策を検討するため，教育内容検討委員会を設置し，

教員の教育活動に関する評価を行うために定期的に学生による授業評価を行っている。その調査結果

はその後の授業改善に反映させている。また，公開授業を行い，本校教職員だけでなく，学外からも

見学に訪れている。 
円滑な教育課程を展開するために事務部に学生課を設置し，技術系職員は工業系職員と船舶に関す

る職員で構成されている。船舶系職員は本校弓削丸の運行保守及び学生の実習を担当し，工業系職員

は各学科の実験実習を担当し，両者とも円滑な学生支援を行っている。情報処理教育センターにも専

属の技術職員を配置し，学生の教育支援を行っている。 
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基準４ 学生の受け入れ 

（１）観点ごとの分析 

観点４－１－①： 教育の目的に沿って，求める学生像や入学者選抜（例えば，準学士課程入学者選抜，

編入学学生選抜，留学生選抜，専攻科入学者選抜等が考えられる）の基本方針など

が記載されたアドミッション・ポリシーが明確に定められ，学校の教職員に周知さ

れているか。また，将来の学生を含め社会に公表されているか。 

（観点に係る状況） 

 平成 17 年度に本校全体及び各学科の教育の目的に沿って入試委員会，運営委員会を経て教員会議に

てアドミッション・ポリシーを作成し，本校教職員には，教員会議で報告するとともに本校ホームペ

ージに記載することで周知している（資料４－１－①－１，資料４－１－①－２）。また対外的にも将

来の学生を含め社会に対してアドミッション・ポリシーを本校ホームページに記載することで周知し

ている。 

 また，アドミッション・ポリシーは入試委員会において年度ごとに精査・見直しすることができる

（資料４－１－①－３）。見直されたアドミッション・ポリシーは運営委員会を経て教員会議にて決定

される。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

  本校教職員には，教員会議で報告するとともに本校ホームページに記載することで周知している。

対外的にも将来の学生を含め社会に対してアドミッション・ポリシーを本校ホームページに記載する

ことで周知している 

 以上のことから，教育の目的に沿って，アドミッション・ポリシーが明確に定められ，学校の教職

員及び将来の学生を含め社会に公表されているといえる。 
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資料４－１－①－１ 

出典：運営委員会議事概要（平成 17年５月）
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資料４－１－①－２ 

出典：本校ホームページ 
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資料４－１－①－３ 

出典：本校中期計画 
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観点４－２－①：アドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の受入方法が採用されており，実際

の入学者選抜が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況） 

本科１年生の入学者の選抜は，推薦選抜と学力選抜に分けられる。推薦入試では，本校推薦選抜の

基本方針に基づきアドミッション・ポリシーに沿って受験者の適性を厳正に審査している（資料４－

２－①－１）。一方学力選抜では，全国立高等専門学校で共通の問題（資料４－２－①－２）を使用し

て英語，国語，数学の 3 科目行われている。また，学力選抜でも推薦選抜と同様に面接が行われ，各

学科のアドミッション・ポリシーに沿って受験者の適性を厳正に審査している（資料４－２－①－３）。 

編入学及び専攻科学生の入学者選抜でも同様にアドミッション・ポリシーに沿って受験者の適性を

厳正に審査している（資料４－２－①－４，資料４－２－①－５）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本科生，編入学生及び専攻科生についていずれも面接試験を行うことにより，アドミッション・ポ

リシーに沿って受験者の適性を厳正に審査している。 

 以上のことから，アドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の受入方法が採用されており，実

際の入学者選抜が適切に実施されているといえる。 
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資料４－２－①－１ 

 

出典：平成 18年度入学者選抜実施要項（推薦）
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資料４－２－①－２ 

出典：平成 17年度入学者選抜学力検査問題
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資料４－２－①－３ 

 

出典：平成 18年度入学者選抜実施要項（学力） 
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資料４－２－①－４ 

出典：平成 18年度編入学試験実施要
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資料４－２－①－５ 

出典：平成 18年度弓削商船高等専門学校専攻科学生募集要項
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観点４－２－②： アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検

証しており，その結果を入学者選抜の改善に役立てているか。 

（観点に係る状況） 

 各学科において，アドミッション・ポリシーに沿った学生が入学しているかを検討し，さらに入試

委員会において検討している。平成 16 年度に推薦及び学力試験での入学者に対して，それぞれ成績に

対する追跡調査を実施した（資料４－２－②－１）。その結果から推薦での入学者に対しては，成業率

が学力試験入学者よりも高いことが明らかとなった。その結果を基に平成 17 年度入試委員会において

審議し，従来よりも推薦入学者を多くすることとした。これに伴いアドミッション・ポリシーに沿っ

た学生を入学させるために面接方法及び評価に関して改善を行った。平成 18 年度入試は，前年度より

面接評価を改善して行った（資料４－２－②－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

推薦及び学力試験での入学者に対して，それぞれ成績に対する追跡調査を実施した。その結果を基

に入試委員会において審議し，従来よりも推薦入学者を多くすることとした。これに伴いアドミッシ

ョン・ポリシーに沿った学生を入学させるために面接方法及び評価に関して改善を行った 

 以上のことから，アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを

検証しており，その結果を入学者選抜の改善に役立てているといえる。 
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資料４－２－②－１ 

出典：在校生追跡調査 
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出典：在校生追跡調査 
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資料４－２－②－２ 

 

 

出典：平成 18年度面接記録書 
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観点４－３－①：実入学者が，入学定員を大幅に超える，又は大幅に下回る状況になっていないか。

また，その場合には，これを改善するための取り組みが行われているなど，入学定

員と実入学数との関係の適正化が図られているか。  

（観点に係る状況） 

本校では，学力試験においては受験生の選択の幅を広くするため，県立高校の合格発表を待つ形式

で入学の手続きを行っている。このため入学試験の合格者は定員以上に出している。従って年により

入学定員と実入学者が異なるが，過去５年においては，学校全体の定員 120 名に対し，多くても 128

名であり，定員に対する超過は 10%以下となっている。また，過去５年において定員以下となったこ

とはない（資料４－３－①－１，資料４－３－①－２）。 

 入学定員と実入学者の大幅な相異を避けるための方策として，入試委員会，専攻科委員会およびＰ

Ｒ委員会でより適正な実入学者の確保を目指し，毎年検討を重ねている。これら委員会の成果として，

これまで，推薦選抜において各学科とも実入学者の 50%程度確保した（資料４－３－①－１）。他にも

受験生の在籍する中学校へ入学意思の聞き取り調査を実施し，過去のデータを使用して合格者数を算

出している。 

 また，専攻科海上輸送システム専攻においては，定員の２倍の学生を入学させているが，施設及び

教員も十分対応している。 

 さらに本校は商船学科という特異な学科から全国各地から入学者がおり（資料４－３－①－３），中

学校ＰＲにも力を入れている。中四国及び関西の中学校を中心に約 270 校を訪問している（資料４－

３－①－４）。他にも近隣中学校の進路説明会にも参加している（資料４－３－①－５）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

入試委員会、ＰＲ委員会を中心に適正な実入学者の確保に関する検討を毎年行い、入学者数の適正

化を図っている。その結果、入学定員 120 名に対する超過は、過去５年間 10％以下になっている。 

以上のことから，実入学者が入学定員を大幅に超える状況となっておらず，入学定員と実入学数と

の関係の適正化が図られているといえる。 
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資料４－３－①－１ 

資料４－３－①－２ 

出典：平成 17年度学校要覧 

出典：平成 14年度学校要覧 
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資料４－３－①－３ 

出典：平成 18年度学校要覧 
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資料４－３－①－４ 

出典：平成 16年度自己点検評価報告書 
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資料４－３－①－５ 

出典：平成 16年度第３回広報委員会資料
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出典：平成 16年度第３回広報委員会資料



弓削商船高等専門学校 基準４ 

 - 141 -

 

出典：平成 16年度第３回広報委員会資料
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（２）優れた点及び改善を要する点 

 （優れた点） 

 過去５年においては，学校全体の定員 120 名に対し，多くても 128 名であり，定員に対する超過は

10%以下となっている。また，過去５年において定員以下となったことはない。 

 推薦選抜において商船学科及び電子機械工学科において実入学者の 50%程度確保し，よりアドミッ

ション・ポリシーに沿った学生を確保している。 

 

 （改善を要する点） 

 該当なし 

 

（３）基準４の自己評価の概要 

平成 17 年度に本校全体及び各学科の教育の目的に沿って入試委員会，運営委員会を経て教員会議に

てアドミッション・ポリシーを作成し，本校教職員には，教員会議で報告するとともに本校ホームペ

ージに記載することで周知している。本科１年生の入学者の選抜は，推薦選抜と学力選抜に分けられ

る。推薦入試では，本校推薦選抜の基本方針に基づきアドミッション・ポリシーに沿って受験者の適

性を厳正に審査している。一方学力選抜では，全国立高等専門学校で共通の問題を使用して英語，国

語，数学の３科目行われている。また，学力選抜でも推薦選抜と同様に面接が行われ，各学科のアド

ミッション・ポリシーに沿って受験者の適正を厳正に審査している。 

編入学及び専攻科学生の入学者選抜でも同様にアドミッション・ポリシーに沿って受験者の適正を

厳正に審査している。 

平成 16 年度に推薦及び学力試験での入学者に対して，それぞれ成績に対する追跡調査を実施した。

その結果から推薦での入学者に対しては，成業率が学力試験入学者よりも高いことが明らかとなった。

その結果を基に平成 17 年度入試委員会において審議し，従来よりも推薦入学者を多くすることとした。

これに伴いアドミッション・ポリシーに沿った学生を入学させるために面接方法及び評価に関して改

善を行った。 

本校では，受験生の選択の幅を広くするため，県立高校の合格発表を待つ形式で入学の手続きを行

っている。このため入学試験の合格者は定員以上に出している。従って年により入学定員と実入学者

が異なるが，過去５年においては，学校全体の定員 120 名に対し，多くても 128 名であり，定員に対

する超過は 10%以下となっている。また，過去５年において定員以下となったことはない。 

 入学定員と実入学者の大幅な相異を避けるための方策として，入試委員会，専攻科委員会およびＰ

Ｒ委員会でより適正な実入学者の確保を目指し，毎年検討を重ねている。これら委員会の成果として，

これまで，推薦選抜において各学科とも実入学者の 50%程度確保した。他にも受験生の在籍する中学

校へ入学意思の聞き取り調査を実施し，過去のデータを使用して合格者数を算出している。 

また，専攻科海上輸送システム専攻においては，定員の２倍の学生を入学させているが，施設及び教

員も十分対応している。 

さらに本校は商船学科という特異な学科から全国各地から入学者がおり，中学校ＰＲにも力を入れ

ている。中四国及び関西の中学校を中心に約 270 校を訪問している。他にも近隣中学校の進路説明会

にも参加している。 
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基準５ 教育内容及び方法 

（１）観点ごとの分析 

〈準学士課程〉 

観点５－１－① 教育の目的に照らして，授業科目が学年ごとに適切に配置（例えば，一般科目及び

専門科目のバランス，必修科目，選択科目等の配当等が考えられる。）され，教育

課程の体系性が確保されているか。また，授業の内容が，全体として教育課程の編

成の趣旨に沿って，教育の目的を達成するために適切なものになっているか。 

 
（観点に係る状況） 
 本校の準学士課程の教育課程は，資料５－１－①－１－(１)～(５)に示すように学科ごとに，低学年
では一般科目が多く，高学年になるに従って専門科目が増えるようにバランスが取れたくさび型のカ

リキュラムとなっており，資料１－１－①－１及び資料１－１－②－１～２で示した教育目標を達成

できるように授業科目を編成している。 
専門科目は，学科ごとの教育目標達成のために，授業科目系統図に沿って必修科目と選択科目を体

系的に配置している。商船学科は，「船員教育を基盤にした海事総合科学を身につけた技術者育成」の

ため，４学年から航海コースと機関コースに分かれ，共通専門科目の上に各コースの船舶職員として

必須の専門科目及び海事関連科目を配置した教育課程の編成としている（資料５－１－①－２－（１））。

電子機械工学科は，「ものづくりのできる実践的な技術者の育成」のため，電子・電気系，機械系，情

報系の科目を適切に配置している（資料５－１－①－２－（２））。情報工学科は，「情報リテラシー，

情報工学の知識に加え，問題分析，解決能力を備えたシステム技術者の育成」のため，ソフトウェア

系，ハードウェア系，電気電子系，システム系，応用系の各分野の科目を系統的に配置している（資

料５－１－①－２－（３））。各学科とも，主に講義を通して専門基礎力を身につけ，全学年に配置し

ている実験・実習を中心とした科目を通して職業に必要な能力を身につけ，卒業研究などを通して創

造力を身につけた実践的技術者の育成を図っている（資料５－２－①－１－（１）～（３））。また，

商船学科だけでなく電子機械工学科・情報工学科においても，練習船「弓削丸」を活用した実習・授

業を実施し（資料５－１－②－５～７），システムとして完結した対象物に柔軟に対応できる資質を養

っている。 
一般科目の中では，「自然科学の基礎を身につける」ための理科系科目を主に低学年に配置し，「社

会や文化に理解を深め，技術者としての倫理観を持った人材育成」のために人文社会系の科目を全般

的に配置している（資料５－１－①－２－（４））。また，「国際的視野育成」の観点から，英語による

コミュニケーション能力の基礎力育成をより早い段階で効果的に行うために，1 学年の英語授業にお
いては各クラスを 3分割して少人数教育を実施している（資料５－２－①－５）。 
平成 15 年度から，本校の教育方針の特徴である「身の回りの諸現象，特に海をとりまく自然・文

化・歴史に好奇心を持たせ，多角的に考える能力を育成する」ために，本校の環境を活かした授業を

各学科において展開している（資料５－２－①－６）。 
各授業について，教育課程の編成の趣旨に沿って，科目ごとに学習目標，授業の進め方，学習項目，

学習到達目標などの授業内容を具体的にシラバスに明示している（資料５－２－②－２）。 
授業時間割編成に当たっては，教育目標・学習目標達成のため全体的に偏りが生じないように，学

科からの要望を踏まえて教務委員会で総括している（資料５－１－①－３～４）。 
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（分析結果とその根拠理由） 
 準学士課程の教育課程では，教育目標達成のため，一般科目及び専門科目の教育課程が楔型に編成

されバランスが保たれており，必修科目，選択科目が学年ごとに適切に配置されている。授業科目系

統図から，実践的技術者育成のための教育課程の体系性が確保されており，各学科の専門科目が系統

的に配置されていることが確認できる。また，授業内容は，教育の目的を達成するために，教育課程

の編成の趣旨に沿って，シラバスに明確に記載されている。 
 以上のことから，本校の準学士課程では，教育の目標に照らして，授業科目が学科・学年ごとに適

切に配置され，教育課程の体系性・系統性が確保されている。また，授業科目の内容が，全体として

教育課程の編成の趣旨に沿って，教育の目的を達成するために適切なものになっている。 
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資料５－１－①－１－（１） 

出典：平成 18年度学生便覧 
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資料５－１－①－１－（２） 

出典：平成 18年度学生便覧
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出典：平成 18年度学生便覧



弓削商船高等専門学校 基準５ 

 - 148 -

資料５－１－①－１－（３） 

出典：平成 18年度学生便覧 
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資料５－１－①－１－（４） 

出典：平成 18年度学生便覧
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出典：平成 18年度学生便覧 
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資料５－１－①－１－（５） 

出典：平成 18年度学生便覧 
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出典：平成 18年度学生便覧
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資料５－１－①－２－（１） 

出典：商船学科 
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出典：商船学科 
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資料５－１－①－２－（２） 

出典：電子機械工学科 
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資料５－１－①－２－（３） 

出典：情報工学科 
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資料５－１－①－２－（４） 

出典：総合教育科 
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資料５－１－①－３ 

出典：教務委員会 
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資料５－１－①－４ 

出典：平成 18年度時間割
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観点５－１－② 学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育課程の編

成（例えば，他学科の授業科目の履修，他高等教育機関との単位互換，インターン

シップによる単位認定，補充教育の実施，専攻科教育との連携等が考えられる。）に

配慮しているか。 

 
(観点に係る状況)  
 本校以外の教育施設等における学修に関する規則を定め（資料５－１－②－１），他の高等教育機

関での学修で単位認定が可能になっている。また，転科に関する規則が整備され（資料５－１－②－

２），1 学年修了時での転科実績がある（資料５－１－②－３）。商船学科は，航海コース及び機関コ
ースの各コースにおいて，第 1種船舶職員養成施設として必要な科目を各学年に適切に配置している
（資料５－２－①－１－（１））。資格試験については，情報工学科で基本情報技術者試験合格者の単

位認定を行っている（資料５－１－②－４）。電子機械工学科及び情報工学科では，インターンシッ

プによる単位認定も行っており，多くの学生が単位を修得している（資料５－２－③－８）。また，

練習船「弓削丸」を活用した実習は，商船学科では全学年で実施し単位化しており（資料５－１－②

－５），電子機械工学科及び情報工学科においても航海実習による単位認定を行っている（資料５－

１－②－６～７）。一般科目の中では社会的な視野を広げ，環境面に理解を深めさせるため，平成 16
年度から「生物概論」（資料５－１－②－８）を開講している（資料５－１－②－８）。専攻科生によ

るＴＡは，生産システム専攻において実施されており，準学士課程学生との連携を図っている（資料

５－１－②－９）。 
中途入学者への対応として，留学生に対しては「日本語」及び「日本事情」の科目を設ける特別カ

リキュラムを編成している（資料７－１－⑤－５～７）。（編入学生に対する補充教育は，授業科目に

組み込んでないため，基準７で述べる。） 
学術や社会の動向に広く対応するため，平成 16 年度から四国地区６高専で連携した特別講義を本

校が中心になって実施している（資料５－１－②－10）。また，本年度実施した本科卒業生，就職先
企業へのアンケートの結果（資料９－１－③－２～３）やこれまでに 2回実施した外部評価機関であ
る運営諮問会議の提言（資料５－１－②－11）を反映した教育課程の編成を検討している。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校以外の教育施設等における学修に関する規則，転科に関する規則が整備され，転科実績がある。

資格試験の単位認定，インターンシップによる単位認定，全学科において練習船「弓削丸」を活用し

た実習での単位認定，留学生への特別のカリキュラム編成などで学生のニーズに対応している。また，

広く学術や社会の動向を捉えて，四国地区高専で連携した特別講義が実施されている。 
 以上のことから，本校の準学士課程は，学生のニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対し

て，教育課程の編成が配慮されている。 
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資料５－１－②－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料５－１－②－２ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料５－１－②－３ 

資料５－１－②－４ 

出典：学生課 

出典：学生課 
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資料５－１－②－５ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料５－１－②－６ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料５－１－②－７ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料５－１－②－８ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料５－１－②－９ 

出典：専攻科 
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資料５－１－②－10 

出典：四国地区高専との連携・交流事業に伴う「特別講義」実施要項 
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資料５－１－②－11 

出典：第 2回運営諮問会議報告書 
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観点５－２－① 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランスが適切で

あり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。（例

えば，教材の工夫，少人数授業，対話・討論型授業，フィールド型授業，情報機器

の活用，基礎学力不足の学生に対する配慮等が考えられる。） 

 
（観点に係る状況） 
 実践的技術者育成のための教育課程を展開するにふさわしい授業形態として，すべての学年で講

義・演習・実験・実習をバランスよく適切に配置している（資料５－２－①－１－（１）～（３））。

職業上の能力育成のために，講義の中でも適宜演習を取り入れ，実習や実験では少人数グループに分

けて実施し，情報処理センターや実験室を始めとする各種施設を活用して（資料５－２－①－２），教

育効果を高めている。また，複数の教員・技術職員で支援する態勢を全学科で取り，高度化かつ多様

化してゆく専門分野に対応できる資質を養えるように整備している（資料５－２－①－３）。商船学科

の「校内練習船実習」は，船舶職員としての資質を涵養するため，各クラスを 2グループに分けて別
日程で実施し実習効果を上げている（資料５－２－①－４）。英語教育においては，1学年での少人数
教育の実施（資料５－２－①－５）やオーラルコミュニケーション能力育成のためのマルチメディア

教室での授業などを行っている。 
 平成 15年度から本校の環境を活かした授業改善に努め（資料５－２－①－６），全学科で練習船「弓
削丸」を活用した実習を実施し（資料５－２－①－７～８），基礎学力不足学生に対するオフィスアワ

ー（資料５－２－①－９）・補講授業の実施（資料５－２－①－10）など多面的に学習指導方法の工
夫を凝らしている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
各科目の授業内容に応じて全ての学年で，少人数グループによる授業，演習，実験や複数教員による

授業など実践的技術者育成のために適切な授業形態が整備されている。また，本校の環境を活かした

授業，練習船「弓削丸」を活用した実習，情報処理教育センター，マルチメディア教室を始めとする

各種施設を活用しての授業，オフィスアワー，補講授業による基礎学力不足学生に対する配慮など多

面的に学習指導方法の工夫がなされ教育課程が展開されている。 
以上のことから，教育の目的に照らして，授業形態のバランスが適切であり，それぞれの教育内容

に応じた適切な学習指導法の工夫がなされている。 
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資料５－２－①－１－（１） 

出典：商船学科 
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資料５－２－①－１－（２） 

出典：電子機械工学科 
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資料５－２－①－１－（３） 

出典：情報工学科 
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資料５－２－①－２ 

出典：学生課 
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資料５－２－①－３ 

出典：学生課 
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資料５－２－①－４ 

出典：練習船「弓削丸」 
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資料５－２－①－５ 

出典：平成 18年度シラバス
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資料５－２－①－６ 

出典：教務委員会 
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資料５－２－①－７ 

出典：学生課 
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資料５－２－①－８ 

出典：商船学科 
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資料５－２－①－９ 

出典：教務委員会 
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出典：教務委員会 
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資料５－２－①－10 

出典：学生課 
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観点５－２－② 教育課程の編成に沿って，適切なシラバスが作成され，活用されているか。 

 
（観点に係る状況）  
本校のシラバスは，学科別に定められた教育課程に沿って科目別に作成され，学年ごとに一般科目

と専門科目に分類され，まとめられている。 
シラバスの作成に当たっては，全教員に作成要領（資料５－２－②－１）を配布し，記載内容の形

式を統一している。 
具体的な様式は，資料５－２－②－２のようになっており，学習目標を掲げ，授業の進め方を示し，

各時間の学習項目とその学習到達目標を明記し，成績の評価方法を具体的に示して学生の履修に役立

つように配慮している。 商船学科では，第１種船舶職員養成施設に関連する授業科目内容の該当項目
を明示している（資料５－２－②－３）。 
シラバスは，本校ホームページに公開され（資料５－２－②－４），全学生にはクラスごとに抜き刷

りを配布している。 
学生がシラバスを活用し自主学習を推進するよう指導を心がけているが，十分とは言えない。担当

教員は各期の初講時にガイダンスを行い，授業目的・内容及び評価方法についてシラバスを利用して

説明を行うように努めている。 
平成 17 年度から教育内容検討委員会を設置し，学生による授業評価アンケートに基づき，シラバ

スに記載してある講義の到達目標を配慮しながら進度が速くならないように工夫するなどの授業改善

を進めている（資料６－１－④－４）。また，各学科のシラバス担当教員によって，シラバスの記載

内容について点検・改善を行っている。 

 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校のシラバスは，教育課程の編成に沿って配置された科目ごとに作成され，記載内容の形式が統

一されている。シラバスの抜き刷りは全学生に配布されており，本校ホームページに公開されている。

また，教育内容検討委員会で，シラバスに記載してある講義の到達目標を配慮しながら進度が速くな

らないように工夫するなどの授業改善が進められている。学生の利用度は必ずしも十分であるとは言

えないが，記載内容についても点検し改善を重ねており，各教員がその活用促進に努めている。 
以上のことから，教育課程の編成に沿って，適切なシラバスが作成され，活用されている。 
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資料５－２－②－１ 

出典：平成 18年度シラバス 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

 - 187 -

資料５－２－②－２ 

出典：シラバス記入例 
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資料５－２－②－３ 

出典：平成 18年度シラバス



弓削商船高等専門学校 基準５ 

 - 189 -

資料５－２－②－４ 

出典：本校ホームページ 
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観点５－２－③ 創造性を育む教育方法（ＰＢＬなど）の工夫やインターンシップの活用が行われて

いるか。 

 
(観点に係る状況) 
準学士課程では，各学科において，講義・演習・実習科目を履修した上で，各教員の個別指導の下で

卒業研究を行わせることによって，総合的に創造力を育んでいる（資料５－２－③－１―（１）～（３））。

特に，最先端の技術である e－操船支援システムについては，担当教員を中心に連携を図りながら開
発の研究を行い，教育との一体化を図っている。 
全国レベルで優秀な成績を収めているプログラミングコンテスト（資料５－４－②－８）について

は，単位認定を行っており（資料５－２－③－２），その指導成果は，「情報処理３」及び「プログラ

ミング特論」の授業においてフィードバックし（資料５－２－③－３），学生が自ら考え，創造し，柔

軟に対応できる能力を養っている。各学科とも１学年から情報処理関係の授業を積極的に行っており，

対外的にも評価される創造力の育成を図っている（資料５－２－③－４）。また，平成 17年度から創
造性教育ワーキンググループのメンバーが中心になって始めた「課題学習」では，計画・実行・まと

め・報告という一連の活動を通して，主に商船学科の学生を対象に独自の創造的思考を育む試みを行

っている（資料５－２－③－５）。文部科学省の現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）に

採択されている「創造性豊かな実践的技術者養成コースの開発」プロジェクト（高専 IT 教育コンソ
ーシアム加盟校 12 高専）では，本校は中核的な役割を担い，インターネット上の膨大な教育資源を
活用し，知的好奇心の高揚をめざした e-Learning コースの開発に取り組んでおり（資料５－２－③－

６），今年度中には具体的な教材を作成する予定である。 
インターンシップは，電子機械工学科及び情報工学科の４学年の夏休み期間中に「夏季実習」とし

て実施し（資料５－２－③－７），多くの学生が履修している（資料５－２－③－８）。企業等におけ

る実社会での実務を体験し，実践力の育成を図っている。実習終了後は，実習報告書の提出を義務付

け（資料５－２－③－９），校内での実習報告会を行い，企業等による実習証明書（資料５－２－③－

10）を参考に，単位認定を行っている。なお，商船学科においては，１年間の乗船実習とインターン
シップとの関連や位置付けについて検討している。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校の準学士課程では，各学科において，講義・演習・実習科目を履修した上で卒業研究を行わせ

ることによって，総合的に創造性を育む教育が行われている。情報機器を活用した授業では，対外的

に評価される創造力育成が図られている。創造性教育ワーキンググループによる試行や，e-Learning

開発プロジェクト（現代ＧＰ）の取り組みが進められている。また，実社会における実践力の育成を

目的に，企業と連携を取りながら，インターンシップが活用されている。 
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資料５－２－③－１－（１） 

出典：商船学科 
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出典：商船学科 
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資料５－２－③－１－（２） 

出典：電子機械工学科 
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資料５－２－③－１－（３） 

出典：情報工学科 
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資料５－２－③－２ 

出典：学生課 
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資料５－２－③－３ 

出典：第 41回教員研究懇談会 
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資料５－２－③－４ 

出典：平成 18年度シラバス 
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出典：平成 17年 11月 12日付け新聞記事 
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資料５－２－③－５ 

出典：創造性教育実施報告書 
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出典：創造性教育実施報告書 
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資料５－２－③－６ 

出典：現代ＧＰプロジェクトグループ 
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資料５－２－③－７ 

出典：インターンシップ基準（電子機械工学科，情報工学科）



弓削商船高等専門学校 基準５ 

 - 203 -

資料５－２－③－８ 

出典：電子機械工学科、情報工学科 
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資料５－２－③－９ 

出典：電子機械工学科 
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資料５－２－③－１０ 

出典：電子機械工学科 
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観点５－３－① 成績評価・単位認定規定や進級・卒業認定規定が組織として策定され，学生に周知 

されているか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，進級認定，卒

業認定が適切に実施されているか。 

 
（観点に係る状況) 
成績評価基準については，資料５－３－①－１に示す学業成績の評価（再試験・特別試験及び追認

試験の評価を含む）並びに進級・特別進級及び卒業の認定に関する規則第９条及び第 10 条に規定し
ている。合格基準点については，従前に 50点としていたものを平成 18年度入学生から 60点に改正
した。単位の修得については同規則第３条に規定し，卒業の認定については同規則第 15 条に規定し
ている。また，学年制の前提の下で，特別進級について同規則第 13 条に規定して，追認試験につい
て同規則第 14 条に規定している。この規則は全学生に配布している学生便覧に掲載し，新入生ガイ
ダンス時（資料５－３－①－２）やホームルームの時間を利用して周知している。 
成績評価は，各教員がシラバスに示した評価方法に従って行い，全試験答案と共に成績評価表を作

成して保管している（資料５－３－①－３）。また，平成 17年度に成績評価協議会を設置し，平成 18
年度から成績評価の妥当性について検証を行うことにしている（資料２－２－①－８）。成績に関する

学生からの意見申立の機会については，特定の期間は設けていないが，成績評価表を各学生に渡した

後，不明な点があれば，各科目担当教員に申出て確認することにしている。訂正が必要な場合は，担

当教員が必要事項を記載して，教務係へ連絡を行っている（資料５－３－①－４）。 
この規定の運用は厳格かつ慎重に行っている。進級認定は進級判定会議，卒業認定は卒業判定のた

めの教員会議を全教員参加で開催し，審議・判定している（資料５－３－①－５）。また，特別進級に

伴う単位追認試験結果の判定についてもその都度，判定会議を開催している。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 成績評価基準や進級・卒業認定基準に関する規則が制定されており，学生に周知されている。また，

進級認定は進級判定会議，卒業認定は卒業判定会議で，全教員によって審議され，適切かつ厳格に実

施されている。 
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 資料５－３－①－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料５－３－①－２ 

出典：学生課 
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資料５－３－①－３       成績評価一覧（例） 

出典：情報工学科 
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資料５－３－①－４ 

出典：学生課 
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資料５－３－①－５ 

出典：平成 17年度第 14回教員会議議事概
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観点５－４－① 教育課程の編成において，特別活動の実施など人間の素養の涵養がなされるよう配

慮されているか。 

 
（観点に係る状況） 
高専設置基準で定められている特別活動を第１～３学年において，毎週木曜日の７時限目にホーム

ルームとして配置し（資料５－１－①－４），人間性の育成・素養の涵養に努めている。各担任教員が

年度当初に活動目標を設定し，年間計画を立てて（資料５－４－①－１），各クラス単位でホームルー

ムノートを活用する（資料５－４－①－２）などして，特別活動を実施している（資料５－４－①－

３）。組織的には，学級担任委員会を通して各担任が連携し，社会的な話題やマナーとコミュニケーシ

ョン向上などを共通的なテーマとして取り上げている（資料５－４－①－４）。学年全体での合同ホー

ムルームの中では，禁煙教育，性に関わる教育，同和教育を行っている（資料５－４－①－５）。 
また，１学年での新入生オリエンテーションの実施（資料５－４－①－６），２学年での交通安全講

習会の実施（資料５－４－①－７），全校生によるキャンパスクリーンの実施（資料５－４－①－８）

など学校全体としての特別活動を行っている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校の準学士課程では，第１～３学年において毎週１単位時間行われる各クラスごとの特別活動を

中心に，学年単位及び学校全体として人間の素養の涵養がなされるように配慮している。 
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資料５－４－①－１ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料５－４－①－２ 

出典：学級担任委員会 
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資料５－４－①－３ 
 

出典：学級担任の手引き 
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出典：学級担任委員会 

資料５－４－①－４ 
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出典：学級担任委員会 
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資料５－４－①－５ 

出典：合同ホームルーム実施要領 
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資料５－４－①－６ 

出典：新入生オリエンテーション実施要領
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資料５－４－①－７ 

出典：平成 18年度交通安全講習会実施要領
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資料５－４－①－８ 

出典：キャンパスクリーン実施要領 
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観点５－４－② 教育の目的に照らして，生活指導面や課外活動等において，人間の素養の涵養が図

られるよう配慮されているか。 

 
（観点に係る状況） 
 学生主事・主事補及び厚生補導委員会メンバーを中心に，学生指導方針（資料５－４－②－１）に

沿って校外での登校指導（資料５－４－②－２）などを含む全面的な生活指導を行っている。 
１年間を通した特別活動は（資料５－４－②－３），学生会とも連携しながら各種行事を実施・参

加している。（資料５－４－②－４）。 
 クラブ活動については，全教員がいずれかのクラブ顧問に配置され（資料５－４－②－５），放課後

の練習指導や，土・日に開催される大会への引率を熱心に行っている（資料５－４－②－６）。その成

果として，体育系クラブでは陸上部を筆頭に毎年，全国高専体育大会へ出場を果たしている（資料５

－４－②－７）。文科系クラブでは，マイコン部の学生が中心になってプログラミングコンテストにお

いて通算 6回の文部科学大臣賞を受賞し，全国レベルで優秀な成績を残している（資料５－４－②－
８）ほか，囲碁部の活躍（資料５－４－②－９）など活発である。また，特色あるクラブ活動として，

ヨット部の国体出場（資料５－４－②－10）や平成 17 年度から部に昇格したソーラーボート部（資
料５－４－②－11）などがあり，多彩な活動を行っている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
学生の生活指導面や課外活動において，人間としての素養を涵養するための体制が整備され，各種

の行事が実施されている。また，学生の自主的な活動を教職員が組織的に支援し，人間的な成長を図

るように配慮されている。 
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資料５－４－②－１ 

出典：学生指導方針 
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資料５－４－②－２ 

出典：登校指導実施要領 
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資料５－４－②－３ 

出典：学生課 
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資料５－４－②－４ 

出典：学生課 
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資料５－４－②－５ 

出典：平成 18年度クラブ・同好会顧問等名簿 
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資料５－４－②－６ 

出典：競技結果報告書 
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資料５－４－②－７ 

資料：学生課 
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資料５－４－②－８ 

出典：学生課 
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出典：平成 17年 10月 22日付け愛媛新聞 
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資料５－４－②－９ 

出典：平成 17年 7月 16日付けせとうちタイムズ
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資料５－４－②－１０ 

出典：上島町広報「かみじま」（平成 17年 11月）
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資料５－４－②－１１ 

出典：平成 17年度商船祭パンフレット
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〈専攻科課程〉 
観点５－５－① 準学士過程の教育との連携を配慮した教育課程となっているか。 

 
 (観点に係る状況) 
 専攻科の教育課程と準学士課程の教育との連携は，昨年の専攻科設置時に作成した資料「未来への

ひとづくりものづくり」の中で明確にしている（資料５－５－①－１～２）。 
海上輸送システム工学専攻については，商船学科における航海コース・機関コースの２つの系との

連携を図り，生産システム工学専攻については，電子機械工学科と情報工学科の２学科との連携を図

っている。 
 また，専攻科の授業科目は，母体となる準学士課程の各学科の授業科目を基礎として，より高度な

内容への発展・融合，応用力の育成などが図られるように連続性を考慮し配置されている（資料５－

５－①－３－（１）～（３））。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
専攻科における教育内容と準学士課程の各コース・各学科の教育との連携は，専攻科設置時から明

確にされている。また，学科・専攻科科目の関連図から，専攻科に配置される授業科目が準学士課程

における授業科目を基礎として，連続性を持たせて体系的に配置されていると認められる。 
 以上のことから，本校の専攻科の教育課程は準学士課程の教育との連携を配慮したものとなってい

る。 
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資料５－５－①－１ 

出典：専攻科資料「未来へのひとづくりものづくり」
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資料５－５－①－２ 

出典：専攻科資料「未来へのひとづくりものづくり」
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資料５－５－①－３－（１） 

出典：専攻科 
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資料５－５－①－３－（２） 

出典：専攻科 
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資料５－５－①－３－（３） 

出典：専攻科 
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観点５－５－② 教育の目的に照らして，授業科目が適切に配置（例えば，必修科目，選択科目等の

配当等が考えられる。）され，教育課程の体系性が確保されているか。また，授業の

内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿って，教育の目的を達成するために

適切なものになっているか。 

 
(観点に係る状況) 
本校の専攻科の教育目的については，「実際のシステムの運用・管理や開発能力，ものづくりに必要

な基礎理論の応用力を身につけた技術者の育成」と明確にしており，その下に学習目標として「早期

専門教育や実験実習等の実践的教育によって培われた中堅技術者としての能力・素養を基礎として，

大学卒業生とは異なる実践的能力に裏打ちされた創造力，技術開発能力あるいは工学的センスをもつ

高度な実践的専門技術者を養成すること」と定めている（資料５－５－②－１）。各専攻においては，

より具体的な教育目標が設定され，さらにそれぞれの系別に学習・教育目標を掲げている（資料５－

５－②－２）。 
これらの教育目的及び学習目標を達成するために授業科目を体系的に配置している。授業科目は，

専門基礎科目，専門必修科目，専門選択科目に分類され（資料５－５－②－３及び４（１）～（２）），

技術者としての基礎的及び発展的な能力・素養を育成するように配慮されている。また，創造的，技

術開発能力を育むために１学年，２学年ともに特別実験と特別研究を配置している（資料５－５－②

－５）。 
 授業内容についてはシラバス（資料５－６－③－１）に明記されており，学習・教育目標に沿った

ものとなっている。 
学士の学位取得については，大学評価・学位授与機構の分類による専門分野の基準に対応して取得

できるように編成している（資料５－５－②－４（１）～（２））。 
 

(分析結果とその根拠理由) 
 専攻科の教育目的を達成するために，各専攻では専攻ごと及び系統別に学習･教育目標が定められ，

適切な授業内容となるように配慮されている。また，教育目標に掲げられたレベルに到達するために

段階的な履修が可能となるように授業科目が配置され，学士の学位取得が可能となるように体系的に

教育課程が編成されている。 
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資料５－５－②－１  

資料５－５－②－２ 

出典：専攻科シラバス 

出典：専攻科シラバス 
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出典：専攻科シラバス 
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資料５－５－②－３ 

出典：専攻科資料「未来へのひとづくりものづくり」
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資料５－５－②－４－（１） 

出典：専攻科委員会 
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資料５－５－②－４－（２） 

出典：専攻科委員会 
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資料５－５－②－５ 

出典：平成 18年度前期時間割
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観点５－５－③ 学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育課程の編

成（例えば，他専攻の授業科目の履修，他高等教育機関との単位互換，インターン

シップによる単位認定，補充教育の実施等が考えられる。）に配慮しているか。 

 
 (観点に係る状況) 
昨年の専攻科発足時に行った企業に対するアンケート結果から，本校の専攻科に対して「海事管理

技術者」や「ＩＴ化されたものづくり技術者」への期待が大きいことが判明しており（資料５－５－

③－１），それらの背景を踏まえて，学術の発展動向や社会からの要請に対応した教育課程を編成して

いる（資料５－５－③－２－（１）～（２））。 
他専攻の授業科目の履修や他高等教育機関での単位修得の認定については，実績はまだない。また，

専攻科でのインターンシップ実施については検討中である。実践的な英語力向上については，「技術英

語２」の中で TOEIC に関連したテキストを使用し，コミュニケーション能力の育成に取り組んでい
る（資料５－５－③－３）。 
外部有識者で構成される運営諮問会議（平成 17 年 7 月第２回実施）において諮問事項として「専

攻科の発足と内容の充実へ向けて」を挙げており（資料５－５－③－４），提言された内容について専

攻科教育へ反映している。また，「専攻科だより」を発行し，本科学生や保護者へも配布して専攻科へ

の理解を深めてもらい，ニーズを聴取して行くことにしている（資料５－５－③－５）。今後，専攻科

修了生を輩出した段階で，修了生や就職先企業へのアンケートを実施し，その結果を踏まえて要請さ

れた教育課程の編成に対応して行く計画である。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 学術の発展動向や社会からの要請を考慮した上で専攻科の設置が行われている。本校の専攻科は昨

年発足したばかりであり，学生のニーズに対する対応については，今後，専攻科修了生を輩出した段

階で各種アンケートを実施し，更に充実した教育課程の編成に取り組んでいく計画である。 
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資料５－５－③－１ 

出典：専攻科概算要求書 
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資料５－５－③－２－（１） 

出典：専攻科資料「未来へのひとづくりものづくり」
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資料５－５－③－２－（２） 

出典：専攻科資料「未来へのひとづくりものづくり」
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資料５－５－③－３ 

出典：専攻科シラバス 
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資料５－５－③－４ 

出典：平成 17年度自己点検評価報告書
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資料５－５－③－５ 

出典：「専攻科だより」第 4号 
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観点５－６－① 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランスが適切で

あり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。（例

えば，教材の工夫，少人数授業，対話・討論型授業，フィールド型授業，情報機器

の活用等が考えられる。） 

 
（観点に係る状況） 
昨年，専攻科設置時に掲げた教育目標に沿ってシラバスを作成し，それに基づいて授業を実施して

おり，授業形態として，講義，演習，実験，研究をバランスよく配置している（資料５－６－①－１）。

１学年では高度な知識の習得やものづくりに必要な基礎理論及び応用力を身につけるため，各専攻と

も講義の比率が高いが，２学年では特別研究の割合が増え，創造力，技術開発能力の養成にウェイト

が置かれるようになっている。 
専門選択科目の中では，海上輸送システム専攻で航海系と機関系に，生産システム工学専攻で機械

系と情報系に分かれる科目が多く（資料５－５－②－４～５），少人数教育が実施されている。 
また，討論形式を取り入れた授業（資料５－６－①－２），練習船「弓削丸」を活用した実験（資料

５－６－①－３），本校の環境を活かした授業の取り組み（資料５－６－①－４），情報系の授業を中

心に情報機器の活用など，各授業科目にふさわしい学習指導方法の工夫を行っている。 
 

 
（分析結果とその根拠理由） 
 専攻科の教育目標を達成するために，講義科目を中心に，演習，実験，研究がバランスよく配置さ

れ，実施されている。 
 また，少人数授業，討論形式やフィールドスタディを取り入れた授業，情報機器の活用，練習船「弓

削丸」や環境を活かした授業など，それぞれの教育内容に応じた学習指導法の工夫がなされている。  
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資料５－６－①－１ 

出典：専攻科委員会 
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出典：専攻科委員会 
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資料５－６－①－２ 

出典：専攻科シラバス 
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資料５－６－①－３ 

出典：専攻科シラバス 
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資料５－６－①－４ 

出典：総合教育科 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

 - 264 -

観点５－６－② 創造性を育む教育方法（ＰＢＬなど）の工夫やインターンシップの活用が行われて

いるか。 

 
 (観点に係る状況) 
 専攻科教育は基本的に少人数教育であり，専攻科の教育目標を達成するため，各授業科目の中で，

独創的な発想・実際的な開発能力の育成（資料５－６－②－１），実践的な問題解決能力を身につけさ

せる（資料５－６－②－２）など学生の創造性を育む教育を実施している。 
また，特別研究においては，研究テーマに対する準備，研究実施方法，研究結果の取りまとめまで，

学生に主体的に取り組ませ，創意工夫を積み重ねることで創造力を育んでいる（資料５－７－①－１）。

その途中段階での発表の場として，特別研究中間発表会を実施している（資料５－６－②－３）。対外

的にも，大学・高専発のベンチャーの創出を目標に実施されている新事業の提案コンペ「キャンパス

ベンチャーグランプリ（ＣＶＧ）」に入賞するなどの成果を上げている（資料５－６－②－４）。 
 生産システム専攻においては，準学士課程でのインターンシップの経験などを活かし，より高水準

で自己解決できる実践的な研究に結びついており，実用新案登録を取得するなどの効果を上げている

（資料５－６－②－５）。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
 専攻科の教育目標に沿って，各授業の中で創造性を育む教育方法が工夫されている。特別研究では

個別指導により問題提起能力，創造力，実践的問題解決能力が育成されるような指導が行われ，本科

での研究を発展させ，実用新案登録を取得するなどの効果が上げられている。 
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資料５－６－②－１ 

出典：専攻科シラバス 
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資料５－６－②－２ 

出典：専攻科シラバス 
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資料５－６－②－３ 

出典：専攻科委員会 
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資料５－６－②－４ 

出典：日刊工業新聞 
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資料５－６－②－５ 

出典：実用新案登録証 
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観点５－６－③ 教育課程の編成に沿って，シラバスが作成され，事前に行う準備学習，教育方法や

内容，達成目標と評価方法の明示など内容が適切に整備され，活用されているか。 

 
（観点に係る状況） 
専攻科のシラバスは，各専攻の教育課程の編成に沿って学位授与機構の区分に該当する科目として

の位置付けを明確にした上で，専攻科長から示された統一様式で担当教員が作成している（資料５－

６－③－１）。 
学習目標，授業の進め方，授業内容などの記載事項から，学生がその授業で習得する知識・授業レ

ベルを理解し，学習計画を立てられるように配慮している。成績評価方法については，定期試験だけ

でなく課題・レポート・プレゼンテーションなどで総合評価することも具体的に記載している。 
シラバスは，専攻科全学生に年度当初配布する「専攻科学生用手引き」内に収録し，本校ホームペ

ージに公開して（資料５－６－③－２），学生に周知している。 
各授業科目においては，最初の授業時にガイダンスとしてシラバスを活用し，授業開始に当たって

その内容・成績評価方法を学生に説明している（資料５－６－③－３）。学生は選択授業の決定時，平

素の学習，単位取得に向けての学習などにシラバスを利用しているが，本校は平成 17 年度に専攻科
設置したばかりであり，シラバス活用の詳細な実情については，今後アンケートにより調査する予定

である。 
 

 (分析結果とその根拠理由) 
専攻科のシラバスは，講義履修モデルに沿って配置された科目ごとに作成され，授業内容や成績評

価方法についても明確に定められた記載内容で統一されており，適切に整備されている。 
シラバス活用状況の調査は未実施であるが，専攻科設置当初としては，担当教員による授業開始時

のガイダンスでシラバスの利用や，学生の計画的な学習に役立っていると判断される。 
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資料５－６－③－１ 

出典：専攻科シラバス 
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資料５－６－③－２ 

出典：本校ホームページ 
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資料５－６－③－３ 

出典：平成 18年度学事予定表
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観点５－７－① 専攻科で修学するにふさわしい研究指導（例えば，技術職員などの教育的機能の活

用，複数教員指導体制や研究テーマ決定に対する指導などが考えられる。）が行われ

ているか。 

 
（観点に係る状況） 
 特別研究テーマの決定は，学生が主体的に研究に取り組むために，専攻科長・専攻主任を中心とし

て段階的な指導を行っている（資料５－７－①－１）。決定された研究テーマに関して，指導教員が研

究目標・方法・授業受講科目計画に至るまで学生と密接な連携をとった上で，半期ごとに研究指導計

画書を作成し，各期の終了時に研究指導報告書を提出している（資料５－７－①－２）。１学年終了時

には特別研究中間発表会を行い，研究成果の経過報告を義務付けて，各専攻全体でも研究の進捗状況

を把握するように努めている (資料５－６－②－３)。技術職員による研究支援体制は行っておらず，
検討の余地がある。 
 本校は平成 17 年度入学の専攻科１期生がまだ 2 学年に在学中であり，実績は少ないが（資料５－
７－①－３～５），研究成果を関連学会及び関連論文集等に積極的に発表することを目標に指導を行っ

ている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
本校は専攻科設置２年目であり，研究指導体制の確立途上にあるが，研究テーマ決定を行う段階か

ら専攻科長・専攻主任を中心にした丁寧な指導が行われ，複数教員による研究指導体制の中で指導教

員と学生の綿密な連携が図られている。 
 以上のことから，本校では専攻科に対する現段階での研究指導が適切に行われているが，技術職員

による効果的な研究支援体制の活用など検討の余地がある。 
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資料５－７－①－１ 

出典：専攻科委員会 
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資料５－７－①－２ 

出典：専攻科委員会 
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出典：専攻科委員会 
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出典：専攻科委員会 
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出典：専攻科委員会 
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資料５－７－①－３ 

出典：専攻科委員会 
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出典：専攻科委員会 
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資料５－７－①－４ 

出典：専攻科委員会 
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資料５－７－①－５ 

出典：専攻科委員会 
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出典：専攻科委員会 
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出典：専攻科委員会 
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出典：専攻科委員会 
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観点５－８－① 成績評価・単位認定規定や修了認定規定が組織として策定され，学生に周知されて

いるか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，修了認定が適切に実

施されているか。 

 
（観点に係る状況） 
専攻科の単位の修得については，学則第 48条に規定し，修了の認定については同第 50条に規定し

（資料５－８－①－１），必要事項については別に定めている（資料５－８－①－２）。これらの規則

は，全専攻科生に配布される「専攻科学生用手引き」に掲載されており，専攻科入学時のオリエンテ

ーション（資料５－８－①－３）において，専攻科長が説明して周知を徹底している。その中で，１

単位の履修時間が授業以外の学習を合わせて 45 時間であることも学生に周知している（資料５－８
－①－４）。 
各科目の成績評価は，シラバスに示した評価基準に従って行い，全試験答案，レポートなどと共に

成績評価表を作成し，保管している（資料５－８－①－５）。 
単位認定は，授業担当教員が授業完了報告書を作成・提出し（資料５－８－①－６），専攻科委員会

委員により厳格に確認の上（資料５－８－①－７），修了認定は教員会議で適正に審議することにして

いる。本校は平成 17 年度に専攻科が設置され，１期生が２学年に在学中であり，専攻科修了認定の
実績はない。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
専攻科の成績評価・単位認定基準や修了認定基準に関する規則が制定されており，学生に周知され

ている。授業担当教員からの授業完了報告書を受けて，専攻科委員会委員により厳格に確認の上，修

了認定は教員会議で適正に審議・判定することにしている。本校では，専攻科１期生が未だ２学年に

在学中であるため，修了認定実績はない。 
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資料５－８－①－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料５－８－①－２ 

出典：専攻科学生用手引き 
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資料５－８－①－３ 

 

出典：専攻科長からの連絡メール 
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資料５－８－①－４ 

資料５－８－①－５ 

出典：専攻科学生用手引き 

 

出典：担当教員 
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資料５－８－①－６ 

出典：学生課 
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資料５－８－①－７ 

出典：第 9回専攻科委員会議事概要 
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出典：第９回専攻科委員会議事概要 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

【優れた点】 
〈準学士課程〉 
 本校の教育目標に従って教育課程が編成され，全学科で練習船「弓削丸」を活用した教育，四国地

区高専で連携した特別講義，本校を取り巻く環境を活かした授業など特色ある教育が実践されている。

また，プログラミングコンテストなどを通して得られた知見を基に，対外的にも評価される創造性教

育が行われている。 
 
〈専攻科課程〉 
 該当なし 
 
【改善を要する点】 
〈準学士課程〉 
学生のシラバス活用が十分に行われるように向上を図っていく必要がある。 
 

〈専攻科課程〉 
 該当なし 
 
 
（３）基準５の自己評価の概要 

〈準学士課程〉 
本校の準学士課程の教育課程は，低学年では一般科目が多く，高学年になるに従って専門科目が増

えるような楔型のカリキュラムとなっており，教育目標を達成できるように授業科目を体系的に適切

に配置している。専門科目は，授業科目系統図に沿って必修科目と選択科目が系統的に配置されてい

る。主に講義を通して専門基礎力を身につけ，全学年に配置している実験・実習を中心とした科目を

通して職業に必要な能力を身につけ，卒業研究などを通して創造力を身につけた実践的技術者の育成

を図っている。 
授業内容は，教育課程の編成の趣旨に沿って，統一された形式のシラバスに明確に記載され，学生

に周知されており，各期の初講時にガイダンスを行って，授業目的・内容及び評価方法について説明

するように努めている。練習船「弓削丸」を活用した教育，四国地区高専で連携した特別講義，本校

を取り巻く環境を活かした授業，インターンシップによる実践力の育成，プログラミングコンテスト

などを通して得られた知見を基に対外的にも評価される創造力育成など特色ある教育を実践している。

授業形態は，すべての学年で講義・演習・実験・実習がバランスよく適切に配置され，複数の教員・

技術職員で支援する態勢を全学科で採用し，情報処理教育センターや実験室を始めとする各種施設を

活用して，教育効果を高めている。 
 成績評価，進級基準，卒業基準に関する規則を策定し，学生に周知している。それらの判定につい

ては，全教員によって審議され，厳格かつ慎重に実施している。 
高専設置基準で定められている特別活動を第１～３学年で実施し，学校全体としての特別活動，生

活指導や課外活動を通して，人間の素養の涵養が図られるよう配慮している。 
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〈専攻科課程〉 
本校の専攻科の教育課程は，昨年発足時に学術の発展動向や学生及び社会からの要請などを検討し

て編成されている。各専攻の教育目的の下に，系別に具体的に学習・教育目標を設定し，それらの達

成に必要な内容の科目は，母体となる準学士課程の各学科の科目を基礎として，より高度な内容への

発展・融合，応用力の育成などが図られるように連続性を持たせて体系的に配置されている。各授業

科目は，専門基礎科目，専門必修科目，専門選択科目に分類され，講義，演習，実験，研究がバラン

スよく配置されている。特に，１学年，２学年ともに実験と特別研究を配置し，少人数教育により実

践的かつ創造的な研究開発能力を持つ高度な技術者の育成を図っている。 
 授業内容は，統一した形式でシラバスに明記し，学生に周知している。学士の学位取得については，

大学評価・学位授与機構の分類による専門分野の基準に対応して取得できるように教育課程の編成を

配慮している。 
専攻科の成績評価・単位認定基準及び修了認定基準に関する規則を制定し，学生に周知している。

単位認定については，専攻科委員会において，授業担当教員から提出された授業完了報告書を確認し

て厳正かつ適切に実施されている。本校では，平成 17 年度入学の専攻科１期生が未だ２学年に在学
中であるため，修了認定実績はない。 

 
 
 



弓削商船高等専門学校 基準６ 

 - 297 -

基準 教育の成果 

（１）観点ごとの分析 
 観点６－１－①： 高等専門学校として，その目的に沿った形で，課程に応じて，学生が卒業(修了)

時に身に付ける学力や資質・能力，養成する人材像等について，その達成状況を

把握・評価するための適切な取組が行われているか。 

（観点に係る状況） 
〔準学士課程〕 
本校が育成しようとする人物像とは資料１－２－①－５に示した通りである。学力の把握・評価に

ついては，達成状況を把握するために年４回の定期試験を実施し，各試験における学生の成績一覧表

を全教員に配布している。また，教務委員会(教務主事)と学級担任が中心になって，成績・出席不振
者と保護者に定期試験ごとに連絡と指導を実施している（資料６－１－①－１）。学年末試験及び卒業

認定試験結果は，学生の成績一覧表（資料６－１－①－２）に基づいて教員会議にて審議・把握する

体制を取っている（資料６－１－①－３）。 
卒業研究は，卒業研究中間発表，卒業研究発表及び卒業研究論文（資料６－１－①－４）の提出に

基づいて，各学科の分科会にて達成状況を把握と判定を行い，教員会議にて審議・把握している。 
平成 17年度からは，教育内容検討委員会を設置して達成状況を把握・評価するための学習達成度ア

ンケートを実施している（資料６－１－①－５）。また，商船学科の５年生の航海実習では，運航計

画，運航準備，運航とすべて学生自身で行う実習を行い１～４年次の航海実習で習得した技能の把握・

評価を行っている（資料６－１－①－６）。 

 
〔専攻科〕 
専攻科課程で育成しようとする人物像は資料１－２－①－５に示した通りであり，研究の進捗状況

については専攻科委員会が，特別研究中間発表（資料５－６－②－３）で把握・評価しており，教員

は研究指導報告書（資料５－７－①－２），学生は研究計画書の提出を行っている（資料６－１－①－

７）。 
 

 
（分析結果とその根拠理由） 
 教員会議を中心にして，教務委員会(教務主事)，専攻科委員会，教育内容検討委員会，分科会，学
級担任等が，達成状況を把握するために機能している。 
以上のことから，学生が卒業(修了)時に身に付ける学力や資質・能力，養成する人材像等について，

その達成状況を把握・評価するための適切な取組が行われているといえる。 
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資料６－１－①－１ 

出典：学生課 
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出典：学生課 
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資料６－１－①－２ 

出典：学生課 
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資料６－１－①－３ 

出典：会議開催通知（学生課） 
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資料６－１－①－４ 

出典：電子機械工学科 
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出典：電子機械工学科 
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資料６－１－①－５ 

出典：教育内容検討委員会 
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資料６－１－①－６ 

出典：弓削丸年報（平成 17年度） 
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資料６－１－①－７ 

出典：専攻科海上輸送システム工学専攻
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観点６－１－②： 各学年や卒業(修了)時などにおいて学生が身に付ける学力や資質・能力について，

単位取得状況，進級状況，卒業(修了)時の状況，資格取得の状況等から，あるい

は卒業研究，卒業制作等の内容・水準から判断して，教育の成果や効果が上がっ

ているか。 

（観点に係る状況） 
〔準学士課程〕 
 (ⅰ)単位取得状況 
 本校では，年４回の定期試験を実施し，単位認定を行っている。このとき不認定になり特別進級し

た学生については，次学年の前期に３回の追認試験を行うことで進級の機会を与え，留年による学生

の負担を軽減しようとしている。単位不認定となった科目を有する学生の３年間の推移を資料に示す

（資料６－１－②－１）。増減はあるものの過去３年間の不認定者数を徐々に減少させることに成功し

ている。 
 (ⅱ)進級者数，原級留置及び退学者数 
 原級及び退学者数を減少させる取組として，追認試験制度の導入（資料６－１－②－２），校長・教

務主事による成績不良者(年度末)及び留年学生(年度始め)の面談（資料６－１－②－３），試験毎の保
護者への連絡（資料６－１－①－１），科目担当教員による補習授業等を実施している。過去３年間の

原級及び退学者数の推移を資料に示す（資料６－１－②－４）。総数には増減があるものの退学者数は

徐々に減少している。 
 (ⅲ)資格取得等の状況 
本校は，資格取得の奨励と支援のために，取得可能な資格と支援のための担当教員を年度当初に主

要な場所に掲示することで学生に周知している（資料６－１－②－５）。資格取得の状況を資料に示す

（資料６－１－②－６）。商船系，機械系，情報系の資格の取得が多くなっている。 
 (ⅳ)卒業研究・学会発表・学会表彰 
各学科の目的に沿った研究テーマで，卒業研究計画書（資料６－１－②－７）の作成，中間発表，

卒業研究発表（資料５－２－③－１），卒業研究論文の提出，評価まで学科が中心になり，計画的かつ

組織的に実施している。数件であるが，準学士課程においても学会にも発表しており（資料６－１－

②－８），優れた研究に対しては，学会表彰を受けている（資料６－１－②－９）。 
(v)各種コンペティション等の受賞 
情報工学実験２で学生が作成したホームページがＩＴ甲子園で入賞するなど，授業による教育の効

果が表れている（資料５－２－③－４）。また，キャンパスベンチャーグランプリにおいて２名が努力

章を受賞（資料５－６－②－４），平成 12，13，15年度の全国高専プログラムコンテストにおいて最
優秀賞を受賞（平成１７年度は優秀賞）（資料５－４－②－８）するなど，授業や卒業研究以外での創

造性教育の効果もあがっている。 
〔専攻科〕 
平成 17年度に開設し，一期生が２年次に在学中である。資料６－１－②－10から資料６－１－②

－12に，単位取得状況，特別研究課題リスト，学会発表状況を示す。平成 17年度の段階で，専攻科
生 11名中，８名が二回以上，10名が一回以上学会発表を行っており，研究が進捗していることがわ
かる。 
また，研究成果がキャンパスベンチャーグランプリにおいて特別賞を受賞（資料５－６－②－４），
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研究成果を実用新案登録（資料５－６－②－５）するなど，研究の成果が表れている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 各学年や卒業(修了)時などにおいて学生が身に付ける学力や資質・能力について，準学士課程にお
いては，単位取得状況，進級状況，卒業(修了)時の状況，資格取得の状況等から，あるいは卒業研究，
卒業制作等の内容・水準から判断して，教育の成果や効果が上がっているといえる。また，専攻科に

おいても単位取得状況，特別研究の内容・水準から判断して，教育の成果や効果が上がっているとい

える。 
 
 
 
 
資料６－１－②－１ 
 

出典：学生課 

単位不認定学生数 
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資料６－１－②－２ 
 

出典：弓削商船高等専門学校学業成績の評価並びに

  進級・特別進級及び卒業の認定に関する規則  
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資料６－１－②－３ 

出典：原級学生を励ます会実施報告書 
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資料６－１－②－４ 
平成１５，１６，１７年度原級留置者・退学者数，進路変更者数       （単位：人）

項目＼年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 

原級留置者(a) 9 4 10 

退学者等(b) 33 23 21 

(うち進路変更者) (20) (12) (14) 

合計(a+b) 42 27 31 

              

資料６－１－②－５ 

出典：学生課 

出典：学生課 
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資料６－１－②－６ 
 

※平成 17年度は未集計                    出典：学生課 
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資料６－１－②－７ 

出典：平成 17年度卒業研究計画書（商船学科）
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資料６－１－②－８ 

出典：研究と教育の一体化に関する実施報告 
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資料６－１－②－９ 

出典：平成 17年度卒業表彰者一覧（商船学科） 

  

  

 
  

 

 

 

  

 

 

 



弓削商船高等専門学校 基準６ 

 - 316 -

 

 
出典：平成 17年度卒業表彰者一覧（電子機械・情報学科）
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資料６－１－②－10 
 

出典：学生課 
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出典：学生課 
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資料６－１－②－11 

出典：平成 18年度専攻科特別研究一覧表 
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資料６－１－②－12 

出典：平成 17年度自己点検評価報告書 
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出典：平成 17年度自己点検評価報告書 
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観点６－１－③：教育の目的において意図している養成しようとする人材像等について，就職や進学

といった卒業(修了)後の進路の状況等の実績や成果から判断して，教育の成果や

効果が上がっているか。 

（観点に係る状況） 
進学率と就職率は，希望者に対してほぼ 100％に達している(資料６－１－③－１)。求人数は商船

学科が 295（そのうち海上職が 88），電子機械工学科が 313，情報工学科が 259である。就職先の職
種は，各学科の養成する人材像に対応していて，商船学科は海上職，電子機械工学科は機械系の職，

情報工学科は情報サービス系の職の割合が最も高くなっている。進学先は，本校で学んだ専門分野を

生かした大学または専攻科が中心になっている(資料６－１－③－２、資料６－１－③－３)。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校の進学率と就職率は，希望者に対してほぼ 100％に達している。就職先の職種は，各学科の養
成する人材像に対応している。また，進学先は，本校で学んだ専門分野を生かした大学または専攻科

が中心になっている。以上のことから，教育の成果や効果が上がっているといえる。 
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資料６－１－③－１ 

出典：学生課 
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資料６－１－③－２ 

出典：平成 18年度学校要覧 
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資料６－１－③－３ 

出典：平成 18年度学校要覧 
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観点６－１－④：学生が行う学習達成度評価等から判断して，学校の意図する教育の成果や効果が上

がっているか。 

（観点に係る状況） 
〔準学士課程〕 
 平成 17年度は，平成 16年度に全学生を対象にした「学生による授業評価アンケート」結果を踏ま
えて(資料６－１－④－１)，教員と学生が改善する点を教室に掲示して，改善目標を明確にした(資料
６－１－④－２)。平成 16年度の教員が改善すべき点としては，「講義が早くならないようにする」，
「説明がわかりやすいように工夫する」，「板書を見やすくする」という３点であったが，平成 17年
度の評価結果（資料６－１－④－３）から十分に改善されていないことがわかった。また，学生が改

善すべき点は，「積極的に授業に参加する」，「きちんとした姿勢で受ける」，「授業に対する準備を忘れ

ない」という３点であったが，平成 17年度の評価から「授業への積極的参加」，および「受講姿勢」
が改善されていることがわかった。平成 18年度は改善目標が十分に達成できなかったために，平成
17年度の改善目標を継続して実施することとなった（資料６－１－④－４）。 
平成 17年度は，学習の達成度を評価するために５年生に「学習達成度アンケート」を実施した(資

料６－１－①－５)。専門知識の習得の程度を問う項目では，「身についた」，「よく身についた」と回
答した学生の割合が電子機械工学科，情報工学科についてそれぞれ，75％，63％であり，過半数の学
生が，本校が目指す技術者として必要な知識を習得しているといえる。また，責任感，協調性，忍耐

力の程度を問う項目では，「身についた」「よく身についた」と回答した学生の割合が電子機械工学科

においてはそれぞれ 53％，68％，75％，情報工学科においてはそれぞれ 60％，65％，68％であり，
技術者としての倫理観が育成できているといえる。一方，英語会話・読解力の習得の程度を問う項目

では，「あまり身についていない」「全く身についていない」と回答した学生の割合が電子機械工学科，

情報工学科についてそれぞれ，87％，85％であり，授業方法の改善が必要である。 
〔専攻科〕 
専攻科については，平成 18年度以降に「学生による授業評価アンケート」「学習達成度アンケート」

を実施予定である。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
平成 16年度と平成 17年度に実施した「学生による授業評価」は，教員の改善する点に不満が残る

ものの，学生の授業に対する姿勢は改善されていることを示唆している。また，学習達成度調査より，

本校が目指す技術者として必要な専門知識・倫理観が育成できていることがわかった。以上のことか

ら，学校の意図する教育の成果や効果が上がっているといえる。 
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資料６－１－④－１ 

出典：学生による授業評価報告書（平成 16年度） 
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出典：教育内容検討委員会 

資料６－１－④－２ 
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資料６－１－④－３ 

出典：教育内容検討委員会 
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資料６－１－④－４ 
 

 
出典：平成 18年度第１回教育内容検討委員会議事概要
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観点６－１－⑤：卒業(修了)生や進路先などの関係者から，卒業(修了)生が在学時に身に付けた学力 

や資質・能力等に関する意見を聴取するなどの取組を実施しているか。また，その 

結果から判断して，教育の成果や効果が上がっているか。 

（観点に係る状況） 
 平成 17年度に準学士課程卒業生の就職先企業と卒業生を対象としたアンケート調査を実施した。
アンケートの対象は過去２年間に卒業生が就職した企業と過去５年間の卒業生である。 
 企業へは，卒業生の学力，資質，性向に関する３項目について，回答を求めた(資料６－１－⑤－１)。
卒業生の学力については，「専門知識や実技系分野に優れる」が「一般教養知識に劣る」との回答を得

た。資質については，「実践力を備えている」が「表現力や想像力に乏しい」と評価された。性向につ

いては，協調性や責任感が上位を占めたが，逆に国際性に乏しいことが指摘された(資料６－１－⑤－
２)。 
 卒業生へのアンケートは，在学中に身につけた知識に関すること，就職・進学指導に関すること，

寮生活に関することである(資料６－１－⑤－３)。卒業生の身につけた知識については，「専門知識と
一般教養知識である」に多くの回答（約 80％）が集まった。同じ時期に企業からのアンケートも実施
しているが，「専門知識には優れるが一般教養知識は劣る」と回答されており，卒業生の持つ意識と企

業が持つ卒業生像とでは異なっていることがわかった。また，「実技系の技能」に関する評価も企業で

の評価とは異なっていた。自分の身につけた知識が発揮できているか否かの質問については，「どちら

とも言えない」の回答を除くと，約半数の卒業生から役立っているとの回答を得た。在学中に力を入

れておけばよかった分野は，回答者の約半数が語学と専門基礎学，次いで，電気・電子系応用分野と

情報工学（ソフト系）であった。就職・進学指導と課外活動の経験については，「適当であった」ある

いは「活かされている」の評価を得た。寮生活については，回答が少なく参考意見であったが，寮生

活が「役立っている」，学寮の設備には「満足していた」との評価を得た。また，寮生活で得たものは，

「友人」，「礼儀正さ」，「協調性」であると答えている(資料６－１－⑤－４)。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 準学士課程卒業生の就職先企業と卒業生を対象としたアンケート調査を平成 17年度より実施して
おり，今後は専攻科修了生も視野に入れて，意見を聴取する取組を継続して実施する計画である。企

業のアンケートからは，専門的な知識を有し，実践力に優れるとの評価を得ている。また，卒業生の

アンケートからは，約半数の卒業生から身につけた知識が役に立っているとの回答を得ている。実践

的技術者養成の観点からは，本校の教育目的に適合しているといえる。しかし，語学力，創造力，表

現力は改善すべき必要があると指摘されている。これらの改善点に関しては，既に TOEIC受験の奨
励(１年生は TOEIC Bridgeを全員受験)，英語の少人数教育，創造性WGなどにより対応している。 
 以上のことから，卒業(修了)生や進路先などの関係者から，卒業(修了)生が在学時に身に付けた学力
や資質・能力等に関する意見を聴取するなどの取組を実施していて，その結果から判断して，教育の

成果や効果が上がっているといえる。 
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資料６－１－⑤－１ 

出典：平成 17年度教育改善に関する調査（企業編）
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資料６－１－⑤－２ 

出典：平成 17年度教育改善に関する調査（企業編）
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出典：平成 17年度教育改善に関する調査（企業編）
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資料６－１－⑤－３ 

出典：平成 17年度教育改善に関する調査（卒業生編）
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資料６－１－⑤－４ 

出典：平成 17年度教育改善に関する調査（卒業生編）
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出典：平成 17年度教育改善に関する調査（卒業生編）
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（２）優れた点及び改善する点 

 (優れた点) 
キャンパスベンチャーグランプリ，プログラミングコンテストの各種コンペティションでの実績お

よび実用新案登録等から創造性教育の成果が表れているといえる。また，進学率と就職率は，希望者

に対してほぼ 100％に達しており，本校卒業生の能力が高く評価されている。 
 
 (改善する点) 
平成 17年度の「学生による授業評価アンケート」，「学習達成度アンケート」，「準学士課程卒業生

の就職先企業と卒業生を対象としたアンケート」の結果を踏まえて授業の改善を行う。 
 
 
（３）基準６の自己評価の概要 

 学生が卒業(修了)時に身に付ける学力や資質・能力，養成する人材像等の達成状況は，教員会議，
教務委員会(教務主事)，専攻科委員会，教育内容検討委員会，分科会，学級担任等によって把握・評
価されている。 
 各学年や卒業（修了）時などにおいて学生が身につける学力や資質・能力は，単位不認定者数，退

学者数が過去 3年間減少する傾向を示し，資格取得が平均的な水準を維持していることから，教育の
成果や効果が上がっているといえる。また，各種コンペティション等の受賞などから，創造性教育の

成果も上がっているといえる。  
就職先の職種は，各学科の養成する人材像に対応しており，進学先は，本校で学んだ専門分野を活

かした大学または専攻科が中心になっている。 
また，「学生による授業評価アンケート」，「学習達成度アンケート」，「準学士課程卒業生の就職先企

業と卒業生を対象としたアンケート」結果を分析して見ると，企業と卒業生では多少の相違はあるも

のの，本校卒業生が専門的な知識を有し，実践力に優れるとの評価結果を得たことから判断して，教

育の成果や効果が上がっているといえる。 
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基準７ 学生支援等 

（１）観点ごとの分析 

観点７－１－① 学習を進める上でのガイダンスが整備され，適切に実施されているか。また，学生

の自主的学習を進める上での相談・助言を行う体制が整備され，機能しているか。 

(観点に係る状況) 
学期の始めにはシラバスを用いて，授業の内容，進め方に関してガイダンスを行っている（資料７

－１－①－１）。専攻科では各学期の開始から一週間のガイダンス期間を設け，その間に授業内容，進

め方に関するガイダンスを受けた上で，履修科目を決定することが出来る（資料７－１－①－２）。 
新入生に対しては入学直後にオリエンテーションを行い，その中で本校の教育システムを示し，授

業形態，科目の履修，修得，進級要件等の説明を行っている（資料７－１－①－３）。 
また，学級担任からも学習を進める上での指導を行うため，学級担任の手引きを作成して配布して

いる（資料７－１－①－４）。 
自主的学習の助けとなるよう，オフィスアワーを実施するとともに（資料７－１－①－５），試験発

表期間に補講授業を実施している（資料７－１－①－６）。いつでも疑問を解消できるよう電子メール

による質問の受け付けに取り組んでいる学科もある。 
そのほかにも，理解度の低い学生や資格試験受験のために必要に応じて，相談，補講等を行ってい

る（資料７－１－①－７）。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
授業の開始時にガイダンスを行うだけでなく，学生がいつでも相談・助言を受けることが出来るよ

う体制が作られている。 
準学士課程は，シラバスを用いて授業に関するガイダンスを学期始めに各学科ごとに実施している。

専攻科は一週間のガイダンス期間を設けることで対応している。新入生に対しては，オリエンテーシ

ョンを活用して教育システムを周知している。また，自主的学習にはオフィスアワーや補習授業を行

うことで勉学支援を行っている。 
以上のことから，学習を進める上でのガイダンスが整備・実施され，また，学生の自主的学習を進

める上での相談・助言を行う体制が整備されているといえる。 
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資料７－１－①－１ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料７－１－①－２ 
 

資料７－１－①－３ 

出典：専攻科学生用手引き 

出典：学生課 
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資料７－１－①－４ 

出典：学級担任の手引き
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資料７－１－①－５ 
 

出典：教務委員会 
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出典：教務委員会 出典：教務委員会 
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出典：教務委員会 
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資料７－１－①－６ 

 
出典：平成 17年度後期中間試験発表中の補講
   実施一覧表 
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資料７－１－①－７ 

出典：平成 17年度補習授業に関する報告 
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観点７－１－② 自主的学習環境（例えば，自主学習スペース，図書館等が考えられる。）及び厚生施

設，コミュニケーションスペース等のキャンパス生活環境等が整備され，効果的に利用

されているか。 

(観点に係る状況) 
学生の自主的学習のために，放課後等，図書館，情報処理教育センター，情報演習室が開放されて

いる。図書館，情報処理教育センターの利用規定を（資料７－１－②－１・２）に示す。図書館では

夜間開放を行うとともに，閲覧室を自主的学習にも活用している(資料７－１－②－３)。 
情報処理教育センター及び情報演習室は基本的には放課後のみの開放であるが，指導教員の監督の

下に時間外での利用も可能となっている。どちらも一クラス分の PC が用意されており，自主的学習
に必要な環境が整っている（資料７－１－②－４）。 
また，寮内での自主的学習を助けるために，学生寮の居室にも情報コンセントが用意され，登録，

講習を受けた学生は校内ネットワークに接続し，利用することができるようになっている。 
これらの施設の利用実績については，図書館が入館者数と図書の貸し出し実績を記録している（資

料７－１－②－５）。図書館の利用は試験期間中に増加しており，自主的学習に利用されている。情報

処理教育センター，情報演習室の利用者数は数えてはいないが，放課後は多くの学生が利用しており，

今後は時間外での開放のための環境整備（係員の配置など）が必要である。 
学生用の厚生施設としては，学生食堂，売店，合宿研修施設，談話用のスペースを備えた白雲館が

設置されている（資料７－１－②－６）。また，校内の各所に談話用のテーブル，ベンチが設置されて

いる（資料７－１－②－７）。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
自主的学習を行うために，図書館，情報処理教育センター等が開放されている。特に図書館は閲覧

室スペースを活用して時間外（夜間）での自主的学習を可能にしている。 
また，学生用の厚生施設として，食堂，売店，合宿研修施設，談話用スペースを備えた「白雲館」

が設置及び利用されている。 
以上のことから，自主的学習環境及び厚生施設，コミュニケーションスペース等のキャンパス生活

環境等が整備され，効果的に利用されているといえる。 
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資料７－１－②－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料７－１－②－２ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料７－１－②－３ 

出典：平成 18年度学校要覧 
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資料７－１－②－４ 

資料７－１－②－５ 

出典：情報処理教育センター 

出典：図書館 
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出典：図書館 
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資料７－１－②－６ 

出典：平成 18年度学校要覧 
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資料７－１－②－７ 

出典：会計課 
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観点７－１－③ 学習支援に関する学生のニーズ（例えば，資格試験や検定試験受講，外国留学等に

関する学習支援が考えられる。）が適切に把握されているか。 

(観点に係る状況) 
学習支援に関する学生のニーズの把握は，年に二回，学級担任による保護者懇談会と各種資格試験

の担当教員が中心になって行われている。保護者懇談会での学習支援体制に対する要望，資格試験や

留学等の相談内容は，学級担任から三主事に報告され，学級担任委員会，厚生補導委員会，寮務委員

会等を通して全教員に周知している（資料７－１－③－１）。また，入学時にもアンケートを行い，ど

のようなことに興味を持っているのか調査を行っている（資料７－１－③－２）。 
各種資格試験の支援は，担当教員を当該資格免許等の保持者から個別に選出し，担当教員を学内に

掲示することで学生に周知し，資格試験に関する窓口となり，相談と試験への対応を行っている（資

料７－１－③－３）。 
また，留学生との懇談会を開催し，学習支援についての要望を把握している（資料７－１－③－４）。 

 
(分析結果とその根拠理由) 
 学習支援に関する学生のニーズの把握は，保護者懇談会と個々の教員が中心に実施され，各種委員

会等を活用して教員に周知している。特に資格試験に関する支援は多岐にわたり，支援内容も充実し

ている。 
 以上のことから，学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されているといえる。 
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資料７－１－③－１ 

出典：平成 17年度後期学級懇談会状況 
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出典：平成 17年度後期学級懇談会状況 
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資料７－１－③－２ 

出典：平成 16年度新入生アンケート結果 
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出典：平成 16年度新入生アンケート結果 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

 - 363 -

 

出典：平成 16年度新入生アンケート結果 
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７－１－③－３ 

出典：学生課 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

 - 365 -

資料７－１－③－４ 

出典：外国人留学生との懇談会の懇談概要
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観点７－１－④ 資格試験や検定試験受講，外国留学のための支援体制が整備され，機能しているか。 

(観点に係る状況) 
各種資格試験のガイダンスは海技試験受験を中心に実施している（資料７－１－④－１）。その他の

資格試験支援は前述（７－１－③）したように，試験の受験相談・指導の窓口となる教員を決め，学

内に掲示している(資料７－１－④－２再掲)。本校への入学動機として，資格試験を目指す学生が少
なくない（資料７－１－③－２）。受験者数と合格者数を資料(７－１－④－３)に示す。入学後，相当
数の学生が資格試験を受験している。なお，合格率を高めることを目的に，資格取得により単位認定

を行う科目も設けている（資料７－１－④－４）。 
商船学科の教育課程を修了すれば，三級海技士試験の筆記試験が免除される。本科で受講した科目

の内容と船舶職員養成施設として教授すべき要件との整合性をシラバスに明記し，口述試験や上級海

技士試験受験のための学習目標を設定しやすくなるよう配慮している（資料７－１－④－５）。 
外国留学に関する支援は緒についたところで，平成 17 年度に国際交流委員会を設置し，学生のニ

ーズを調査中である（資料７－１－④－６）。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
資格試験受験のために受験相談・指導を行う担当教員の選出，資格取得学生への単位の認定，商船 
学科におけるシラバスの活用などの支援体制を備えている。 
以上のことから，資格試験や検定試験受講，外国留学のための支援体制が整備され，機能している 

といえる。 
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資料７－１－④－１ 

出典：教務主事 

出典：商船学科 
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資料７－１－④－２ 

出典：学生課 
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資料７－１－④－３ 

出典：電子機械工学科 
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出典：電子機械工学科 
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出典：情報工学科 
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資料７－１－④－４ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料７－１－④－５ 

出典：平成 18年度シラバス 
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資料７－１－④－６ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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観点７－１－⑤ 特別な学習支援が必要なもの（例えば，留学生，編入学生，社会人学生，障害のあ  

る学生等が考えられる。）がいる場合には，学習支援体制が整備されているか。 

(観点に係る状況) 
留学生の教育や学習支援について検討するために留学生委員会が設置されている（資料７－１－⑤

－１）。留学生には留学生指導教員とチューターを配置し，生活，授業のサポートを行っている（資料

７－１－⑤－２）。入学直後には主事によるオリエンテーション(資料７－１－⑤－３)，英文による科
目案内（資料７－１－⑤－４）の配布を行っている。留学生は一部の授業を日本語，日本事情に振り

替えて，語学力の向上に努めている（資料７－１－⑤－５）。 
また，留学生が日本固有の文化に触れ日本の習慣を理解し，同級生や地域社会に溶け込めるよう，

年に一度，留学生を対象とした国内旅行を行っている（資料７－１－⑤－６）。 
編入学生については，留学生と同様に主事によるオリエンテーションと所属学科を中心にした補習 

授業などの支援を行っている（資料７－１－⑤－７）。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
 留学生に対しては，留学生委員会を設置し，留学生に係る諸問題を検討している。具体的な支援と

して，オリエンテーションの実施，英文科目案内の配布，国内旅行などが行われている。また，編入

学生にはこれらに加えて補習授業も実施している。 
 以上のことから，特別な学習支援が必要なものに対する学習支援体制が整備されているといえる。 
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資料７－１－⑤－１ 

出典：弓削商船高等専門学校外国人留学生規則 
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資料７－１－⑤－２ 

出典：チュートリアル報告書 
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出典：チュートリアル報告書 
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資料７－１－⑤－３ 

出典：平成 18年度第 1回教員会議資料 
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資料７－１－⑤－４ 
 

出典：英文シラバス 
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資料７－１－⑤－５ 

出典：平成 18年度シラバス 
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出典：平成 18年度シラバス 
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出典：平成 18年度シラバス 
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資料７－１－⑤－６ 

出典：学生課 
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資料７－１－⑤－７ 

 

出典：電子機械工学科 
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観点７－１－⑥ 学生のクラブ活動や学生会等の課外活動に対する支援体制が整備され，機能してい

るか。 

 
（観点に係る状況） 
本校の学生会は，「学校の指導の下に学生の自発的な活動を通じて，その人物形成を助成し高等専門

教育の目的の達成に資する」ことを目的に設けられており，全学生がその会員になっている（資料７

－１－⑥－１）。 
まず，クラブ活動に関しては，全教員が必ず何らかのクラブ顧問を担当しており，日常の活動では，

時間の許す限り放課後の練習における技術指導や支援を行っている（資料５－４－②－５～11，７－
１－⑥－２）。職員に関しても，技術指導が可能な者を副顧問に任命し，クラブ活動を支援することを

検討している（資料７－１－⑥－３）。さらに，大会や練習試合への参加の際には，顧問による学生引

率だけでなく，船舶免許を有する教職員により実習船「はまかぜ」を利用した移動面での支援も行っ

ている（資料７－１－⑥－４）。また，本校では，体育系クラブのキャプテンを対象に，クラブを運営

していくために相応しいトレーニングについての基礎知識と，クラブ員の人間的成長を助けることが

出来る能力を身に付けることを目的として，年 1回リーダー研修を実施している（資料７－１－⑥－
５）。施設面では，野球専用グランドや，第五種陸上競技場を備えており，非常に充実している（資料

７－１－⑥－６，７）。さらに，AED（半自動除細動器）を導入するなど，全教職員が，学生の不測
の事態に，適切に対処できるような体制作りに努めている（資料７－１－⑥－８）。各クラブは，長期

休暇中の合宿において，顧問等の宿直のもとで，福利厚生施設「白雲館」を利用した宿泊や自炊が可

能である（資料７－１－⑥－９）。また，クラブの部費は，毎年配分の見直しが行われており，各部の

主将及び学生会役員が中心になって原案が作成され，学生総会において決定されている（資料７－１

－⑥－10～12）。 
学生会は，毎年学校が行う商船祭，校内体育大会，新入生の歓迎会などの推進母体となり，学生生

活をより潤いのあるものにするよう努めている。本校では，学生会専用の部屋を設けており，学生主

事および同主事補が中心となって，学生会長を始めとする役員の活動をサポートしている（資料５－

４－②－４，７－１－⑥－13）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
本校におけるクラブ活動や学生会等の課外活動に対する支援体制は整備され，機能していると判断

される。その根拠として，以下の４項目に代表されるように，十分な人的支援体制が整っていること

が挙げられる。 
 
• 全教員がクラブ顧問を担当している 
• 技術指導が可能な職員による支援を実施している 
• クラブの代表学生にリーダー研修を実施している 
• 全教職員を対象に救急救命講習会を実施している 

 
また，施設面における支援についても，次に挙げられる５項目のように非常に優れている。 
 
• 実習船による移動支援がなされている 
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• 野球専用グランドを保有している 
• 第 5種陸上競技場を保有している 
• 合宿時に福利厚生施設が利用できる 
• 学生会専用の部屋を設けている 

 
さらに，体育系と文化系を問わず，多くの課外活動において優れた成績を修めていることも，充実し

た支援体制による成果の表れである。 
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資料 ７－１－⑥－１ 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ７－１－⑥－２ 

出典 平成 18年度学校要覧
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資料 ７－１－⑥－３ 

出典 学生課
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資料 ７－１－⑥－４ 

出典 学生課
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資料 ７－１－⑥－５ 

出典  学生課



弓削商船高等専門学校 基準７ 

 - 393 -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 ７－１－⑥－６ 

出典 会計課 
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資料 ７－１－⑥－７ 

出典 会計課
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資料 ７－１－⑥－８ 

出典  学生課
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資料 ７－１－⑥－９ 

出典  会計課
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資料 ７－１－⑥－10 

出典 学生課
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資料 ７－１－⑥－11 

出典 学生課
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資料 ７－１－⑥－12 

出典 学生課
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資料 ７－１－⑥－13 

出典 会計課
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観点７－２－① 学生の生活や経済面に係わる指導・相談・助言を行う体制が整備され，機能してい

るか。 
 
（観点に係る状況） 
学生指導は，学生主事および同主事補を中心に全教職員が当たり，学生が安心して学校生活を送る

ことが出来るように，厚生補導委員会（委員長：学生主事）での審議事項に基づいて，様々な指導を

行っている（資料５－４－②－１，７－２－①－１，２）。厚生補導委員会では，全学級担任が含まれ

ているなど，教員，職員，及び学生間の情報交換が円滑に行えるよう配慮がなされている（資料７－

２－①－３）。また，学級担任は，学級単位や学生一人一人に対して，学習指導，生活指導，連絡事項

の伝達，相談や要望を聞くなどの役割を果たし，当該教職員や保護者と緊密に情報交換を行っている

（資料７－２－①－４，５）。 
本校では，学生の心身に係わる悩み事に対応するために，保健室に看護師，学生相談室に非常勤の

カウンセラーをそれぞれ配置しており，資料７－２－①－６及び７のような利用実績を得ている（資

料７－２－①－８～11）。さらに，セクシャル・ハラスメントについても規定を設け，被行為者や行
為者への対応が整備されている（資料７－２－①－12）。 
一方，経済的な問題を有する学生に対しては，学級担任からの連絡，ポスター等の掲示物，学生便

覧への記載などを通じて，授業料免除・徴収猶予制度，各種団体による奨学金制度の告知がなされて

いる（資料７－２－①－13～16）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
本校では，厚生補導委員会において学校全体の教育方針を検討し，その決定に基づいて，主として

学級担任が学級単位や個別の指導を行っている。さらに，それを当該教職員がサポートする体制が確

立しており，良好に機能している。また，学生相談室と保健室の利用実績，ならびに奨学金受給状況

から，それぞれの施設や制度が十分に活用されており，学生の精神面と経済面の両面を支援できてい

ると思われる。以上のことから，学生の生活や経済面に係わる指導・相談・助言を行う体制が整備さ

れ，機能していると判断される。 
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資料 ７－２－①－１ 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ７－２－①－２ 

出典 学生課
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資料 ７－２－①－３ 

出典 学生課
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資料 ７－２－①－４ 

出典 学生課
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資料 ７－２－①－５ 

出典 学生課
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資料 ７－２－①－６ 

出典 学生相談室
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資料 ７－２－①－７ 

出典 保健室
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資料 ７－２－①－８ 

出典：学生相談室の案内 
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資料 ７－２－①－９ 

出典 庶務課
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資料 ７－２－①－10 

出典 庶務課
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資料 ７－２－①－11 

出典 学生相談室
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資料 ７－２－①－12 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ７－２－①－13 

出典 学生課
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資料 ７－２－①－14 

出典 学生課
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資料 ７－２－①－16 

資料 ７－２－①－15 

出典 学生課

出典 平成 17年度学生便覧
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観点７－２－② 特別な支援が必要な者（例えば，留学生，障害のある学生等が考えられる。）がいる

場合には，生活面での支援が適切に行われているか。 
 
（観点に係る状況） 
本校には，毎年２，３名の留学生が編入学しており，彼らが生活面，学習面，及び精神面で安心し

て学校生活を送れるような支援体制が整備されている（資料７－２－②－１，２）。例えば，日本人

の寮生と異なり，宗教的な理由から食べ物の制限を持つ学生が多いため，寮内に留学生専用の調理室

を設置している（資料７－２－②－３）。また，留学生指導教員及び担当事務職員を配置し，チュー

ター学生を任命している（資料７－２－②－４，５）。チューター学生には，年 2 回，チュートリア
ル報告書を作成させ，留学生の修学支援体制の改善に努めている（資料７－２－②－６）。さらに，

学生会主催の留学生交流会や旅行，教職員有志主催のチャットパーティなどを行っている（資料７－

２－②－７，８）。 
障害者用施設に関しては，校内に，スロープ（7箇所），自動ドア（2箇所），専用トイレ（3箇所）
を設置している（資料７－２－②－９）。これらを利用することで，校内１階部分においては，運動機

能障害者であっても大きな負担を強いることなく，学校生活を送ることが可能である。しかしながら，

本校にはエレベータを設置した棟がないことから，現在，検討中である（資料７－２－②－10）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
留学生に対する支援体制として，学寮における専用調理室の設置，留学生指導教員及び担当事務職

員の配置，チューター学生の任命，及び交流会の開催などがある。これらにより，留学生の充実した

学校生活に関する環境作りが図られている。 
本校内の施設には，多数の障害者用設備が設けられている。また，今後建設を予定している専攻科

棟には，エレベータの設置計画があり，これにより校内のバリアフリー化が一層進み，身体障害学生

の受け入れ態勢が整うものと期待される。 
以上のことから，留学生に対する生活面での支援は，既存の施設や制度が十分に活用されており支

援が適切に行われている。一方，障害者の受け入れ態勢は，既存の設備では不十分であるが，改修に

向けた計画がなされている。 
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資料 ７－２－②－１ 

出典 学生課
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資料 ７－２－②－２ 
 

出典：弓削商船高等専門学校外国人留学生規則 
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資料 ７－２－②－３ 

出典 学生課資料 
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資料 ７－２－②－４ 

出典 学生課
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出典：弓削商船高等専門学校事務分掌規則 

 
資料 ７－２－②－５ 
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資料 ７－２－②－６ 

出典 学生課
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資料 ７－２－②－７ 

出典 学生課



弓削商船高等専門学校 基準７ 

 - 425 -
 

資料 ７－２－②－８ 

出典 葛目幸一教授
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資料 ７－２－②－９ 

出典 会計課
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資料 ７－２－②－10 

出典 会計課
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観点７－２－③ 学生寮が整備されている場合には，学生の生活及び勉学の場として有効に機能して

いるか。 
 
（観点に係る状況） 
本校の学生寮は，寮務主事および同主事補を中心に「団体生活を通して，友愛，協調及び自主性の

精神を培い，責任と規律ある習慣を体得させ，将来にわたる人間形成に資する」ことを目的に運営さ

れている（資料７－２－③－１）。 
男子１，２年生は，原則として全寮制であり，それ以外の学生については，許可入寮制となってい

る。また，男子１年生には２人部屋，３年生以上と女子寮生には個室が与えられている。各棟各階に

は，補食談話室が設けられており，寮生は簡単な調理が可能であり，また交流の場としても利用され

ている。各居室には，勉強机が設置されているため，寮生は，平日の自習時間等を利用して，自室で

勉学に集中できる環境になっている（資料７－２－③－２，３）。また，宿直教員が自習時間の見回り

を行うなど，きめ細かな指導・支援体制を採っている。さらに，寮生は，各棟の PC 室に備えられた
パソコンだけでなく，居室からも個人で購入したパソコンを使ってインターネットへ接続が可能であ

り，自習環境の充実を図っている（資料７－２－③－２～４）。寮生の指導には，全教員が当たること

を原則としており，輪番で宿日直を担当している（資料７－２－③－５～７）。 
学生寮運営及び寮生に関する事項を審議するために，寮務委員会が設置されている（資料７－２－

③－８）。また，事務系職員２名からなる寮務係が，寮内事務室に置かれており，学生寮の管理運営に

関する事務，施設，設備，会計の事務処理を行っている（資料７－２－③－４）。さらに，寮生会は全

寮生をもって構成され，寮務関係教員と連絡をとりながら，寮生活が健全にかつ有意義に営まれるこ

とを目的とし，寮生会役員を中心とした活動が行われている（資料７－２－③－９）。 
近年，入寮希望者が増加傾向にあるため，若干ながら最大収容人数を上回る状況にある。そのため，

部分改修が 17年度補正予算で予算措置され，18年度秋頃完成の予定で，19年度の増加に対応できる
ことになった（資料７－２－③－10）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
学生寮が，学生の生活及び勉学の場として有効に機能していると判断できる。 
その根拠としては，各棟各階にある補食談話室，各居室に設置された勉強机，居室から利用可能な

インターネットといった設備面の充実や，宿直教員による自習時間の巡回，寮内に常駐する事務系職

員などの生活の支援体制が整っていることが挙げられる。また，入寮希望者の増加は，学生寮の生活・

学習支援体制が円滑に営まれ，高く評価されていることの裏付けと考えられる。それらに対応して，

入寮希望者全員を収容できるよう施設の部分改修が予定され，19年度の増加に対応できることになっ
た。 
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資料 ７－２－③－１ 

 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ７－２－③－２ 

出典 寮生活のしおり
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資料 ７－２－③－３ 

出典 学寮の現状と課題
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資料 ７－２－③－４ （A棟 1階部分は，改修予定） 

出典 会計課
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資料 ７－２－③－５ 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ７－２－③－６ 

出典：学生寮宿日直勤務割振り表
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資料 ７－２－③－７ 

出典 学生課



弓削商船高等専門学校 基準７ 

 - 436 -
 

資料 ７－２－③－８ 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ７－２－③－９ 

出典 学生課
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資料 ７－２－③－10 

出典 学生課
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観点７－２－④ 就職や進学などの進路指導を行う体制が整備され，機能しているか。 

 
（観点に係る状況） 
本校の準学士課程では，教務委員会が進学指導に関する事項を管轄している（資料７－２－④－１，

２）。具体的な進学希望学生への支援としては，大学教員を招いた説明会などがあり，学生の進学相談

には，進路指導主任を中心に学科単位で支援を行っている（資料７－２－④－３）。 
一方，就職指導に関しては，各学科の進路指導主任が主な実務に当たる就職指導委員会が担当して

おり，進路指導主任が中心となり就職に関係する会社の訪問等も行っている（資料７－２－④－４～

８）。また，学科ごとに，進学や就職に必要な資料が整理・保管されており，自由に閲覧することが可

能である（資料７－２－④－９）。就職指導の一環として，４年次のインターンシップ報告会や，年に

数回企業等の人事部に属する外部講師を招いた講演会が実施されている（資料７－２－④－10～12）。
さらに，電子機械工学科と情報工学科は，５年次春に行われる保護者を交えた進路懇談会以外に，毎

年２回行われる定期懇談会においても，保護者と学級担任の間で進路に関する情報交換が行われてい

る（資料７－２－①－５，７－２－④－13）。 
本校の専攻科課程では，学校推薦などに関する就職指導を，主として準学士課程の進路指導主任と

専攻科長が行い，各専攻主任やその他の教員がサポートに当たる。また，大学院進学に関する相談や，

推薦書等の書類作成には，専攻主任や特別研究指導教員が主体となって指導に当たっている（資料７

－２－④－14）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
就職が厳しい状況にあっても，本校は毎年ほぼ 100％の就職率を達成している。このことは，大学

教員を招いた説明会，インターンシップ報告会，企業等の人事部に属する外部講師による講演会など

のような学校単位や学科単位の指導体制と，進路指導主任による学生や保護者へのきめ細かな個別対

応の成果である。従って，就職や進学などの進路指導を行う体制が十分に整備され，円滑に機能して

いると判断される。 
ただし，専攻科課程については，平成 17 年度に設置されたばかりであるため，企業や大学に関す

る資料，及び進路指導に必要な様々なノウハウを充実させる過渡期にある。従って，今後は，これら

の情報収集に務め，指導体制を確立させることが課題である。 
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資料 ７－２－④－１ 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ７－２－④－２ 

出典 学生課
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資料 ７－２－④－３ 

出典 学生課
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資料 ７－２－④－４ 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ７－２－④－５ 

出典 学生課
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資料 ７－２－④－６ 

出典 情報工学科進路指導主任
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資料 ７－２－④－７ 

出典 情報工学科進路指導主任
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資料 ７－２－④－８ 

出典 情報工学科進路指導主任
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資料 ７－２－④－９ 

出典 情報工学科 
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資料 ７－２－④－10 

出典 インターンシップ報告会
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資料 ７－２－④－11 

出典 学生課
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資料 ７－２－④－12 

出典 学生課
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資料 ７－２－④－13 

出典 情報工学科進路指導主任
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資料 ７－２－④－14 

出典 専攻科学生用手引
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（２）優れた点と改善する点 

（優れた点） 
学生の自主的学習のための施設として，図書館の時間外利用も可能にしている。学生寮は入寮希望

者が増加しており，学生の生活及び学習の場として学生，保護者から高く評価されている。さらに，

進路指導体制が有効に機能し，就職率と進学率がほぼ 100％を維持している。 
（改善する点） 
バリアフリーという点で，エレベータが設置されていないため，専攻科棟の建設時には設置予定で

ある。 
 
（３）基準７の自己評価の概要 

学生が学習する上での指針は，入学時に全体像が示され，個々の科目については年度当初に学習内

容や進め方についてガイタンスがあるとともに，いつでも相談，支援を受けることの出来る体制が整

っている。また，自主的学習をおこなうためのスペースや設備も用意されている。留学生，編入学生，

及び資格試験受験者への学習支援体制も整備されている。 
学生の生活指導や課外活動については厚生補導委員会を中心にした適切な支援体制が整っている。 
学生寮は生活の場としてだけでなく，勉学の場として機能するために全教員による宿日直指導が行

われ，自主的学習を支援するための環境整備も充実している。 
就職，進学希望者には適切な指導を行うことにより，毎年ほぼ 100％の就職率，進学率を保ってい

る。 
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基準８ 施設・設備 

観点８－１－① 学校において編成された教育課程の実現にふさわしい施設・設備（例えば，校地，

運動場，体育館，教室，研究室，実験・実習室，演習室，情報処理学習のための施設，

語学学習のための施設，図書館等，実験・実習工場さらには職業教育のための練習船等

の設備等が考えられる。）が整備され，有効に活用されているか。 

(観点に係る状況) 
学校施設として，教室，研究室，実験室，運動場，体育館，情報処理教育センター，マルチメディ

ア教室，図書館，実習工場などが設置されている（資料８－１－①－１)。 
教室は定員を上回るクラスもあったため，72㎡に拡張された。同工事に伴い，夏季，冬季にも快適

に学習できるよう全教室にエアコンが設置された。 
運動施設として日本陸連公認の 400ｍトラックを備えた運動場のほかに，野球場やテニスコート 5

面が整備されている。また，バレーコートが二面取れる体育館が二棟設置されており，第一体育館の

二階には筋力トレーニングを行うための機器が整備されている。さらに柔道と剣道のための武道場と

剣道場が個別にあり，25ｍの屋外プールも設置されている。 
勉学支援施設として，情報処理教育センター，図書館，実習工場などがある。情報処理教育センタ

ーには，サーバ室，端末室のほか，座学の行える教室と事務室が設置されている（資料８－１－①－

２）。図書館では約 70000冊の蔵書があり，自主的学習のためのスペースや資料館も併設されている。
さらに時間外の開館や地域住民への開放も行われている（資料８－１－①－３）。実習工場では，ＮＣ

加工機など各種工作機械が整備され各学科の実習や研究で使用されている（資料８－１－①－４）。 
本校は遠方からの入学者が多いことと団体生活を学ぶことの重要性のために学寮が設置されている

（資料８－１－①－５）。1，2 年生は全寮制をとっており、寮生活を通じて技術者としての資質を育
成するために役立てている。 
福利厚生施設として白雲館，青雲館が設置されている。白雲館はおもに食堂や研修，合宿のために

利用されている。一方，青雲館は非常勤講師など学外者の宿泊に利用されている。 
また，本校の特徴として三級海技士の第一種養成施設として非常に有用な練習船，実習船等を整備

している。この練習船等を係留するために実習船係留所が設置されており，多数の舟艇を管理するた

めに艇庫，舟艇管理室が整備されている。 
特に練習船弓削丸は海技技術者育成のためだけでなく，電子機械工学科や情報工学科などの工業系

学生にとっても一つの完結したシステムを学習するために，航海実習や授業，卒業研究等で利用され

ている。さらに，他大学等との共同研究，韓国海洋大学との交流，体験公開や地域イベントへの参加

による海事技術，知識の普及など多方面で活用されている（資料８－１－①－６）。 
これらの施設は授業や実験実習で利用されており（資料８－１－①－７），情報処理教育センターな

ど非常に利用率が高くなっている。また，図書館，体育館，運動場，実習工場など，課外活動や放課

後に自主的学習でも大いに利用されている。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
教育課程実現のために必要な施設，設備が整っている。特に練習船「弓削丸」は海技技術者育成の

ためだけでなく，工業系学生の教育，実習，教員の研究や国際交流，地域交流等さまざまな分野で活

用されている。その他施設も利用率が高く、有用に活用されている。 
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資料８－１－①－１ 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料８－１－①－２ 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料８－１－①－３ 

出典：平成 18年度学校要覧 
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資料８－１－①－４ 
 

 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料８－１－①－５ 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料８－１－①－６ 

出典：学生課
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資料８－１－①－７ 

出典：特別教室使用予定一覧表 
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観点８－１－② 教育内容，方法や学生のニーズを満たす情報ネットワークが十分なセキュリティ管

理の下に適切に整備され，有効に活用されているか。 

(観点に係る状況) 
情報コンセントは各実験室，研究室だけでなく教室や学生寮の居室にも用意されている。さらに校

舎内のほぼ全域で無線 LANが利用可能である(資料８－１－②－１)。 
本校のセキュリティポリシーとして，セキュリティを確保するため，対外接続部分にはファイヤー

ウォールとアンチウィルス機器を設置し，外部からのウィルスの進入や不正アクセスを防いでいる(資
料８－１－②－２)。また，万一，学内 LANでウィルスが発生した場合でも，外部に漏らさないよう
になっている。各端末ではウィルス対策ソフトウェアを用意し，導入を義務付けている（資料８－１

－②－３）。さらに，学生，教職員にセキュリティ意識を持たせるため，新入生，新たに採用された教

職員にはセキュリティに関するガイタンスを行っている（資料８－１－②－４）。これらのセキュリテ

ィ対策を適切に実行し，確認するために情報セキュリティ委員会を設置し，その決定に従って，情報

処理教育センター運営委員会，情報ネットワーク運営専門部会がネットワークの運用に当たっている。

さらに、ネットワークが正しく運用されているかチェックするために情報セキュリティ評価専門委員

会が設置されている（資料８－１－②－５）。 
また、一斉授業で利用できる PCは情報処理教育センターの TSS室と情報演習室，システム工学実

験室に設置されている。これらの PC はホームディレクトリを共有しており，ソフトウェア環境も一
部を除き共通のため，どの教室，PCでも同じ環境で作業が可能となっている(資料８－１－①－７)。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
対外接続は島という地域条件から若干能力不足と思われるが，十分なセキュリティ管理の下，教育，

研究に必要なネットワークが構築されている。特に情報セキュリティ委員会を設置し，情報処理教育

センター運営委員会，情報ネットワーク運営専門部会及び情報セキュリティ評価専門委員会が設置さ

れており、有用に活用されているといえる。 
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資料８－１－②－１ 
 

出典：情報処理教育センター
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資料８－１－②－２ 

 

出典：弓削商船高等専門学校セキュリティポリシー 
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出典：弓削商船高等専門学校セキュリティポリシー 
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資料８－１－②－３ 

 

出典：本校ホームページ
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資料８－１－②－４ 

 

出典：ネットワーク利用に関する説明会開催通知 
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出典：庶務課 



弓削商船高等専門学校 基準８ 

 - 470 -

８－１－②－５ 

 

 

出典：情報セキュリティ委員会資料
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観点８－２－①： 図書，学術雑誌，視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的 

         に整備され，有効に活用されているか。 

（観点に係る状況） 
 図書館には，閲覧室，書庫，視聴覚コーナがあり，約 70000冊の図書のほか，学術雑誌，視聴覚資
料等を備えている(資料８－２－①－１)。特徴として，図書検索用パソコンを設置していることや上
島町図書館とネットワークで接続されて，地域住民へのサービスも行っていることである。特に，し

まなみ海道地域で最も多くの海事関係資料を有している。 
 平成 17年度の教職員・学生利用状況は，年間貸出冊数 3170冊(うち学生 2433冊)，一日平均入館
者数は 70人である。利用者数は，年間を通してあまり大きな変動は認められないが，学校生活に慣
れる 6月が多くなっている。(資料８－２－①－２)。 
 図書館の利用を促進するために，図書の受入には教員による図書の選定及び学生のための購入希望

図書申込用紙の館内設置(資料８－２－①－３)を行っている。さらに，地域住民への開放，学生への
夜間・休日開放，資料館の併設，読書コンクール(資料８－２－①－４)等を行っている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校の図書館は，閲覧室，書庫，視聴覚コーナ，蔵書数等，教育研究上必要な資料が系統的に整備

されている。特に，豊富な海事関係資料，地域とのネットワーク接続などは本校図書館の特徴といえ

る。図書館の利用を促進するために，図書の受入には教員による図書の選定及び学生による図書の選

定，地域住民への開放，学生への夜間・休日開放，資料館の併設，図書コンクールなどを行っている。

また，学生のための図書検索用パソコンを設置している。 
 
資料８－２－①－１ 

出典：平成 18年度学校要覧
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出典：図書館 

資料８－２－①－２ 
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出典：図書館 
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出典：図書館 
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出典：図書原簿 

出典：図書購入希望

   申込用紙 

８－２－①－３ 
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８－２－①－４ 

 

出典：図書館 
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（２）優れた点及び改善を要する点 
（優れた点）  
練習船「弓削丸」は海技技術者育成のためだけでなく，工業系学生の教育，教員の研究,国際交流，

地域交流等さまざまな分野で活用されている。また、図書館は，図書検索用パソコンを設置している

ことや上島町図書館とネットワークで接続されて，地域住民へのサービスも行っている。 
（改善を要する点）  

 該当なし 
 
（３）基準８の自己評価の概要 
学校施設として，教室，研究室，実験室，運動場，体育館，情報処理教育センター，マルチメディ

ア教室，図書館，実習工場，練習船，学寮，福利厚生施設などが設置されている。 
教室は，快適に学習できるようにエアコンが設置されている。運動施設としては，日本陸連公認運

動場のほかに，野球場，テニスコート，体育館，武道場，剣道場，屋外プールが整備され，学生の教

育や課外活動等に活用されている。図書館は，閲覧室，書庫，視聴覚コーナがあり，約 70000冊の図
書のほか，学術雑誌，視聴覚資料等を備えている。特徴として，図書検索用パソコンを設置している

ことや上島町図書館とネットワークで接続されて，地域住民へのサービスも行っていることである。

なお，しまなみ海道地域で最も多くの海事関係資料を有している。練習船弓削丸は，海技技術者育成

のためだけでなく，電子機械工学科や情報工学科などの工業系学生にとっても一つの完結したシステ

ムを学習するために活用されている。情報ネットワークは、十分なセキュリティ管理の下，教育・研

究に必要なシステムが構築されている。組織的には、情報セキュリティ委員会を設置し、有効に活用

されている。福利厚生施設として「白雲館」，「青雲館」が設置されている。校舎地区に設置されてい

る白雲館は，学生の食堂，研修・合宿施設等のために大いに利用されている。 
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基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

（１）観点ごとの分析 

 観点９－１－①：教育の状況について，教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集・蓄積 

され，評価を適切に実施できる体制が整備されているか。 

 
（観点に係る状況） 
 平成 16年度までは，教育活動の大部分は教務委員会で審議・実施してきたため，教育活動の実態
を示す議事録等のデータは所掌部署である学生課で保管している。また，学籍簿等の重要な書類は学

生課にて保管・蓄積している。教育改善に関するアンケート，例えば学生による授業評価等は実施担

当者(主に教務主事)が収集保管している。試験問題・解答は，科目担当者が保管するように周知して
いる(資料９－１－①－１)。卒業研究論文等の学科が主体で行われる教育活動を示すデータは当該学
科で保管している(資料９－１－①－２)。平成 16年度以降の中期計画に基づいて実施された教育活動
は，中期計画関係のための保管場所を設置し(第３会議室)，データまたは写しを収集・蓄積している。 
 教育活動の評価は，自己点検・評価委員会（自己点検・評価報告書）と教務委員会に加えて，教育

内容検討委員会を平成 17年度に設置し，教育に関する各種アンケートや教育課程を検討・評価する
体制を取り始めている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 教育活動の実態を示すデータの収集・貯蓄する体制は整備されており，評価を実施する体制は平成

17年度より，教育内容検討委員会を設置するなどして整備されつつある。 
 以上のことから，教育の状況について，教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集・蓄積さ

れ，評価を適切に実施できる体制が整備されているといえる。 
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資料９－１－①－１ 

出典：文書管理規則新旧対照表 
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資料９－１－①－２ 

出典：各学科，専攻科 
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 観点９－１－②： 学生の意見の聴取(例えば，授業評価，満足度評価，学習環境評価等が考えられる｡)
が行われており，教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されてい

るか。 

 
（観点に係る状況） 
 平成９年度より，教務委員会を中心に，学生による授業評価を実施してきた(資料９－１－②－１)。
平成 16年度からは，中期計画で毎年実施することを明確に示し，授業の改善に役立てるために具体
的な方針を教育内容検討委員会で審議している(資料９－１－②－２)。その概要は，教員に評価と改
善点を提出してもらい，学校全体としての教員の改善目標及び学生の改善目標を示した(資料９－１－
②－３)。平成 17年度の授業評価には，これらの目標について達成できたかどうか検証した。また，
学生指導の観点に立って，マナー関するアンケートを実施し(資料９－１－②－４)，教員と学生のマ
ナーに関する捉え方の違いを調査した。今後の学生指導に役立てて行きたい。さらに，教員個々のア

ンケートも実施して，当該授業に即した学生の意見の聴取を行い，教育改善を行っている(資料９－１
－②－５)。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 授業評価等を通して，学生の意見の聴取が行われており，「学生による授業評価」を報告書として教

員及び学生に公表している。 
 以上のことから，学生の意見の聴取が行われており，教育の状況に関する自己点検・評価に適切な

形で反映されているといえる。 
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資料９－１－②－１ 
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出典：学生課 

 
資料９－１－②－２ 
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資料９－１－②－３ 

 

出典：教育内容検討委員会
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資料９－１－②－４ 

出典：厚生補導委員会 

出典：学級担任委員会 
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資料９－１－②－５ 

 

出典：教育内容検討委員会 
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観点９－１－③ 学外関係者（例えば，卒業（修了）生，就職先等の関係者等が考えられる。）の意

見が，教育の状況に関する自己点検・評価に適当な形で反映されているか。 

 
（観点に係る状況） 
 本校では，保護者懇談会（年２回実施），学外有識者で構成される運営諮問会議（年１回実施），就

職先企業アンケート調査，卒業生アンケート調査などを通して，学外関係者からの意見を聴取してい

る（資料７－２－①－５，９－１－③－１～３）。 
運営諮問会議で審議された内容などを参考に，自己点検評価委員会において教育水準の向上が図ら

れている（資料９－１－③－４～６）。例えば，平成 16年度に開催された第１回運営諮問会議での提
言を受けて，平成 17 年度において，練習船「弓削丸」を活用した個性的な教育活動の充実として，
四国地区高専連携・交流事業「特別講義」の実施や，適正な入学生の確保と個性伸長のための教育改

善を目指して，中学校や高等学校の教職員などを対象とした公開授業を実施するなど多くの改善を行

っている（資料９－１－③－７，８）。 
次に，教育内容検討委員会が実施するアンケート調査は，従来の教育システムを点検し，教育のよ

り一層の活性化，個性化と質の向上を図り，高等教育機関としての信頼性を高めることを目的として

いる（資料９－１－③－９）。第１回目のアンケートが，平成 18年２月に就職先企業と卒業生を対象
に実施され，今回明らかになった長所を伸長し，かつ短所を改善するべく，継続的な教育の見直しに

取り組む予定である（資料９－１－③－10，11）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
本校では，学外有識者などの提言を参考に教育改善を行った結果を「自己点検・評価報告書」とし

て毎年公表している。また，平成 17 度より卒業生や就職先企業からの意見聴取を目的としたアンケ
ートを実施するなど，継続的な教育システムの見直しに取り組んでいる。 
以上のことから，学外関係者の意見が，教育の状況に関する自己点検・評価に適当な形で反映され

ていると判断される。 
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資料 ９－１－③－１ 

出典 第１回運営諮問会議報告書
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資料 ９－１－③－２ 

出典 学生課
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資料 ９－１－③－３ 

出典 学生課
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資料 ９－１－③－４ 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ９－１－③－５ 

出典 平成１５年度自己点検・評価報告書
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資料 ９－１－③－６ 

出典 平成１６年度自己点検・評価報告書
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資料 ９－１－③－７ 

出典 学生課
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資料 ９－１－③－８ 

出典 学生課
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資料 ９－１－③－９ 

出典 弓削商船高等専門学校規則集
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資料 ９－１－③－10 

出典 学生課
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資料 ９－１－③－11 

出典 学生課
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観点９－１－④ 各種の評価（例えば，自己点検・評価，教員の教育活動に関する評価，学生による

達成度評価が考えられる。）の結果を教育上の質の向上，改善に結び付けられるよう

なシステムが整備され，教育課程の見直しなど具体的かつ継続的な方策が講じられ

ているか。 

 
（観点に係る状況） 
本校では，教務委員会，自己点検・評価委員会，及び教育内容検討委員会などを設置しており，教

育上の質の向上や，問題点を改善するための組織が整備されている（資料７－２－④－１，９－１－

③－４，９）。 
また，教育内容検討委員会の下部組織として，カリキュラム検討ワーキンググループを設置し，５

～６年を１周期（次年度入学生から新カリキュラムを適用するため）として具体的かつ継続的な教育

課程の見直しがなされている。これまでの実績として，平成 11年度には，平成 10年に大学審議会の
答申「21世紀の大学像と今後の改革方針―競争的環境の中で個性が輝く大学―」がなされたのを受け
て，本校の個性を活かした特色ある教育課程への見直しに取り組んだ結果，生物概論，海事工学，及

び海事工学演習といった海洋や船舶に関係する選択科目を新設するに至った（資料９－１－④－１，

２）。さらに，平成 17 年度には，大学単位（一単位当たり 45 時間の学修が必要な科目）の導入に向
けた検討がなされた（資料９－１－④－３）。これは，平成 18年度に試行的に実施し，学生や教員の
意見を反映させてカリキュラムの改定に着手するためである。 
さらに，図書館長の所掌のもとで，教育改善（FD）の一環として年４回程度実施される教育懇談会
があり，平成 17年度末現在で，通算 42回開催されている（資料９－１－④－４）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
本校では，資料９－１－④－５にあるように，教育課程の見直しに関する委員会等が継続的に開催

されている。また，カリキュラム検討ワーキンググループでは，本校の特徴を活かした教育課程への

見直しとして新科目の設置や，大学単位の導入の検討などの実績を有している。さらに，教育懇談会

などを通して，継続的な教育改善に取り組んでいる。以上のことから，各種の評価の結果を教育上の

質の向上，改善に結び付けられるようなシステムが整備され，教育課程の見直しなど具体的かつ継続

的な方策が講じられていると判断できる。 
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資料 ９－１－④－１ 

出典 学生課
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資料 ９－１－④－２ 

出典 弓削商船高等専門学校の現状と課題
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資料 ９－１－④－３ 

出典 学生課
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資料 ９－１－④－４ 

出典 庶務課
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資料 ９－１－④－５ 

出典 庶務課・教務課
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観点９－１－⑤ 個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，授業内

容，教材，教授技術等の継続的改善を行っているか。また，個々の教員の改善活動

状況を，学校として把握しているか。 

(観点に係る状況) 
学生による授業評価アンケートの結果から，各教員が自身の授業内容を検討し，改善すべき課題を

自己分析し，教務主事に報告している（資料９－１－⑤－１）。これらの自己分析結果を「学生のよる

授業評価」報告書に記載し，全教員に配布している（資料９－１－⑤－２）。さらに，教育内容検討委

員会では，学校全体での改善目標（「教員の改善点」と「学生の改善点」）を見出し，教員会議及び教

室へ改善目標を貼り出すことで教員及び学生に周知している（資料９－１－⑤－３）。さらに、平成

17年度は目標が達成できたかを確認するためアンケートを行っている（資料９－１－⑤－４）。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
ＰＤＣＡ（計画，実行，チェック，フィードバック）を念頭において，学生による授業評価を学生， 
個々の教員，学校（教育内容検討委員会）が一体になって改善活動を展開しようとしている。 
 個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，授業内容，教材，教授

技術等の継続的改善を行い，また，個々の教員の改善活動状況を，学校として把握しているといえる。 

 

資料９－１－⑤－１ 

 

出典：教育内容検討委員会 
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資料９－１－⑤－２ 

出典：学生による授業評価報告書（平成 16年度）
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資料９－１－⑤－３ 

資料９－１－⑤－４ 

出典：学生課 

出典：教育内容検討委員会 
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出典：教育内容検討委員会 



弓削商船高等専門学校 基準９ 

 - 509 -

観点９－１－⑥ 研究活動が教育の質の改善に寄与しているか。 

(観点に係る状況) 
個々に教員の研究活動は，文学，工学，海洋科学などの幅広い分野で不断に行われている（資料Ａ

－１－①－１）。個々の教員の研究成果は，各教員の指導する卒業研究・特別研究に多く取り入れられ

ている(資料９－１－⑥－１)。教員の研究分野と卒業研究が関連することで，社会が求めている教育
研究に関する情報に触れる機会が多くなり，教育の質の改善につながっている。特に，専攻科の特別

研究では，学会での発表を推奨しており，プレゼンテーション能力の向上につながっている。 
本校では平成 15 年度から「本校の環境を活かした授業改善への取り組み」を行っており，各教員

の研究を授業等に取り入れることで授業改善に結び付けている（資料９－１－⑥－２）。 
また，弓削丸での共同研究に学生を参加させることにより，学生に学習内容との関連を示し，学習

への動機付けを行っている（資料９－１－⑥－３）。 
専攻科では授業に個々の教員の専門分野の論文を取り上げることも多く（資料９－１－⑥－４），学

生に対して新しい話題を提供することで，学習意欲の向上につなげるようにしている。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
 教員の研究テーマと卒業研究，授業に内容が連動しており，さらに研究内容を授業に取り込む努力

も行われている。 
教員の研究は卒業研究や特別研究を中心に教育への還元がなされている。また，「本校の環境を活か

した授業改善への取り組み」も学校全体として奨励している。 
以上のことから，研究活動が教育の質の改善に寄与しているといえる。 
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資料９－１－⑥－１ 

出典：認証評価ＷＧ 
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資料９－１－⑥－２ 

出典：本校の環境を活かした授業改善

への取り組み（平成 17年度）
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資料９－１－⑥－３ 

出典：弓削丸年報 
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資料９－１－⑥－４ 

 
 

出典：専攻科シラバス 
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観点９－２－①：ファカルティ・ディベロップメントについて組織として適切な方法で実施されてい

るか。 

（観点に係る状況） 
 本校は商船系学科と工業系学科を有していて，入学してくる学生が多様であり，また離島という特

殊な立地条件から地域の様々なニーズに応えなくてはならない。教員自身の教授能力を向上させるた

めにもファカルティ・ディベロップメントは欠かせない。組織としての取り組みとして，新任教員に

対して年度初めに新任教員研修を行っている（資料９－２－①－１）。また，本校練習船「弓削丸」を

様々な分野で利用していくため，商船学科の教員のみならず，他学科の教員や新任教員，研究で「弓

削丸」を利用する教員に対して弓削丸利用説明会を開催している（資料９－２－①－２）。さらに，教

員相互の資質向上のため本校教員のみならず，近隣の中・高校の教員に対しても公開授業が行われて

いる（資料３－２－②－３，資料３－２－②－４）。 
また平成９年７月より図書館が主体となって教員研究懇談会を毎年４回程度開催し，本年３月の開

催で４２回目を数える（資料９－２－①－３）。この教員研究懇談会は，各教員の最新研究テーマの発

表（資料９－２－①－４）や四国地区教員研究集会（資料９－２－①－５）など他の機関で得てきた

情報をその他の教員へ報告することによって，多くの教員から広く意見を交換し合い教員同士の資質

向上及び情報の共有に大いに役立てている。 
 また，平成 9年度から授業評価アンケートを定期的に行っている（資料３－２－②－２）。 
 
（分析結果とその根拠理由）  
 本校の組織としてのファカルティ・ディベロップメントは，新任教員研修，公開授業，教員研究懇

談会，弓削丸利用説明会等を取り組んでいる。特に教員研究懇談会は平成９年より 42 回を重ねる本
校教員の資質の向上に繋げる重要な研修会となっている。 
 以上のことから，ファカルティ・ディベロップメントについて組織として適切な方法で実施されて

いるといえる。 
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資料９－２－①－１ 

出典：庶務課 
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資料９－２－①－２ 

出典：弓削丸利用説明会実施報告書 
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資料９－２－①－３ 

出典：庶務課 
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資料９－２－①－４ 

出典：庶務課 
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資料９－２－①－５ 

出典：四国地区高等専門学校共同事業

ＦＤ研修会報告集 
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観点９－２－②：ファカルティ・ディベロップメントが教育の質の向上や授業の改善に結び付いてい

るか。 

（観点に係る状況） 
 教員の資質の向上のために本校教員のみならず近隣の中学・高校の教員に対しても公開授業が行わ

れ，それに対するアンケート調査を行った（資料９－２－②－１）。また，平成１６年度の授業評価ア

ンケートでは，その結果を各教員に自己分析と改善点を指摘してもらい，教員の授業改善に対する関

心を深めてもらった。これら冊子まとめとして各教室に配布した（資料３－２－②－２）。これに伴い，

教育内容検討委員会において学生及び教員に改善点を明確にし（資料９－２－②－２），その改善を促

すために各教室に掲示した。さらに平成 17 年度にその改善点が見られたかというアンケートを行っ
た（資料９－２－②－３）。 
 また，四国地区教員研究集会（資料９－２－①－５）など本校以外でも行われたものは，担当教員

が得てきた情報をその他の教員へ報告する。さらに本校の教員研究懇談会に参加した教員に対してア

ンケートを行い（資料９－２－②－４），四国地区での研究集会に不参加であった教員にも情報が行き

渡り，教員同士の資質向上及び情報の共有に大いに役立てている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 ファカルティ・ディベロップメントに関する事業実施後は必ずアンケートを行い，教育の質の向上

等に結びつけようと努力している。 
 授業評価アンケートを行った結果は，改善策を学生及び教員に冊子や教室に掲示するなど周知徹底

させ，改善を図った。その改善策に対するアンケートも行われた。 
 以上のことからファカルティ・ディベロップメントが教育の質の向上や授業の改善に結び付いてい

るといえる。 
資料９－２－②－１ 

出典：教育内容検討委員会 
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出典：教育内容検討委員会 
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資料９－２－②－２ 

 
出典：教育内容検討委員会 
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出典：教育内容検討委員会 

資料９－２－②－３ 
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資料９－２－②－４ 

出典：教務主事 



弓削商船高等専門学校 基準９ 

 - 525 -

（２）優れた点及び改善を要する点 

 （優れた点） 
 図書館が主体となって教員研究懇談会が平成９年７月に第１回目を行なわれ，その後毎年４回

程度開催し，本年３月の開催で 42 回目を数える。各教員の最新研究テーマの発表や四国地区教
員研究集会など高専機構や他の機関で得てきた情報をその他の教員へ報告することによって，多

くの教員から広く意見を交換し合い教員同士の資質向上及び情報の共有に大いに役立てている。 
 
 （改善を要する点） 
 該当なし 
 
（３）基準９の自己評価の概要 

 教育活動の実態を示すデータの収集・貯蓄する体制は整備されており，評価の実施体制は教務委員

会が中心であったが，平成 17年度より，教育内容検討委員会を設置するなどして充実されつつある。
また，学内外の教育に関する意見の聴取については，「学生による授業評価」，「学習達成度評価」，「卒

業生・企業によるアンケート」を実施し，報告書として教員及び学生に公表している。学外関係者の

意見については，学外有識者などの提言を参考に教育改善を行った結果を「自己点検・評価報告書」

として毎年公表し，継続的な教育状況の見直しに反映させている。 
教育改善のための組織としては，教務委員会，自己点検・評価委員会，教育内容検討委員会が設置

されていて，それぞれの下部組織であるワーキンググループと協力して教育の改善に努力している。

さらに，平成９年７月より，毎年４回程度開催される教員研究懇談会がある。 
 個々の教員の改善活動とその状況の把握は，学生による授業評価アンケートを中心に，平成９年度

より行われており，授業の改善に役立っている。 
研究活動と教育の質の改善については，教員の研究テーマと卒業研究，授業の内容が連動しており，

さらに研究内容を授業等に取り込む努力も行われている。 
教員自身の教授能力を向上させるためのファカルティ・ディベロップメントに関しては，組織

としての取り組みとして，年度初めに新任教員研修，教員相互の資質向上のため本校教員のみな

らず，近隣の中・高校教員に対しても公開授業が行われ，それに対するアンケート調査も行った。

また，練習船「弓削丸」を様々な分野で活用していくため，商船学科以外の教員に対して弓削丸

利用説明会を開催している。さらに，教員研究懇談会は，多くの教員から広く意見を交換し合い

教員同士の資質向上及び情報の共有に大いに役立てられている。 
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基準10 財務 

（１）観点ごとの分析 

観点10－１－①： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。

また，債務が過大ではないか。 

（観点に係る状況）  

本校の資産については，文部科学省から出資された土地及び建物・設備等を有しており，過大な

債務はない（資料10－１－①－１，資料10－１－①－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

良好である。 

旧国有財産台帳記載分の土地，建物，設備については，全て出資金として引継がれている。 

資料10－１－①－１ 

貸借対照表(平成17年４月１日～平成18年３月31日)  

資産科目 資産金額 負債・資本科目 負債・資本金額
［資産の部］ 4,183,147,485 ［負債の部］ 203,558,756
    流動資産 133,980,638    流動負債 109,266,014
        現金及び預金 53,581,441        運営費交付金債務 0
            現金 0        授業料債務 69,089,700
            当座預金 0         承継剰余金債務 0
            普通預金 53,581,441        預り施設費 455,000
            定期預金 0         預り補助金等 0
            その他預金 0        預り寄附金 16,118,500
        有価証券 0         前受受託研究費等 1,500,000
            有価証券 0        前受受託事業費等 0
        受取手形 0        短期借入金 0
            受取手形 0        １年以内返済予定長期借入金 0
        未収学生納付金収入 68,848,350         未払金 2,569,819
            未収学生納付金収入 68,848,350         未払消費税等 0
        棚卸資産 1,244,830         未払費用 8,544,788
            未成研究支出金 1,244,830             給与 3,911,468
            未成事業支出金 0             法定福利費 39,216
            貯蔵品 0             賃借料 0
        未収入金 0             水道光熱費 1,629,292
            未収入金 0             未払利息 0
        前渡金 342,486             その他未払費用 2,964,812
            前渡金 342,486         前受金 0
        前払費用 9,359,491         預り金　 10,988,207
            前払費用 9,088,172             科学研究費 1,979,143
                法定福利費 9,083,662             社会保険料 0
                未経過賃借料 0             源泉所得税等 1,812,900
                未経過保険料 4,510             職員宿舎貸付料 0
                未経過支払利息 0             その他預り金 7,196,164
            その他の前払費用 271,319         前受収益 0
        未収収益 0             前受利息 0
            未収収益 0             その他前受収益 0
　　　短期貸付金         引当金 0
            短期貸付金             賞与引当金 0
        その他の流動資産 601,000             修繕引当金 0
            仮払金 601,000             損害補償損失引当金 0
                仮払消費税 3,040             その他の引当金 0
                旅費仮払 0         その他の流動負債 0
            立替金 0             仮受金 0
            その他流動資産 0             その他の流動負債 0
        徴収不能引当金     固定負債 94,292,742
            徴収不能引当金 0         資産見返負債 90,015,703
        貸倒引当金 0             資産見返運営費交付金等 45,904,730
            貸倒引当金 0                 資産見返運営費交付金 45,904,730
    固定資産 0                 資産見返授業料 0
        有形固定資産             資産見返補助金等 0
            建物 2,146,623,100             資産見返寄附金 1,217,965
                建物 1,542,260,750             資産見返物品受贈額 42,893,008
                建物附属設備 604,362,350             建設仮勘定見返運営費交付金等 0
            建物減価償却累計額 -244,215,096                建設仮勘定見返運営費交付金 0
            構築物 265,486,000                 建設仮勘定見返授業料 0
            構築物減価償却累計額 -84,087,276             建設仮勘定見返施設費 0
            機械装置 0             建設仮勘定見返補助金等 0
            機械装置減価償却累計額 0             建設仮勘定見返寄付金 0
            船舶 415,587,050         長期預り金補助金等 0
            船舶減価償却累計額 -64,603,662         長期預り金寄附金 4,277,039
            車両運搬具 4,874,717         長期前受受託研究費等 0
            車両運搬具減価償却累計額 -1,033,309         長期前受受託事業費等 0
            工具器具備品 108,458,985         長期借入金 0
            工具器具備品減価償却累計額 -26,793,163         長期未払金 0
            土地 1,513,650,000         引当金 0
            建設仮勘定 0             退職給付引当金 0
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            その他の有形固定資産 9,563,501            追加退職給付引当金 0
            その他の有形固定資産減価償却累計額 0            その他の引当金 0
        無形固定資産 297,000        その他の固定負債 0
            特許権 0 ［資本の部］ 3,979,427,928
            借地権 0    資本金 4,310,788,000
            実用新案権 0        政府出資金 4,310,788,000
            意匠権 0        その他出資金 0
            ソフトウェア 0    資本剰余金 -362,720,408
            電話加入権 297,000        資本剰余金 31,750,501
            その他の無形固定資産 0            資本剰余金施設費 15,015,000
            著作権 0            資本剰余金運営費交付金 0
            特許権仮勘定 0            資本剰余金授業料 0
        投資その他の資産 5,359,000            資本剰余金補助金等 0
            投資有価証券 0            資本剰余金寄附金 0
　　　　　長期貸付金 5,359,000            資本剰余金目的積立金 0
            長期前払費用 0            資本剰余金譲与 9,860,501
            未収財源措置予定額 0            その他の資本剰余金 6,875,000
            敷金・保証金        損益外減価償却累計額 -394,470,909
            破産債権、再生債権、更正債権その他これらに順ずる債権 0        損益外固定資産除売却差額 0
            その他の投資その他の資産 0    利益剰余金 32,537,836
[本支店勘定] -160,801        前中期目標期間繰越積立金 0
    [本支店]機構本部 -160,801        目的積立金 0

           目的積立金 0
           目的積立金 0
           目的積立金 0
       積立金 0
       当期未処分利益 32,537,836
   繰越欠損金 0
       当期未処理損失 0
   その他の有価証券評価差額金 0

資産科目合計金額 4,182,986,684 負債・資本科目合計金額 4,182,986,684  

 

資料10－１－①－２ 

資産保有状況一覧 

類 型 資 産 勘 定 科 目 額
土 地 1 0 8 , 8 6 1 . 6 7 ㎡ 1 , 5 1 3 , 6 5 0 , 0 0 0
建 物 3 1 , 3 7 8 . 6 1 ㎡ 1 , 7 2 6 , 5 0 0 , 6 5 1
建 物 附 属 設 備 － 6 1 7 , 4 8 8 , 2 4 9
構 築 物 － 2 6 5 , 4 8 6 , 0 0 0
機 械 装 置 － 0
船 舶 3 0 隻 4 1 5 , 5 8 7 , 0 5 0
車 両 運 搬 具 － 4 , 8 7 4 , 7 1 7
工 具 器 具 備 品 － 1 1 1 , 5 9 3 , 9 8 5
ソ フ ト ウ ェ ア － 1 , 0 2 5 , 3 2 5
電 話 加 入 権 － 2 9 7 , 0 0 0

※ 　 建 物 の 面 積 は 延 べ 面 積 で あ る 。
※ 　 平 成 １ ８ 年 ３ 月 末 現 在 の 保 有 状 況 で あ る 。

固 定 資 産 保 有 状 況 一 覧

面 積 又 は 数 量

弓 削 商 船 高 等 専
門 学 校

 

観点10－１－②：学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が継続

的に確保されているか。 

（観点に係る状況）  

機構本部から配分される運営費交付金・施設整備費補助金等の確保に加えて,寄附金（奨学寄附

金），共同研究，受託研究，科学研究費補助金等の外部資金の獲得により経常的収入を確保するこ
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　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 1,279,833 1,349,155 2,044,801 1,213,321 1,354,246

ととしている。そのため，「外部資金獲得に関する説明会」を開催したり，特に科学研究費補助金

については，学内説明会を開き，申請の呼びかけ及び申請書の査読を行い，ブラッシュアップ後に

申請を行うなど採択に向けた取り組みをしている（資料10－１－②－１，資料10－１－②－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

確保の状況は良好である。；運営費交付金及び施設整備費補助金等の基本的財源の確保は出来て

いる。各種競争的資金及び外部資金の獲得については，積極的に取り組んでいるものの，件数・金

額共に伸び悩みの状態にある。安定した教育研究活動を展開する体制にするためには，競争的資金

及び外部資金の安定確保に加えて，科学研究費補助金の採択率を向上させる等，今以上に競争的資

金の積極的な獲得の必要がある。 

 

資料10－１－②－１ 

国費関係 予算額（年度）別          （千円） 

 

 

                                       （千円） 

国立学校 1,205,784 1,307,472 1,417,765   

運営費交付金  1,168,271 1,152,083

施設整備費 74,049 41,683 627,036 45,050 202,163

 

 

資料10－１－②－２    

収入の確保等の状況(授業料等，外部資金等) 

寄附金（奨学寄附金） (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
受入件数 21 16 15 10 11
受入金額 8,133 10,775 10,005 12,162 7,223

共同研究 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
受入件数 0 0 1 1 3
受入金額 0 0 1,000 1,000 1,720

受託研究 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
受入件数 0 0 0 2 0
受入金額 0 0 0 924 0

受託事業 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
受入件数 0 0 0 0 0
受入金額 0 0 0 0 0  
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科学研究費補助金 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
交付件数 4 4 5 6 3
交付金額 6,600 5,200 6,600 7,000 2,600

授業料 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 109,187 114,512 126,400 125,226 132,256

入学料及び検定料 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 14,936 14,389 14,252 15,233 17,335

講習料 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 73 99 71 50 38

学校財産貸付料 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 618 551 509 952 452

職員宿舎貸付料（公務員宿舎貸付料） (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 6,339 5,550 6,221 8,441 8,479

寄宿料 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 2,025 2,473 2,557 2,532 2,787

刊行物売払代 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 0 0 0 0 0

不用物品売払代 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 0 0 0 0 0

学校災害共済掛金保護者負担金 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 851 891 929 906 955

雑入 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 0 0 90 18,832 1

労働保険料被保険者負担金 (千円）
　 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
金額 17 38 68 5,044 5,737
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観点10－２－①： 学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計

画等が策定され，関係者に明示されているか。 

（観点に係る状況）  

高専機構会計規則第17条（訪問調査時に資料提示）において，理事長は年度計画に基づき予算実

施計画を作成し，これに基づいて収入，支出を管理することになっている。これに伴い本校では，

自己収入を含め，配分された運営交付金を予算の範囲内として効率的・効果的かつ適切な執行に努

めている。年間の収入見込額及び所要額を概算要求書（訪問調査時に資料提示）にまとめ機構本部

に提出している。収入見込額の内訳は，授業料・入学検定料と雑収入に大きく２分され，雑収入に

は，施設使用料等の外に受託研究，共同研究，寄附金，科学研究費等があり，受託研究等について

は，「運営委員会」で明示し，審議，決定の上，承認されて受け入れることになっている。一方，

支出については，基本給等人件費の見込額及び手当，旅費等所要額を見込み計上している。これら

を基本に機構本部から当初配分（訪問調査時に資料提示）があり，本校の当初配分(案)を試算し，

運営委員会（訪問調査時に資料提示）で審議後，学内に配分している。運営委員会の決定は分科会

を通じて学内に周知されている。収入，支出のバランスについては，四半期毎に「職員基本給等所

要額調」（訪問調査時に資料提示）を作成している。内容は，これまでの支出実績と今後の所要額

見込み，及びこれまでの収入実績と今後の収入見込額を報告することにより，収支のバランスを考

慮しながら適正な執行に努めるようにしている。 

 

 

（分析結果とその根拠理由）  

収入見込，支出見込を的確に把握することで，収支のバランスは適正に保たれているのが現状であ

る。 

 

 

 

観点10－２－②： 収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

（観点に係る状況）  

平成17年度の収支については以下のとおりである（資料10－２－②－１，資料10－２－②－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 適正な予算管理がなされている。 
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資料10－２－②－１  

平成17年度の収入額及び支出額（単位：千円） 

 

 

 

 

202,163

17,335

11,758

1,720

132,256

25,869
2,600

990,801

運営費交付金（資金送
金）

施設整備費補助金

授業料

入学料及び検定料

雑収入

産学連携

寄附金

科学研究費

202,163
2,600

8,9071,720

1,151,958

業務費

施設整備費

産学連携

寄附金

科学研究費

 

 ※前年度繰越の寄附金18,646を含む 

 

 

資料10－２－②－２ 

損益計算書(平成17年４月１日～平成18年３月31日)  

勘定科目表示名称 明細金額 金額 合計金額 勘定科目表示名称 明細金額 金額 合計金額
［経常費用］ ［経常収益］
    業務費     ［経常収益］運営費交付金収益 985,986,811
        教育・研究経費     ［経常収益］授業料収益
            消耗品費 48,044,370         ［授業料収益］授業料収益 143,457,900
            備品費 18,486,878         ［授業料収益］講習料収益 38,400 143,496,300
            印刷製本費 3,309,838     ［経常収益］入学金収益 13,705,200
            水道光熱費     ［経常収益］検定料収益 363,000
                電気料 16,924,877     ［経常収益］受託研究等収益
                ガス料 297,883         受託研究収益 0
                水道料 1,713,811 18,936,571         共同研究収益 1,720,000 1,720,000
            旅費交通費 10,399,921     ［経常収益］受託事業等収益 0
            通信運搬費 1,467,481     ［経常収益］補助金等収益 0
            賃借料 13,600     ［経常収益］寄附金収益 8,026,514
            車両燃料費 6,256,496     ［経常収益］施設費収益 9,217,450
            福利厚生費 0     ［経常収益］資産見返負債戻入
            保守費 118,430         資産見返運営費交付金等戻入 12,192,795
            修繕費 24,595,747         資産見返補助金等戻入 85,444
            損害保険料 0         資産見返寄附金等戻入 1,376,830
            広告宣伝費 0         資産見返物品受贈額戻入 11,811,092
            行事費 0         特許権仮勘定見返運営費交付金戻入 0 25,466,161
            諸会費 371,797     ［経常収益］財務収益
            会議費 850         受取利息 757
            委託調査研究費 0         その他の財務収益 0 757
            文献複写費 0     ［経常収益］雑益
            支払派遣費 0         財産貸付料収入 11,718,467
            プログラム開発費 0         文献複写料 0
            支払報酬         物品受贈益 0
                諸謝金 1,063,536 1,063,536         債権受贈益 0
            奨学費         承継剰余金債務戻入 0
                奨学交付金 10,967,550         その他の雑益 0 11,718,467
                留学生給与 0 10,967,550 ［経常収益］合計 1,202,967,660
            減価償却費 13,641,077 経常利益 912,206
            貸倒損失 234,600 ［臨時損失］
            貸倒引当金繰入額 0     ［臨時損失］固定資産除却損 1,085,577
            徴収不能引当金繰入額 0     ［臨時損失］固定資産売却損 0
            雑費     ［臨時損失］災害損失 0
                傭船料 0     ［臨時損失］その他の臨時損失 0
                特許出願費 0 ［臨時損失］合計 -1,085,577
                移設撤去費 0 ［臨時利益］
                損害賠償費 0     [臨時利益]固定資産売却益 0
                雑役務費 6,536,987 6,536,987 164,445,729     [臨時利益]貸倒引当金戻入 0

 

総収入額 1,384,502※ 総支出額 1,367,348 
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        教育研究支援費     [臨時利益]徴収不能引当金戻入 0
            消耗品費 5,384,458     [臨時利益]退職給付引当金戻入 0
            備品費 517,348     ［臨時利益］資産見返負債戻入
            印刷製本費 261,840         資産見返運営費交付金等戻入 0
            水道光熱費         資産見返補助金等戻入 0
                電気料 2,263,385         資産見返寄附金戻入 0
                ガス料 0         資産見返物品受贈額戻入 0 0
                水道料 303,951 2,567,336     [臨時利益]その他引当金戻入 0
            旅費交通費 5,743,693     [臨時利益]その他の臨時利益 0
            通信運搬費 6,585,955 ［臨時利益］合計 0
            賃借料 6,095,250 ［当期純利益（純損失）］ -173,371
            車両燃料費 0 ［目的積立金取崩額］ 0
            福利厚生費 0 ［当期総利益（総損失）］ -173,371
            保守費 3,308,474
            修繕費 53,550
            損害保険料 0
            広告宣伝費 0
            行事費 0
            諸会費 234,130
            会議費 0
            支払派遣費 0
            プログラム開発費 0
            支払報酬
                諸謝金 0 0
            減価償却費 9,798,722
            貸倒損失 0
            貸倒引当金繰入額 0
            徴収不能引当金繰入額 0
            雑費
                移設撤去費 0
                損害賠償費 0
                雑役務費 106,050 106,050 40,656,806
        受託研究費
            謝金 0
            旅費交通費 324,140
            人件費 46,953
            物件費 1,330,907
            減価償却費 0
            その他の受託研究費 0 1,720,000
        受託事業費
            謝金 0
            旅費交通費 0
            人件費 0
            物件費 0
            減価償却費 0
            その他の受託事業費 0 0
        教員人件費
            常勤教員給与
                常勤教員給与 324,304,396
                常勤教員賞与 121,479,658
                常勤教員賞与引当金繰入額 0
                常勤教員退職給付費用 45,378,597
                常勤教員法定福利費 7,187,254 498,349,905
            非常勤教員給与
                非常勤教員給与 16,063,100
                非常勤教員賞与 0
                非常勤教員賞与引当金繰入額 0
                非常勤教員退職給付費用 0
                非常勤教員法定福利費 81,106 16,144,206 514,494,111
        職員人件費
            役員報酬
                役員報酬 0
                役員賞与 0
                役員賞与引当金繰入額 0
                役員退職給付費用 0
                役員法定福利費 0 0
            常勤職員給与
                常勤職員給与 209,385,490
                常勤職員賞与 7,254,698
                常勤職員賞与引当金繰入額 0
                常勤職員退職給付費用 37,743,120
                常勤職員法定福利費 4,700,787 324,378,095
            非常勤職員給与
                非常勤職員給与 8,542,260
                非常勤職員賞与 508,022
                非常勤職員賞与引当金繰入額 0
                非常勤職員退職給付費用 55,320
                非常勤職員法定福利費 598,369 9,703,971 334,082,066
    一般管理費
        一般管理費
            消耗品費 9,041,887
            備品費 398,850
            印刷製本費 1,131,210
            水道光熱費
                電気料 1,447,722
                ガス料 0
                水道料 171,084 1,618,806
            旅費交通費 9,461,407
            通信運搬費 5,061,100
            賃借料 3,611,200
            車両燃料費 2,675,945
            福利厚生費 348,087
            保守費 7,797,905
            修繕費 341,254
            損害保険料 17,542
            広告宣伝費 0
            行事費 0
            諸会費 124,400
            会議費 0
            委託調査研究費 0
            支払派遣費 0
            プログラム開発費 0
            諸謝金 204,000
            支払手数料
                銀行手数料 431,905
                その他手数料 0 431,905
            租税公課
                自動車重量税 22,000
                固定資産税 2,047,300
                収入印紙代 0
                消費税等 0
                その他の租税公課 0 13,200  
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                固定資産税 2,047,300
                収入印紙代 0
                消費税等 0
                その他の租税公課 0 2,069,300
            減価償却費 1,322,385
            貸倒損失 0
            貸倒引当金繰入額 0
            徴収不能引当金繰入額 0
            雑費
                環境整備費 82,452,796
                移設撤去費 1,865,325
                雑役務費 16,681,438 100,999,559 146,656,742
    財務費用
        財務費用
            支払利息 0
            その他の財務費用 0 0
    雑損
        雑損 0
［経常費用］合計 1,202,055,454

 

観点10－２－③： 学校の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む）

に対し，適切な資源配分がなされているか。 

（観点に係る状況）  

学内の予算配分においては，教育研究活動の活性化を図るため，校長裁量経費を設けている。校

長裁量経費は，年度毎に重点事項に対する措置対応経費を決定し，運営費交付金保留額から優先的

に使用できるように配分している。又，教育研究業績を基に校長に選抜された優秀教員に対して別

途支援経費が配分される等傾斜配分している（訪問調査時に資料提示）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

優れている。；校長のリーダーシップのもと教育研究活動の活性化を図るために競争的環境を設

け，研究の質の向上等に応じた有効な配分がなされている。重点事項経費を優先的に配分すること

により，施設，設備等の環境も改善されている。 

 

 

観点10－３－①： 学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

（観点に係る状況） 独立行政法人通則法第３８条により、国立高等専門学校機構は、全国高専を

集計した財務諸表を作成し、当該事業年度終了後、三月以内に文部科学大臣に提出し、承認を受け

ることになっている。それを受けて、財務諸表は公表されることになっている。（前述資料10－２

－②－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 機構本部が全国高専を集計した連結決算として公表する予定である。 

 

観点10－３－②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

（観点に係る状況）  

監査機能の充実に関する具体的方策として，外部評価を含め定期（年１回）及び必要に応じ随時

監査を行うこととしている。平成17年度においては，四国地区高専間での相互監査を詫間電波高専

と平成18年３月に実施した（資料10－３－②－１）。 
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（分析結果とその根拠理由）  

高専間での相互監査が実施出来，内部牽制及び財務会計上の処理の適正を確認した。 

 

資料10－３－②－１ 

平成１８年３月実施 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

いずれの観点においても，教育目標を達成するための財源の確保並びに予算の適正配分，及び適

正かつ効率的予算執行に対する努力がなされている。 

 

（改善を要する点）  

運営費交付金等基本的財源は確保されているものの，戦略的競争基金や外部資金である寄付金，

受託研究，共同研究の受入件数を増加させること，又，科学研究費等の申請件数及び採択率をあげ

ること等が改善を要する 

 

（３）基準10の自己評価の概要 

学校の目的を達成するための教育研究活動を円滑に行うには，継続的な財源の確保が必須であると

考えている。本校における基本的財務の状況としては，「収支に関する計画」及び「その執行状況」

ともに基準を満たしていると自己評価している。前述のとおり，教育研究活動を進めるために必要な

資産を有している状況，授業料等の収入状況，機構本部からの運営費交付金等の予算配分の状況から

みて，経常的な収入は確保されていると考えている。今後の国の財政を考慮すれば，機構本部からの

予算配分額が減額されることは明確であることから，現在，伸び悩み状態にある科学研究費補助金，

共同研究，受託研究費等の外部資金の獲得増を図ること，限られた財源を効率よく有効に使用するた

めの経費削減が急務であると考えている。 
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基準 11 管理運営 

（１）観点ごとの分析 

観点 11－１－①：学校の目的を達成するために，校長，各主事，委員会等の役割が明確になっており 

効果的な意志決定が行える態勢となっているか。 
（観点にかかる状況） 
 本校では，校長のリーダーシップの下，迅速な意思決定が行える態勢となっている（資料 11－１－
①－１）。 
 学則第９条第１項により教務主事，学生主事，寮務主事を配置し，同第２項から４項でその役割を

明確に定めている（資料 11－１－①－２）。また，委員会等においても，内部組織規則第 15条により
設置され，それぞれ規則を定めている（資料 11－１－①－３）。 
 各種委員会は，平成 16年 12月にそれまでの委員会組織を見直し，より効率的に意思決定が行える
よう，それらを整理統合，廃止並びに改正を行った（資料 11－１－①－４）。 
 また，内部組織規則第 13 条により運営委員会を設置し，校長を委員長に，各主事，各学科長，専
攻科長，図書館長，情報処理教育センター長，地域共同研究推進センター長，各学科から選出された

教員各１名，事務部長を委員に組織され，学則や規則，予算，管理運営等，学校の重要事項を審議す

ることとしている（資料 11－１－①－５）。 
 さらに，本校の「校報第 58 号」で，校長，各主事，専攻科長，学科長，学級担任，各種委員会，
事務組織について，それぞれ設置根拠，役割等について掲載し，本校の教職員全員に周知した（資料

11－１－①－６）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校は，校長のリーダーシップの下に，教務主事を副校長として，学生主事，寮務主事を校長補佐

として配置し，迅速な意思決定ができる態勢になっている。 
 また，各種委員会においては，平成 16 年度に組織の見直しを行い，効率的で責任ある意思決定が
行えるように改善された。 
 さらに，校長，各主事，学科長，学級担任や各種委員会等について，その役割を明確にして全教職

員に周知している。 
 以上のことから，本校は校長，各主事，委員会等に役割が明確になっており，効果的な意思決定が

行える態勢であるといえる。 
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資料 11－１－①－１ 

出典：平成 18年度学校要覧
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資料 11－１－①－２ 

 

資料 11－１－①－３ 
                          

出典：弓削商船高等専門学校学則 

出典：弓削商船高等専門学校内部組織
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資料 11－１－①－４ 
 

出典：庶務課 
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資料 11－１－①－５ 
 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料 11－１－①－６ 
 
                           

出典：校報第 58号 
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観点 11－１－②：管理運営に関する各種委員会及び事務組織が適切に役割を分担し，効果的に活動し

ているか。 

（観点に係る状況） 
 管理運営に関する各種委員会については，校長が運営委員会，将来計画委員会等を，教務主事が教

務委員会等，学生主事が厚生補導委員会等，寮務主事が寮務委員会をそれぞれ所掌し，役割を分担し

ている。また，平成 16年 12月に，それまでの委員会組織を見直し，それらの規則を整理統合，廃止
並びに改正を行い，役割をより明確にするとともに，さらに効果的に活動できるよう改善した（資料

11－１－②－１）。 
 事務組織は，事務組織規程に基づき，事務部長が置かれ，事務部長の下に庶務課，会計課，学生課

の３課が置かれている。各課の事務分掌は，同規程により明確かつ適切に役割が分担され機能してい

る（資料 11－１－②－２）。また，「部課長会」を定期的に開催し，各課の懸案事項等を協議すること
によって，各課の横の連携をとっている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 管理運営に関する各種委員会は，校長，各主事がそれぞれ役割を分担し所掌している。また，平成

16年度に組織が見直され，各委員会規則が整理統合等されており，その役割の明確化，効率化が図ら
れている。事務組織においても，事務組織規程により各課の役割は明確にされ果たされている。 
 以上のことから，本校は管理運営に関する各種委員会及び事務組織が適切に役割を分担し，効果的

に活動していると言える。 

出典：校報第 58号 
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資料 11－１－②－１ 

出典：庶務課 
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資料 11－１－②－２ 

 
 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出 

 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 



弓削商船高等専門学校 基準 11 

 - 548 -

観点 11－１－③：管理運営の諸規定が整備されているか。 

（観点に係る状況） 
管理運営に関する諸規定は，内部組織規則第 13条２項及び 15条２項に基づき，運営委員会規則及
び各種委員会規則が定められている（資料 11－１－③－１～３）。 
 なお，諸規則は独立行政法人化に伴い，高等専門学校機構規則との整合性が取れるよう整備した。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 管理運営の諸規定は整備されていると言える。 
 
 
資料 11－１－③－１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
                              

出典：内部組織規則 
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資料 11－１－③－２ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料 11－１－③－３ 

 

出典：庶務課 
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出典：庶務課 
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出典：庶務課 
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観点 11－２－①：外部有識者の意見が管理運営に反映されているか。 

（観点に係る状況） 
本校では，管理運営及び教育研究活動の状況を審議し，学校運営の一層の発展に資することを目的

に，平成 16年４月に運営諮問会議規則を制定し，同年 11月 30日に「第１回運営諮問会議」を開催
した（資料 11－２－①－１～２）。第１回会議で受けた提言は，「第１回運営諮問会議報告書」を作成
し，全教員及び各課長に配布して提言内容の周知を図った（資料 11－２－①－３）。さらに，関係の
大学，中四国地区高専，近隣の教育委員会へ配布し，同時に本校ホームページへも掲載し公表した（資

料 11－２－①－４）。また，平成１７年７月には「第２回運営諮問会議」を開催し，諮問事項の他に，
第１回会議で受けた提言に対する本校の対応についても諮問委員によって審議された。第２回会議で

受けた提言は，全教職員に電子メールにて送付し，さらに「第２回運営諮問会議報告書」を作成し，

第１回会議同様，学内外へ公表した（資料 11－２－①－５）。 
 運営諮問会議での提言は運営委員会で報告されたのち，自己点検評価委員会において本校の対応方

法が検討され，各学科や各種委員会において実行されている。 
具体例を挙げると，第１回会議で受けた提言「練習船『弓削丸』を活用した個性的な教育活動の充

実」に対して，本校では「ｅ-操船支援システムの開発」を個性的な教育活動の大きな柱として取り組
んでいる（資料 11－２－①－６）。 
  
（分析結果とその根拠理由） 
 運営諮問会議において受けた提言は，運営委員会において報告され，全教職員へも周知されている。

提言に対する学校の対応についても自己点検評価委員会において検討され，各学科や各種委員会にお

いて実行されている。 
 以上のことから，本校は，外部有識者の意見が管理運営に反映されているといえる。 
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 

資料 11－２－①－１ 
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資料 11－２－①－２    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                
 
 
資料 11－２－①－３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                            出典：第 1回運営諮問会議報告書 

出典：庶務課 
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資料 11－２－①－４  

資料 11－２－①－５ 
 
                                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：第 2回運営諮問会議 

出典：本校ホームページ 
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資料 11－２－①－６ 
 

出典：商船学科 
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観点 11－３－①：自己点検・評価（や第三者評価）が高等専門学校の活動の総合的な状況に対して行

われ，かつ，その結果が公表されているか。 

（観点に係る状況） 
 本校では平成４年に自己点検・評価委員会を発足させ，教育研究，管理運営等の学校活動について

自己点検・評価報告書を作成し公表してきた（資料 11－３－①－１～２）。 
平成 16 年度には，自己点検・評価委員会において学校の総合的な状況について「本校の現状と課

題」を発行し，同年設置された「第１回運営諮問会議」ではその資料として活用した。また，高専機

構本部，関係大学・高専，近隣の教育委員会等へ送付し公表した（資料 11－３－①－３）。 
平成 17年度には，「第１回運営諮問会議」で受けた提言に対する本校の対応と結果について，自己
点検・評価委員会で検討し，その内容をまとめた，「第１回運営諮問会議の提言を受けて」を発行し，

平成 16年度同様に公表した。 
 また，外部評価においても，平成 16年４月に設置後，２回に渡り，「個性的教育の進め方について」，
「学生募集について」，「社会貢献について」，「専攻科について」を諮問し，提言を受けている。受け

た提言については「運営諮問会議報告書」としてまとめ，学内外へ発送するとともに，本校のホーム

ページへも掲載し公表している（資料 11－２－①－４）。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 平成４年に自己点検・評価委員会発足後，不断に自己点検・評価を実施してきている。平成 16 年
度には，学校の総合的な状況に対し，「自己点検評価報告書－本校の現状と課題－」を発行し，関係機

関や近隣の教育委員会等へ送付し公表している。また，平成 17 年度には，運営諮問会議で受けた提
言について，学校の対応とその結果を自己点検評価委員会で検討し，「自己点検評価報告書－第１回運

営諮問会議の提言を受けて－」を発行し，平成 16年度同様，関係機関へ送付し公表している。 
 以上のことから，自己点検・評価（や第三者評価）が高等専門学校の活動の総合的な状況に対して

行われ，かつ，その結果が公表されていると言える。 
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資料 11－３－①－１ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集
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資料 11－３－①－２ 

出典：自己点検評価報告書 
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資料 11－３－①－３               

出典：庶務課 
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観点 11－３－②：評価結果がフィードバックされ，高等専門学校の目的の達成のための改善に結び付

けられるような，システムが整備され，有効に運営されているか。 

（観点に係る状況） 
 自己点検評価や外部評価の評価結果はそれぞれ報告書にまとめ，全教職員に配布し周知している。

また，自己点検評価委員会において，評価結果について対応方法を審議し，各学科や各種委員会にお

いて担当し実施している（資料 11－３－②－１）。 
 他方，平成 16 年度に，高等専門学校機構の中期計画に沿った本校独自の中期計画・年度計画を策
定し，実施に努めている。平成 16年 11月には中期計画推進室を設置し，年度計画の策定，実施を推
進している（資料 11－３－②－２）。年度計画の策定にあたっては自己点検評価結果や外部評価の結
果を踏まえ策定し，実施についてはその進捗状況をまとめ，全教職員あて電子メールにて通知し，学

内専用ホームページに掲載している（資料 11－３－②－３）。 
  
（分析結果とその根拠理由） 
 自己点検評価や外部評価の評価結果は，自己点検評価委員会において学校の対応について検討され，

学科や各種委員会において改善に取り組んでいる。 
さらに評価結果は年度計画にも反映され，中期計画推進室を通じて改善策への取り組みの推進とそ

の結果をフィードバックしている。 
 以上のことから，本校では評価結果がフィードバックされ，高等専門学校の目的の達成のための改

善に結び付けられるような，システムが整備され，有効に運営されていると言える。 
 
資料 11－３－②－１ 
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出典：平成 17年度第２回自己点検評価委員会議事概要 
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資料 11－３－②－２ 

 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料 11－３－②－３ 

出典：本校学内専用ホームページ
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 
 該当なし 
 
（改善を要する点） 
 該当なし 
 
（３）基準 11 の自己評価の概要 

 本校は，校長のリーダーシップの下に，教務主事を副校長として，学生主事，寮務主事を校長補佐

として配置し，迅速な意思決定ができる態勢になっている。 
 各種委員会は，平成 16 年度に組織が見直され，各委員会規則が整理統合等されており，その役割
の明確化，効率化が図られている。事務組織においても，事務組織規程により各課の役割は明確にさ

れ，果たされている。 
 自己点検評価に関しては，平成４年に自己点検・評価委員会を発足させて以来，教育研究，管理運

営等の学校活動について自己点検・評価報告書を作成し公表してきた。平成 16 年度には，学校の総
合的な状況に対し，「自己点検評価報告書－本校の現状と課題－」を発行し，関係機関や近隣の教育委

員会等へ送付し公表している。また，平成 17 年度には，外部有識者からなる運営諮問会議で受けた
提言について，学校の改善策とその結果を自己点検評価委員会で検討し，その内容をまとめた「自己

点検評価報告書－第１回運営諮問会議の提言を受けて－」を発行し，平成 16 年度同様，関係機関へ
送付し公表している。 
 また，外部評価については，平成 16年４月に運営諮問会議規則を制定し，同年 11月に第１回運営
諮問会議を開催した。会議で受けた提言内容は，運営委員会において報告された後，全教職員に対し

電子メールでその内容を周知するとともに，自己点検・評価委員会において学校の対応について検討

し，改善に取り組んでいる。 
 さらに，平成 16年度には，高専機構の中期計画に沿った本校独自の中期計画を策定し，同年 11月
には中期計画推進室を設置し，評価結果を踏まえた年度計画を策定し，推進している。 
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Ⅳ 選択的評価事項に係る目的 

選択的評価事項Ａ 「研究活動の状況」に係る目的 

 

本校は，学術の進展に即応した教育の質の向上，地域社会及び地域の産業の発展に貢献することを主な目的と

して，関連する研究活動を行うとともに，他研究機関との連携や共同研究，技術相談なども推進することにして

いる。中期計画の中では，特に以下の事項を掲げている。 

 

○研究の教育への還元に関する具体的方策として，「弓削丸」を活用した研究及び地域に根差した研究の還元，研

究と教育の一体化（教育の一環としての研究） 

 

○地域の産業界からの技術相談，共同研究に対応するための研究の在り方や領域として，地域共同研究推進セン

ターによる他機関との連携などの研究活動，研究テーマ，実績及び設備の広報活動                          
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選択的評価事項Ｂ 「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」に係る目的 

 

本校は，地域住民等に対して練習船「弓削丸」や公開講座を活用することで，地域社会に開かれた高専づくり

を目指している。地域社会との連携の基本的な考え方として，小学生から社会人まで幅広く教育サービスが提供

できるように，「地域との交流を主眼においたテーマ」と「本校の特徴を活かしたテーマ」を念頭において実施し

ている。また，中期計画において，社会のニーズに応えるために，以下の事項を掲げている。 

 

○地域社会等との連携・協力・社会サービス等に係る具体的方策（地域社会に対する技術紹介の促進・公開講座

やセミナーの実施・施設及び設備の開放） 
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選択的評価事項Ａ 研究活動の状況 

（１）観点ごとの分析 

観点Ａ－１－①：高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備され，

機能しているか。 

 
 (観点に係る状況)  
 本校は商船学科，電子機械工学科，情報工学科の 3学科及び総合教育科の 55名の教員体制の中で，
博士の学位取得の奨励及び学位を所持している者を新規に採用することで，学位取得教員が急増して

おり，これらを中心に各分野において幅広い研究を推進している。全教員の研究テーマや発表論文の

状況については，教育研究者総覧を刊行し，広く社会に公表している（資料 A－１－①－１）。 
 練習船「弓削丸」を本校教員の研究や他研究機関との共同研究に有効に利用し，海洋及び船舶に関

する研究の拠点として活用している（資料 A－１－①－２）。「弓削丸」の年間利用計画については，
練習船運航委員会で立案している（資料 A－１－①－３）。 
 平成 17年度から具体的に着手した全国 5商船高専の連携によるプロジェクト研究「e－操船支援シ
ステムの開発」では，本校が中心となり，学科の枠を越えて選出された研究メンバーが各開発部門を

担当し，卒業研究（資料５－２－③－１－（１））など研究と教育の一体化を図りながら事業を進めて

いる（資料 A－１－①－４）。 
 研究費の特別支援として，平成 14 年度より校長裁量経費を優れた研究課題，若手教員の奨励，本
校の環境を活かした授業改善研究などへ重点的に予算配分している（資料 A－１－①－５）。 
地域社会及び地域の産業の発展に貢献する研究の推進と本校における研究の活性化を図るため，平

成 14年 10月に地域共同研究推進センターを設置した。同センターは，民間等外部の機関との連携を
深め，地域産業の発展・育成に関わる技術分野について，技術相談，技術指導，共同研究等の要請に

応え，かつ，リフレッシュ教育の積極的推進を図り，併せて，本校における研究水準の向上に寄与す

ることを目的に活動している（資料 A－１－①－６）。主な活動内容は，共同研究の実施，受託研究・
試験の実施，技術情報の提供，技術コンサルティング，相談の実施，保有設備の利用，技術教育・研

修の実施，講演会・セミナーの実施などである。 
校内組織としては，地域共同研究推進センター規則を定め，センター長，センター主任，センター

研究員を配置している（資料 A－１－①－７）。同センターの円滑な運営を図るため地域共同研究推進
センター運営委員会を設置し，センター長を委員長としてその下にセンター主任，各学科長，事務部

長，各学科代表教員を委員とし，各課長を幹事とした体制を整備している（資料 A－１－①－８）。 
同センター主催による外部資金獲得に関する説明会の実施（資料 A－１－①－９），「因島ものづく

り企業見学ツアー」への参加（資料 A－１－①－10）などの教員の研究活動の支援も行っている。 
平成 17年度には，同センター紹介の冊子を新たに作成・配布し（資料 A－１－①－６），商船祭と

連携して研究成果・シーズ公開のパネル展示を行い（資料 A－１－①－11），その概要をまとめた冊
子を配布するなど広報活動に努めている。また，四国地区６高専の研究者情報検索システム（四国地

区６高専研究者データベース）が構築され、常時公開されている。 
今年度の計画として，本校の技術と人材を活用し，愛媛県と広島県の沿岸と島嶼地域「しまなみ海

道」エリアの産業界との連携を密にし，地場産業の技術の振興と地域社会の発展に寄与することを目

的として，「弓削商船高等専門学校技術振興会（仮称）」の設立を予定している（資料 A－１－①－12）。 
 事務組織による研究活動支援としては，校内メールによる各種助成の応募案内，文部科学省科学研
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究費補助金の案内と説明会（資料 A－１－①－13），文部科学省の内地研究員制度及び在外研究員制
度の事務サポートなどを行っている 。 
 
(分析結果とその根拠理由) 
本校の研究の目的の達成のために，練習船「弓削丸」の共同研究利用，プロジェクト研究「e－操船

支援システムの開発」の推進などが組織的に行われている。また，研究費の特別支援として，校長裁

量経費が重点的に配分され，事務的な支援も適切に実施されている。地域社会及び地域の産業の発展

に貢献する研究の推進のため地域共同研究推進センターが設置され，校内の教員と地域及び産業界と

の連携を図ることができる研究体制、支援体制が整備されており，技術振興会設立へ向けての準備を

進めている。 
以上のことから，本校の研究の目的に照らして，研究活動の実施や支援のための体制が整備され，

機能している。 
 
資料 A－１－①－１ 
 

出典：教育研究者総覧 
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資料 A－１－①－２ 

 

出典：庶務課
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資料 A－１－①－３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                  出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料 A－１－①－４ 
 
  
                               
 

出典：平成 17年度自己点検評価報告書
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資料 A－１－①－５ 

出典：会計課 
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出典：会計課 
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資料 A－１－①－６ 

出典：地域共同研究推進センターパンフレット 
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資料 A－１－①－７ 
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資料 A－１－①－８ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集

出典：弓削商船高等専門学校規則集
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出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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資料 A－１－①－９ 

出典：地域共同研究推進センター 
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資料 A－１－①－10  

出典：地域共同研究推進センター 
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資料 A－１－①－11 

出典：地域共同研究推進センター 
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資料 A－１－①－12  

出典：地域共同研究推進センター 
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資料 A－１－①－13  

出典：会計課 
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観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

 
(観点に係る状況) 
本校の研究の目的の一つである練習船「弓削丸」を利用した共同研究などで得られた知見を基に卒

業研究・特別研究テーマへの取り込みや（前述資料５－２－③－（１）～（２）及び５－７－①－３），

四国地区高専が連携した特別講義での活用（前述資料５－１－②－10）など教育への還元を行ってい
る。「e－操船支援システムの開発」については，平成 17 年度は「弓削丸」側のワークステーション
と陸上側のパソコンを携帯電話通信で結び，「弓削丸」の遠隔操船に成功している。平成 18年度から
は特別教育研究経費として採択され、文部科学省からの予算の支援も受けられることとなり、練習船

の航海情報の忠実な表現とバーチャル景観映像での遠隔操船を計画している（資料 A－１－②－１）。 
 高専 IT教育コンソーシアム加盟校 12高専を中心とした，全国の高専で使える e-learningによる「創
造性豊かな実践的技術者養成コースの開発」は，文部科学省の現代的教育ニーズプログラム（現代

GP）において，平成 17年度から 3ヵ年計画で採択されている。この計画には，本校が作成した創造
性教育WG報告書の内容及び豊富なプロコン指導により得られた知見が多く反映されており，本校は
今年度，具体的なコンテンツ作成に取り組むなどプロジェクトの中核的な役割を担い，教育内容を学

術の進展に即応させる研究を行っている（前述資料５－２－③－３）。 
地域共同研究推進センターは本格的な活動を始めており，受託・共同研究や助成研究、寄付金の件

数や金額、科学研究費補助金の申請件数と採択件数などは，波があるものの全体的には伸びる傾向に

ある（資料 A－１－②－２～３）。他大学や関連企業・研究所との定期的な研究の連携・交流も重ねて
いるが（資料 A－１－②－４），全体としてはまだ不十分であり，校内の教員と産業界や他研究機関が
連携しやすくなるように様々な取り組みを重ねながら、今後ともさらに充実していく必要がある。 
同センターによる大学及び地域社会との共催事業としては，岡山大学及び上島町と連携して，「医工

学際研究・交流会」を毎年開催し，異なった分野での研究・交流を深めている（資料 A－１－②－５）。
人文社会学分野においても，弓削生涯学習講座を開催するなどして，地域住民を対象に研究の還元を

行い，地域の知的拠点として貢献している（資料 A－１－②－６）。また，同センター研究員が中心と
なって，産学官交流会での発表を行うなど外部での活動も強めている（資料 A－１－②－７）。 
研究論文及び学会での発表実績は，資料 A－１－②－８に示す通りであり，様々な分野で研究発表

を行い，レベルアップを図っている。校長裁量経費が配分された課題においては，その成果を年度末

に，校長裁量経費実施報告書にて報告している。また，専攻科課程の特別研究においては，指導教員

による細やかな指導の下で 1期生全員が活発に学会発表を行っている（前述資料５－７－①－２～５）。 
 特許の取得数については，十分な件数になっていないが（資料 A－１－②－９），外部講師による知
的財産に関する講演会を実施し，地域共同研究推進センターが中心になって教員の特許申請の推進を

検討している。 
教員の学協会からの表彰や研究成果についての新聞記事への取り上げ等の事例は数少ないものの，

文部科学省の内地研究員制度及び在外研究員制度を積極的に活用しており，教員のポテンシャルは高

まっている（資料 A－１－②－10～11））。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 研究の目的に沿った活動として，商船系の高専として特色ある研究活動や地域との連携，教育への

還元が行われている。全国高専 12 校共同プロジェクト「創造性豊かな実践的技術者養成コースの開
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発」（現代 GP）の中で，本校は，具体的な e-learningコンテンツ作成に取り組むなど，中核的な役割
を担い，教育内容を学術の進展に即応させる研究を行っている。研究論文及び学会発表については，

様々な分野で研究発表が行われ，レベルアップが図られている。また，地域共同研究推進センターが

中心になって，受託・共同研究や助成研究の推進及び外部資金受入や特許取得の増加に努めている。 
 以上のことから，研究の目的に沿って，教員の研究活動及び地域社会・産業界との連携の実績が着

実に得られてきている。 
 
資料 A－１－②－１ 

出典：自己点検評価報告書
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資料Ａ－１－②－２ 

資料Ａ－１－②－３ 

出典：会計課

出典：会計課
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資料Ａ－１－②－４ 

 

出典：地域共同研究推進センター
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資料Ａ－１－②－５ 

出典：地域共同研究推進センター 
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資料Ａ－１－②－６ 

出典：庶務課 



弓削商船高等専門学校 選択的評価事項Ａ 

 - 591 -

資料Ａ－１－②－７ 

出典：庶務課
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資料Ａ－１－②－８  
  

資料Ａ－１－②－９ 

出典：会計課

出典：庶務課
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資料Ａ－１－②－10 
 

 
出典：庶務課
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資料Ａ－１－②－11 

出典：庶務課
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観点Ａ－１－③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備さ

れ，機能しているか。 

 
(観点に係る状況)   
本校は，平成 17 年度に修業年限２ヶ年の専攻科（生産システム専攻，海上輸送システム専攻）を

設置し，研究環境の更なる整備･改善を行っているところである。このような状況の中で，研究活動の

実施状況や問題点を把握し，改善を図るために以下のような体制を整備している。 
 練習船「弓削丸」を共同研究や卒業研究・特別研究などに利用すること関しては，練習船運航委員

会で審議・計画し有効活用を図っている（資料５－２－①－４）。 
地域共同研究推進センターにおいて，研究活動の活性化，研究水準の向上，地域社会及び地域の産

業の発展に貢献する研究の推進における問題点の把握やその改善策を検討している。研究活動に対す

る教職員からの意見は，同センター運営委員会のメンバーを通して報告される体制を採っている（資

料 A－１－③－１）。 
 学生からの意見の汲み上げについては，本科の卒業研究及び専攻科の特別研究において，担当学生

とコミュニケーションを取るように努めている（資料５－７－①－１）。 
 学外有識者による外部評価体制として，平成 16 年度から運営諮問会議を開催し，本校の研究活動
に関連して専攻科の状況や地域共同研究推進センターの問題点や今後の課題についても報告しており，

改善に結び付けている。審議内容については，毎回，報告書を作成している（資料 A－１－③－２）。 
自己点検・評価委員会においては，学術の進展に即応した教育の質の向上を図り，本校の目的及び

社会的使命を達成するため，教育研究活動全般にわたって点検及び評価を行っている。総括内容につ

いては，自己点検・評価報告書をまとめ（資料 A－１－③－３），それらを受けて関係の部署で課題の
整理，改善に努めている。 
平成 16 年度から，中期計画，年度計画を推進するために中期計画推進室を設置し（資料 A－１－

③－４），年度ごとの進捗状況を確認し，遅延している事項については指示を行って，着実な実施と改

善を図っている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
練習船運航委員会，地域共同研究推進センター運営委員会，自己点検・評価委員会，中期計画推進

室などの組織が設置され，自己点検・評価報告書等が公表されている。また，平成 16 年度から運営
諮問会議が設置され，外部有識者による点検体制も導入されおり，研究活動の改善に役立てられてい

る。 
 以上のことから，研究活動等の実施実況や問題点の把握等が行われており、改善を図っていくため

の体制が整備され，機能している。 
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資料 A－１－③－１ 

出典：地域共同研究推進センター 
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資料 A－１－③－２ 

出典：第 2回運営諮問会議報告書
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出典：第 2回運営諮問会議報告書
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出典：第 2回運営諮問会議報告書
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資料Ａ－１－③－３ 
自己点検評価報告書抜粋 

出典：平成 17年度自己点検評価報告書
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出典：平成 17年度自己点検評価報告書
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資料Ａ－１－③－４ 

出典：弓削商船高等専門学校規則集 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

 (優れた点) 
 練習船「弓削丸」を活用した共同研究や本校が中心になって推進している全国 5商船高専共同プロ
ジェクト「e－操船支援システムの開発」など，商船系の高専として特色ある研究活動を展開している。
また，現代 GP「創造性豊かな実践的技術者養成コースの開発」の中で，本校は，e-learning コンテ
ンツ作成に取り組むなどプロジェクトの中核的な役割を担い，教育内容を学術の進展に即応させる研

究を行っている。 
（改善を要する点） 
 外部資金の獲得増や特許の取得増へ向けてより一層の改善に努める必要がある。 
 
 
（３）選択的評価事項 A の自己評価の概要  

学術の進展に即応した教育の質の向上，地域社会及び地域の産業の発展に貢献するため，平成 14
年度に設置された地域共同研究推進センターが中心的な役割を果たして，研究活動を推進している。

本校は，平成 17 年度に専攻科を設置し，教員の学位取得者が飛躍的に増加しており，様々な分野で
研究の結果発表を行っている。練習船「弓削丸」を活用した共同研究や本校が中心になって推進して

いる全国 5 商船高専共同プロジェクト「e－操船支援システムの開発」など商船系の高専として特色
ある研究活動を組織的に展開している。それらの研究活動で得られた知見を基に，卒業研究・特別研

究テーマへの取り込みなど教育への還元にも努めている。また，高専 IT 教育コンソーシアム加盟校
12 高専共同プロジェクト「創造性豊かな実践的技術者養成コースの開発」（現代 GP）の中で，本校
は，今年度，具体的な e-learningコンテンツ作成に取り組むなど，中核的な役割を担い，教育内容を
学術の進展に即応させる研究を行っている。地域社会及び大学との共催事業開催による地域の知的拠

点としての貢献，他大学や関連企業・研究所との定期的な研究の連携・交流も重ねている。今年度は，

「弓削商船高等専門学校技術振興会（仮称）」の設立を予定しており，本校の技術と人材を活用し，愛

媛県と広島県の沿岸と島嶼地域「しまなみ海道」エリアの産業界との連携を密にし，地場産業の技術

の振興と地域社会の発展に寄与出来るように計画を進めている。 
 また，校長裁量経費の重点的な配分，庶務課企画調査担当職員を軸にした事務的なサポートなど研

究活動の支援を行っている。 
外部資金の獲得増や特許の取得増へ向けてより一層の改善に努める必要があるが，受託・共同研究

や助成研究の拡充を図っており，文部科学省の内地研究員制度及び在外研究員制度を積極的に活用す

るなどして，教員のポテンシャルも高まっている。 
研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制として，練習船運航委員会，

地域共同研究推進センター運営委員会，自己点検・評価委員会，中期計画推進室などの組織を設置し，

自己点検・評価報告書等を公表している。また，平成 16 年度から運営諮問会議を設置し，外部有識
者による点検体制も導入しており，研究活動等の改善に結び付けている。 
 
（４）目的の達成状況の判断  

 目的の達成状況が良好である。 
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選択的評価事項Ｂ 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

（１）観点ごとの分析 

観点Ｂ－１－①：高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の学生以外

に対する教育サービスが計画的に実施されているか。 

（観点に係る状況） 
 公開講座の企画・運営は，教務主事を委員長とする公開講座委員会で行うこととしている（資料Ｂ

－１－①－１）。年度当初に各学科等から提出された計画を公開講座委員会で審議し，当該年度計画の

大筋を決めている。公開講座の対象は小学生から一般人まで幅広く，実施時期は夏季休業中に集中し

ている。内容は，地域との交流を主眼においたテーマと本校の特徴を活かしたテーマをバランスよく

開催できるように努力している。 
 過去３年間に開催した講座数は，平成 17年度 10講座，平成 16年度６講座，平成 15年度５講座で
ある。 
地域との交流を主眼においたテーマは，テニス教室，ゴルフ教室，水泳教室，健康講座，絵画教室

等で，本校の特徴を活かしたテーマとしては，洋上講座，コンピュータ教室，電子工作，ロボット作

成等がある。特に，洋上講座は，練習船｢弓削丸｣，本校教員の講演及び史跡の見学を盛り込んだ人気

が高い講座で，平成 18年度で 18回目を数える。健康講座やコンピュータ教室は上島町との連携を図
り，受講者の確保とサービスの充実に努めている。また，本校は「海の記念日」の意義を地域住民に

広く知ってもらうために，練習船「弓削丸」を活用した「一日船長」等の教育サービスも実施してい

る（資料Ｂ－１－①－２）。 
 参加者の募集に関しては，各テーマごとの案内資料の作成・配布（資料Ｂ－１－①－３），ホームペ

ージへの掲載（資料Ｂ－１－①－４），上島町との話し合い等を行い，周知に努めている。また，平成

17年度より，愛媛県教育委員会生涯学習課が行う「学び舎えひめ悠々大学運営事業」に協力・実施機
関として登録している（資料Ｂ－１－①－５）。平成 18年度からは，今治市海事都市構想の一環で実
施される「海洋に関する市民講座（仮）」への講師の派遣を行うことになっている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校では，公開講座の企画・運営を公開講座企画委員会で行うことで，組織的かつ計画的に実施し

ている。内容は，「弓削丸」を多用する等の本校の特色を活かしたテーマと地域との交流を目的にした

テーマをバランスよく配置している。また，受講対象者も小学生から一般人まで幅広く募っている。 
以上のことから，高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の学生以

外に対する教育サービスが計画的に実施されているといえる。 
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資料Ｂ－１－①－１ 
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資料Ｂ－１－①－２ 
 

出典：庶務課

出典：弓削商船高等専門学校規則
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資料Ｂ－１－①－２ 
 

 

出典：海の日記念事業実施要項
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資料Ｂ－１－①－２ 

 

出典：「一日船長」案内（表）
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資料Ｂ－１－①－２ 

出典：「一日船長」案内（裏）
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資料Ｂ－１－①－３ 

出典：公開講座募集要項
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資料Ｂ－１－①－４ 

 

出典：本校ホームページ 
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資料Ｂ－１－①－５ 

出典：庶務課
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観点Ｂ－１－②：サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっているか。 

また，改善のためのシステムがあり，機能しているか。 

（観点に係る状況） 
 本校は，公開講座等の実施に当たって，ほとんどの講座でアンケートを行い，活動の成果を調査し

ている。過去３年間に開催した参加者数は，平成 17年度 132名，平成 16年度 88名，平成 15年度
67名である。平成 17年度に実施された公開講座及びアンケート結果は以下の通りである（資料Ｂ－
１－②－１）。 
○公開講座名と参加者数 
ヨット教室：参加者数 ６名 
小学生テニス教室：参加者数 19名 
子供絵画教室：参加者数 ９名 
ロボット製作教室：参加者数 10名 
コンピュータを使って楽しもう：参加者数 14名 
第１８回弓削丸洋上講座：参加者数 27名 
ものづくり教室：参加者数 ２名 
中高年の健康教育講座：参加者数 11名 
パソコン教室：参加者数 27名 
ゼロから始めるインターネット・ＰＲホームページ開設講座：参加者数 ７名 

○その他の公開講座 
一日船長（高松港周辺，丸亀港周辺）：参加者数 93名 

○アンケート結果 
 全体の意見として，全ての講座で「満足した」「良かった」「次回も参加したい」等の開講に対して

肯定的な結果となった（資料Ｂ－１－②－２）。 
 改善のためのシステムとしては，講座終了後に公開講座実施報告書を公開講座企画委員会に提出し，

より良い公開講座を実施するための改善を行っている。 
 
（分析結果とその根拠理由） 
 本校の公開講座は，少子化が進む島嶼部の環境で講義内容の精選，練習船「弓削丸」の活用，出張

講座，上島町との連携等により，参加者の確保に努めている。都市部に隣接した高専と比較すると参

加者数にやや不満が残るが，概ね良好に実施されている。また，事後のアンケート結果から，参加者

は満足している状況である。 
 以上のことから，サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっており，改

善のためのシステムも機能しているといえる。 
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資料Ｂ－１－②－１ 
 

出典：公開講座に関するアンケート票
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資料Ｂ－１－②－２ 
 

 
（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 
 本校の公開講座は，練習船「弓削丸」を随所に活用するなどして，海洋に関する教育サービスを展

開していることは優れているといえる。これに加えて，工業系２学科は「ものづくり」や「コンピュ

ータ」をテーマに幅広い公開講座を実施しようとしている。また，講座内容も「地域との交流を主眼

においたテーマ」と「本校の特徴を活かしたテーマ」の２つテーマを念頭において，公開講座が学校

ＰＲや単なる遊びの場にならないように配慮している。 
（改善を要する点） 
該当なし 

 
（３）選択的評価基準の自己評価の概要 

 本校では，正規課程の学生以外に対する教育サービスが実施できるように，公開講座企画委員会を

設置して，組織的かつ計画的に実施している。内容は，「弓削丸」を多用する等の「本校の特色を活か

したテーマ」と「地域との交流を目的にしたテーマ」をバランスよく配置している。また，受講対象

者も小学生から一般人まで幅広く募っていて，事後のアンケート結果から，参加者は満足している状

況である。さらに，少子化が進む島嶼部の環境下での参加者確保については，講義内容の精選，練習

船「弓削丸」の活用，出張講座，上島町との連携を図る等して努力している。 
以上のことから，正規課程の学生以外に対する教育サービスは，活動の成果が十分に上がっている

と言える。 
 

（４）目的の達成状況の判断 

 目的の達成状況が優れている。 
 

出典：庶務課
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